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私が総務省地域力創造審議官として構想し、実現した地域おこし協力隊は令和 3年度で13年
目を迎えました。地域おこし協力隊は、人口減少や高齢化等の進行が著しい地域に移住した都
市部の若者等が、地域協力活動を行いながら、その地域に定住・定着を図ることで、地方への
人の流れを創ることを目指す取組です。10年余りで多くの隊員が活躍し、地域を変容させ、そ
の積み重ねが日本全体を活気づけています。

このように、地域に大きく貢献する地域おこし協力隊は、地方への人の流れを作る存在とし
て今後ますます期待され、更なる制度の活用が求められています。令和 3年度現在約5,500人の
隊員が活躍していますが、国は令和 6年度に8,000人まで増やす予定で、「地域おこし協力隊イ
ンターン」制度の創設や受入自治体職員研修を強化するなど、地域への人材環流を推進してい
ます。また、隊員の円滑な活動や定住後の生活を支援するために、定住後の住まい確保支援措
置の創設や起業支援の対象期間の拡大などにも取り組んでいます。

当センターでは、一般社団法人移住・交流推進機構とも協力しながら、自治体と協力隊希望
者のマッチング、受入自治体職員研修、協力隊の起業研修などに力を入れてきたところですが、
今回、多くの自治体が地域おこし協力隊と共に地域を活性化させる参考としていただくことを
目的に、地域おこし協力隊員の受入れ・サポート体制が整備されている事例や、協力隊員に寄
り添って活動を支援している事例など、特徴的な15事例を紹介するガイドブックを作成いたし
ました。

本書は、総論、政策解説、事例紹介の 3部構成となっております。総論として弘前大学大学
院地域社会研究科教授の平井太郎氏から論文を寄稿いただきました。政策解説については、総
務省地域力創造グループ地域自立応援課に最新の動向を踏まえた解説を執筆いただきました。
また、事例紹介では、各自治体における地域おこし協力隊の受入れについて、具体的な取組内
容、成果、課題、今後の展望等を取材をもとにまとめました。

本書が、地域おこし協力隊の受入れや拡充を検討している皆様の参考となり、お手元に置い
てご活用いただけるようになれば幸いです。
最後になりますが、本書の刊行にあたり、多大なるご協力をいただきました関係者の皆様方

に厚くお礼申し上げます。

令和 4年 1月
� 一般財団法人地域活性化センター
� 理事長　椎 川  忍
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総 論

地域おこし協力隊と
共にあゆむ自治体
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地域おこし協力隊（以下「協力隊」という。）
制度は今、第 2 ステージの扉が開こうとしてい
る。2009年度に89名から始まったこの制度は、
2011年の東日本大震災後の若い世代の地方志向の
高まり、2014年以降の地方創生の波に乗り、2018
年度には5,000名を超えるまでに成長した。それ
が2019年度、初めて隊員数が前年度割れとなっ
た。そして動向が問われた2020年度。新型コロナ
ウィルス感染症が拡大するなかでも、再び前年度
を超え、過去最多の5,464名が活躍するようにな
った。今がまさに、もう一度、地方への人の流れ
を後押しできるか、それとも、一過性の波に終わ
るかの曲がり角である。

そこでここでは、協力隊制度の原点に立ち返りつ
つ、ポスト･コロナや気候変動対応など、新たな政
策課題もにらみつつ、協力隊制度の第 2 ステージ
を拓くのに自治体に求められることをまとめたい。

1	 協力隊の成果はなぜ二極化するのか
まず、およそ2019年までの第 1 ステージの成果

を振り返ってみよう。総務省では毎年度、協力隊
の任地周辺への定住率を発表している。その数字
は一貫して 6 割程度に達し、従来の田舎で働き隊

などの移住定住施策よりも著しく高いものになっ
ている。ただし、協力隊制度の第 1 の目的は地域
活性化にある。そこで、私は2017年（1,969名）、
2019年（4,225名）の 2 度、協力隊退任者を対象
とした全国調査を実施し、定住率だけでなく地域
がどの程度活性化したかの評価値（活性化感）を
集計した。 1 （低下）、 2 （変わらない）、 3 （向
上）、 4 （大いに向上）とすると、 3 年務めた隊
員の場合、平均2.7を上回り、地域活性化も着実
に図られてきている。

しかし2020年以降、総務省が発表している定住
率では県ごとの差が話題になっている。極端に言
えば、協力隊の成果は自治体ごとに二極化してい
るのだ。こうした二極化傾向は、私の調査からも
うかがえる。ただし、県ごとの地域差よりも定住
率や活性化感に影響を与えている要因がある。そ
れは任期途中で退任しているかである。 3 年任期
を務めると定住率は60.1%、活性化感は2.90に達
するが、 2 年で退任だと33.6%、2.51、 1 年だと
24.5%、2.31、半年だと15.6%、2.07にとどまる（図
1 ）。したがって、まず協力隊制度で成果を上げ
るのに自治体に求められるのは、 3 年間の任期を
着実に務めあげてもらうような支援なのだ。

では、どういった支援が効果的なのだろうか。

弘前大学大学院地域社会研究科教授。専門は社会学。特に地域や集合住宅におけるコ
ミュニティ形成を研究している。2010年度から総務省の地域おこし協力隊・集落支援
員を対象とした全国研修会の講師を務める。2012年度から総務省・地域力創造アドバ
イザー。『地域おこし協力隊：日本を元気にする60人の挑戦』（学芸出版社、2015年）、
『地域おこし協力隊：10年の挑戦』（農文協、2019年）の編集・執筆にも携わる。

地域おこし協力隊と共にあゆむ自治体
弘前大学大学院地域社会研究科教授　平井 太郎
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この問いを解く鍵も私の調査にある。そこでは退
任者の協力隊時代に抱えていた悩みを聞いてい
る。過去を振り返るので必ずしも正確ではない
が、退任者の在任期間別に集計してみると、興味
深い傾向が見える（図 2 ）。

隊員の悩みは「地域との関係」、「行政との関
係」、「収入や貯蓄の少なさ」、「忙しさ」の順にな
る。このうち半年で辞めた隊員では特に「地域と
の関係」が42.9%と突出している。 1 年で辞めた
隊員になると「地域との関係」が48.8%、「行政と
の関係」が40.6%になり、「行政との関係」が多く
なる。この傾向は 2 年で辞めた隊員でも変わらな
い。これに対し「収入や貯蓄の少なさ」が多くな
るのは 3 年で辞めた隊員で、「忙しさ」はどのタ
イミングで辞めた隊員でも変わらない。ここから
見えてくるのは、任期 3 年間の 1 年目、 2 年目、
3 年目で隊員の悩みの比重が変わってくるという
こと。そして、その変化に対応したタイムリーな
支援が、自治体には求められるということだ。

2	 求められるプロセス支援とは
私はこうした任期のタイミングごとのタイムリ

ーな支援のことを「プロセス支援」と呼んで以下
のように整理している。

（1）�ビジョン-ミッション･モデル�
――組織貼付けから脱して地域を巻き込む

まず隊員を受け入れてから 1 年目は、地域との
関係を円滑にするような支援が求められる。地域
との関係の悩みで最も多いのは、地域の人々から
の無理解である。「協力隊など知らない」「協力隊
は何のために来たのか」「聞いていない」などな
ど。このため協力隊はまずもって自分自身で地域
の人々に説明をして回らなければならない。自分
の思いや活動実績をまとめたフライヤーを毎月の
ように制作し、 1 軒 1 軒、 1 人 1 人回って顔をつ
ないでいく。こまめに地域の会合やイベントに顔
を出す。これらも地域との信頼関係を築くうえで
欠かせないプロセスだ。

だが、そもそも要綱上でうたわれている協力隊
の任務は何だっただろうか。「地域協力活動」。そ
う、地域側で何らかの活動が営まれており、そこ
に隊員が協力する姿が求められている。ただし、
ここで「行政などの事務を手伝ってもらえばよい
のか」と早合点しないでいただきたい。私の調査

図 1
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で定住率や活性化感が最も低いのは、行政や外郭
団体などの組織に協力隊を貼り付けてしまう場合
だった（定住率マイナス5.7%、活性化感マイナス
1.4点）。隊員のみなさんは地域貢献をしたい

（62.3%）、自分のキャリアを生かしたい（26.7%）
と考えて応募する人が少なくない。組織貼付け型
の制度運用では、こうした隊員の思いをすくい取
れない。しばしば指摘される「ミスマッチ」の最
大の例は、この組織貼付け型での受入れにある。

では、どうしたらよいのか。私が勧めているの
は、協力隊を受け入れる前に、関係しそうな地域
のみなさんに集まってもらい、制度の趣旨を周知
したうえで、関係者がそれぞれに思い描く地域の
将来像（ビジョン）を共有し、その将来像を実現
するのに今、どうしても必要な任務（ミッショ
ン）の担い手として協力隊を募集するという、一
連のステップを踏むことだ。私はこれを「ビジョ
ン-ミッション･モデル」と呼んで、多くの自治体
に勧めている。

具体的には、自治体それぞれの行政課題を庁
内、課内で整理したうえで、その課題解決のため
に連携が欠かせない地域のみなさんに声かけをす
るところから始まる。市町村合併などで人口減少

が急激に進んだ地域を振興したい。自治体全体を
見渡して特産品開発を進めたい。農林水産業など
地場産業の担い手を確保したい――自治体それぞ
れにさまざまな行政課題があるだろう。しかも、
それらの課題解決は自治体だけではなしえない。
地域振興には何よりその地域に暮らす住民ととも
にあたる必要があるし、地場産業もこれまでの担
い手からの継承こそが大切になる。こうした関係
者にまずは集まってもらうのだ。

そのとき大事なのは「何が課題ですか」と問い
かけないことだ。そんなことは聞かれなくてもわ
かっている。人が減り、暮らしや生業が続かなく
なる、地域が持たなくなることは目に見えてい
る。そうではなく、「 5 年後、10年後、この地域
や産業がどうなっていたいか」という将来の希望
を丁寧に話してもらうところから始める。そうす
ると、人口減少というような巨大な課題は解決で
きないとしても、地域の暮らしが続くようにした
い、伝統工芸を伝えていきたいということであれ
ば、光が見えてくる。

そのうえで「では、この将来像を実現するの
に、どんな人がいてくれたらいいのか」をみなで
考える。地域の誇りにしているのがスポーツ･ク

図 2
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ラブなら、そのコーチを招いてもよい。空き家を
どうにかしたいのであれば、うまく活用してくれ
る人を募集したらよい。このように地域の関係者
で将来像が共有され、それを実現するパートナー
として隊員を募集するというステップが踏まれて
いれば、隊員がやってきてから「聞いていない」

「なんで来たんだ」といった反応をする人は間違
いなく減る。わからない地域の人々がいたとして
も、自治体の担当者ではなく、話し合いに参加し
ていた地域の関係者が、それぞれに説明してくれ
ると期待されるからだ。

このように諸方面への説明の手間が劇的に省け
ることは、ただでさえ繁忙な業務に加算されてく
る協力隊関連事務の負担を、大幅に軽減すること
にもなる。面倒にも見える受入れの準備作業は、
隊員だけでなく担当者自身にも後々、成果として
返ってくる。どうしても手に負えないのであれ
ば、2021年から始まった国の「地域プロジェクト
マネージャー」制度を活用して、こうした場づく
りに通じた人に任せるのも一案だ。

この「ビジョン-ミッション･モデル」は私だけ
が主張しているのではない。東日本大震災後、被
災地で復興支援の担い手マッチングで成果を上げ
たNPO法人ETIC.もこのモデルを採用し、協力隊
の受入れでも応用している。私の場合は、福島県
など複数の県で、受入れ前に関係者に集まるワー
クショップを企画したり、青森県弘前市などでは
関係者による協議会組織を立ち上げる仕組み（予
算措置）を構築したりしている。

どちらのケースでも重要なのは、単なる話し合
いで終わることなく、集まった関係者のみなさん
で協力隊の募集要項を一つひとつ作成してもらう
ことだ。募集要項で最も重要なのは、応募者にと
って募集する側の「顔」が見えるかである。みな
さんも自分が就職･転職する立場になって考えて
ほしい。何を目指している事業所で、どんな人た
ちが働き、どのような仕事に就くことになるの
か、その待遇はといった点が当然、気になるだろ
う。その「何を目指しているか」がここで言う

「ビジョン」であり、「仕事」が「ミッション」に
当たる。それが明確でない事業所にはみなさんも
応募しないだろう。したがって、「ビジョン-ミッ
ション･モデル」は、単に地域を予め巻き込むだ
けでなく、確実に応募してもらうためにも最低
限、必要なことなのだ。

さらに「働いている人」や「待遇」も問われ
る。この場合「働いている人」はまさに「ビジョ
ン」を共有している地域のみなさんだ。そして

「待遇」。受入れ後のミスマッチの一因になる。報
酬の多寡以上に、住居、通信、自動車といった生
活インフラこそが大事だ。ともにビジョンの実現
を担うパートナーとして迎えるという考えに立て
ば、自ずとどのような住まいに、どのように暮ら
してもらうかへの気配りも生まれる。こうした議
論に立ち会っていない地域住民からは「協力隊は
あんなに報酬をもらっているのか」といった声が
出がちだ。そうした声も、ビジョンから話し合っ
ていれば上がりにくくなる。

こうして募集要項を作り上げてきた地域のみな
さん 1 人 1 人が、フライヤーやサイトに描き込ま
れていたり、実際に募集活動や採用面接に立ち会
ったりしてきたとき、本当の意味での「顔」の見
える募集になる。このように「顔」が見える募集
には、私が支援してきた限りでは、人材獲得競争
が激化してきたこの間も着実に応募が集まってい
る。みなさんにもぜひ手間を惜しまずチャレンジ
してほしい。

最後に、 1 年目に当たっての受入れ態勢として
もう 1 点、付け加えたい。 1 年目の隊員の悩みで
は「地域との関係」だけでなく「行政との関係」
も無視できなかった。この解消のために私が勧め
ているのは、迎え入れた隊員にも一般職員と同様
の職員研修をしっかり受けてもらうことだ。会計
年度任用職員として採用する場合だけでなく、業
務委託を出す場合でも、行政としての仕事の進め
方やコンプライアンスの重要性を共有するために
も、職員研修は有用だ。こうした何気ない取組の
一つひとつが、ともにビジョンを実現するパート
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ナーとして迎え入れる姿勢を伝えるのに欠かせな
いことを覚えていたい。

（2）�2年目、3年目の伴走支援� �
――ロードマッピング

ビジョン-ミッション･モデルは受け入れて終わ
りではない。むしろ、そこからが始まりだ。弘前
市の場合、最低、四半期ごとに地域のみなさんに
集まってもらい、隊員の活動の振り返りと今後の
活動計画を議論する場を設けている。その積み重
ねが、地域や行政との関係に対する悩みを着実に
軽減する。要するにこの悩みはコミュニケーショ
ン不足にあるからだ。

こうした議論の場では、他の悩みである「忙し
さ」や「収入･貯蓄の少なさ」もできる限り共有
したい。まず「忙しい」という悩みは、業務と生
活、公私の境目が見失われることによる息切れと
日々の忙しさが何につながるのかがわからない方
向感の喪失の 2 つからやってくる。これらは自治
体職員のみなさんにとっても他人事ではないだろ
う。

この悩みに向き合うためにも、地域のみなさん
との議論の場では、ロードマッピングをお勧めし
ている。ロードマッピングというのは、折に触れ
て、目標と現在までの成果を確認して、成果と目
標のギャップを埋めるのに、いつまでに何をした
らよいのかを話し合うことだ。将来、ゲストハウ
スを開きたいと考えている隊員に四六時中、行政
の事務を手伝わせていたら、意味もなく「忙し
い」という切迫感に襲われるに違いない。

そうしたミスマッチを防ぐのにロードマッピン
グは最適だ。任期終了時に開業するなら、その何
か月前までには免許を取得する必要が、その何か
月前までに改修に着手する必要が、その何か月前
までに資金計画や経営計画を立てておく必要がと
逆算できる。資格取得が必要なら試験日は決まっ
ているし、地域の合意をとりつけるための総会も
毎年同じ時期に開かれる。このようにして、いつ
までに何をしなければならないかを、隊員だけで

なく担当者や地域の関係者とも共有するのがロー
ドマッピングだ。

注意したいのは、ロードマッピングでの成果や
目標に柔軟性を持たせるということだ。成果と言
っても、立場によって見え方が違ってくる。隊員
は単に挨拶回りをしただけと考えていた行為が、
地域の関係者から見ると、何らかの具体的な取組
を一緒にやりたいと考えるきっかけになったかも
しれない。

また目標も立場による見え方や時点による捉え
方が変わる。先ほどのゲストハウス開業という目
標も、地域という立場からは、地場の食材を使っ
たり、地域の人たちもたまれる場が作られたりし
て初めて、「地域協力活動」になるという意見も
出てくるだろう。そのようなすり合わせこそ、ロ
ードマッピングでは大事にしたい。

さらに、時点によって目標も当然変わってく
る。ゲストハウスという目標も、たとえば感染症
拡大のような状況の変化が生じてなお、維持され
るべきものだとは考えにくい。テイクアウトも扱
うカフェや配食サービスに切り換えた方が、状況
に適応していたり、地域や隊員の希望に沿ってい
たりすることもあるだろう。ロードマッピングで
は、そのように、何が最適な目標か、何が重要な
成果かを、集まった人々で知恵を絞って共有した
い。

こうしたロードマッピングが積み重ねられたと
き、そこに集っていた隊員、自治体担当者、地域
の関係者は、ある目標を達成するための仲間にな
っていく。これこそがビジョン-ミッション･モデ
ルで目指していた、地域のビジョンを実現するパ
ートナーとして隊員を受け入れる姿であり、協力
隊制度で目指すべきチーム･ビルディングの望ま
しい姿にほかならない。

もちろん集まるべき地域の関係者も、共有され
た目標の実現に力を貸してくれそうな人を、随時
新たに招き入れたい。的確な起業支援にはやはり
専門知識や人脈をもった人の声を取り入れるべき
だ。単に県などの支援窓口を紹介するだけでな
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3	 協力隊とは地域づくり�
――求められる将来を語り合える��
場づくり

前節末の「協力隊制度の醍醐味」とは、視野を
広げて言えば、地方での「地域づくりの醍醐味」
と言い換えることができる。だが、そもそも「地
域づくり」とは何だろうか。地域活性化とは何か
と言ってもよい。どうしたら地域が活性化したと
言えるだろうか。私の調査であえて活性化感を尋
ねたように、地域活性化こそが協力隊制度の肝
だ。ぜひみなさんもあらためて問い直してほしい。

まず協力隊制度を通じた地域づくり、地域活性
化で注目されるのが、先ほどの「ここでは食えな
い」という思い込みの転換だ。それは大きく言え
ば、地域での産業のあり方、生計の立て方の転換
にほかならない。新たな生計の立て方としては複
業に大きな可能性がある。地域振興政策と言え
ば、これまでは雇用創出、その雇用の場として企
業誘致が目指されてきた。

だが、誘致されるべき企業の活力が全国的に失
われているだけでない。企業自体でもこの四半世
紀、非正規化を進め、さらには正規社員の副業も
認める方向に舵を切っている。つまり、たとえ企
業を誘致できたとしても、そこでの雇用は副業を
前提としたものになろうとしている。であるなら
地方の側から、 1 つの雇用に依存しない生計の立
て方――複業を軌道に乗せるには、どうしたらよ
いか模索を始めた方がいい。国も2020年から特定
地域づくり事業協同組合制度を本格始動させた。
この制度もマルチワーク＝複業の受け皿として機
能することが期待されている。

そのうえで地域づくりを考えるうえで欠かせな
い観点が 3 つある。

1 つは、転換すべきは「ここでは食えない」と
いう「思い込み」だということだ。価値観やマイ
ンドの転換こそが求められている。「何をしても
だめだ」とか「ここには何もない」という悲観的
で後ろ向きなマインドの転換だ。だがそれは頭で

く、専門家自体をロードマッピングの場に巻き込
みたい。私が関わっている兵庫県での例では地元
金融機関の担当者に常に加わってもらっている。
当初はビジネスライクな半身の関わりだった人
が、そうした場に招き入れることで、誰よりも熱
心な伴走者になってくれている。

しかもこうした巻き込みにより、助言の内容も
変わってくるのが重要だ。どうしても地方の金融
機関や中小企業診断士のみなさんは、手堅いビジ
ネスモデルを求める。単一の事業で安定した収益
を見積もることのできるものに限られがちだ。だ
が、そうしたビジネスモデルが立てられないから
こそ、地方からは人が流出している。そうではな
く、いくつかの収入減を組み合わせる複業やオン
ラインで大都市圏のニーズに応える（ある種の）
テレワークも、新たなビジネスモデルとして視野
に入れたい。先ほどの兵庫県の例でも、当初は

「そんなんじゃだめだ」と否定していた人が、次
第に自分のビジネスモデル観を修正していた。そ
うした「専門家」の価値観の変化も、チーム･ビ
ルディングができていたからこそ生まれたのだ。

さらに、協力隊の出口は起業だけではない。地
域の職場に籍を置く就業や地域の事業を受け継ぐ
継業も選択肢としてはある。そうした就業や継業
の道筋も、 1 年、 2 年とロードマッピングを積み
重ねるなかで培われた、隊員と地域の関係者との
信頼関係があって、初めて見えてくる。私が関わ
る山形県では、地域の有力者が務めてきた有償の
役職を隊員に譲るという声が、ロードマッピング
のなかから自ずと生まれてきた。青森県の例では

「あいつを東京に帰すような地域じゃだめだ」と
いう声から、関係者がそれぞれに仕事を探し出し
てきていた。そうした知恵の出し合いから、「こ
こでは食えない」と誰もが思ってきた地域で、そ
れまでにない稼ぎ方のモデルが引き出されること
があるのだ。このような「思い込み」を転換させ
る具体的な成果を生み出すことこそが協力隊制度
の醍醐味であり、みなさんにもその手応えを実感
していただきたい。
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考えてできることではない。山形県や青森県の例
にあったように、小さなことでも一つひとつ時間
をかけて試行錯誤を重ねることで、初めてマイン
ドは転換する。いわゆる「小さな成功体験」論
だ。

同時に大切なのは、ビジョン-ミッション･モデ
ルの入口で指摘したように、課題からではなく希
望を掲げていくことだ。課題というと人口減少
や、それこそマインドの転換のように、どこから
手を付けてよいかわからない大きなものが想像さ
れやすい。最終目標がそこだとしても、まずは手
を付けられる小さな希望を言葉にし、誰かと共有
するところから始めるのがよい。ビジョン-ミッ
ション･モデルやロードマッピングを通じた、協
力隊とのチーム･ビルディングは、まさにそうし
た小さな試行錯誤を積み重ねるのにうってつけの
手法だ。

2 番目は、産業や生計のあり方は暮らし方――
ライフスタイルと直結しているという視点を忘れ
てはならない。誰とどんな暮らしを営んでいくの
かも協力隊のプロセス支援では欠かせない。とい
うのも、ただ産業や生計のことだけ考えるなら、
どの地域でも実現可能だからだ。誘致企業が撤退

するように、せっかく仲間になったはずの協力隊
も、稼げることだけだったら他地域でもできる。
再び大都市圏に戻るかも知れない。事実、私の調
査でも、在任期間に次いで定住率を左右していた
のは、応募動機に「定住したい」と「地域とつな
がりがある」が含まれているかだった（図 3 ）。
つまり、顔の見える 1 人 1 人と喜怒哀楽を分かち
合いながら暮らす姿が思い描けているか、とにか
く定住したいという気持ちがあるかが、地域に残
るか否かの分かれ道になる。したがって起業や生
計のあり方も、地域の人々に支えられる――あい
つを東京に帰したくないという思いから仕事が生
み出されるような姿が望まれるだろう。

同時に、これは協力隊制度の範疇を超えるが、
退任後の暮らしも視野に置いておきたい。私の調
査によれば、退任後 5 年経つとせっかく定住した
人の 3 割は転出していた。 7 年経つと 4 割が転出
する。その原因も調査からうかがえる。退任後 3
年以上の人は、退任直後に比べ自営業が32.0%か
ら25.1%に減る。家族構成では単身者が52.8%から
31.9%に減る一方、子どもをもつ夫婦が18.5%から
41.2%に増える（図 4 ）。やはり起業は環境変化で
淘汰されやすく、若年層が多い協力隊では結婚し

図 3

令和3年度 地域活性化ガイドブック 令和3年度 地域活性化ガイドブック12 13

令和 3 年度 地域活性化ガイドブック 地域おこし協力隊と共にあゆむ自治体



子どもが産まれるなどライフステージが変わりや
すいのだ。したがって、退任後も在任中と同じよ
うな、仕事を掘り起こすチャンスを準備しておき
たいし、子どもが育てやすい環境も整えておきた
い。特に、移住定住を呼び込みながら、保育所や
小中学校の統廃合を進めるのは、はしごを外す行
為だ。地域の将来をともに拓く仲間を招くなら、
その将来を保障する政策を進めたい。

最後に、地域づくりと関連づける 3 番目の視点
として重要なのが、地域の将来を考え語り合う場
づくりである。ここで紹介したビジョン-ミッシ
ョン･モデルやロードマッピングで最も大切だっ
たのは、隊員と自治体担当者、地域の関係者によ
るそうした場の存在だ。そこでの議論から将来像
が生まれ、新たな生計の立て方も引き出されてく
る。暮らし方についても、その場に集った人々こ
そが顔の見える間柄になりうるし、新たな仕事の
掘り起こしや生活インフラのあり方も、そこで考
え、形にしてゆくのが理想だ。大きく言えば、こ
うした場は地域自治の受け皿にほかならない。事
実、協力隊を受け入れる協議会が地域運営組織に
発展したり、地域運営組織が協力隊の受入れ組織
になったりする例は全国に広がっている。

以上をまとめるなら、協力隊制度の運用は、単
に隊員向けの業務を設計し、退任まで管理をして
ゆくだけにとどまっては惜しい。運用次第でこの
制度は、市町村合併や行政改革を経て弱体化した
地域の自治を再生し、地方では困難だとされてき
た新たな暮らし方や働き方をよみがえらせること
の第一歩になる。そして何より、もしかするとみ
なさん自身も含め、地域の将来を悲観し半ばあき
らめていたマインドを転換する起点になりうる。
この一連のプロセスこそが地域づくりであり地域
活性化にほかならない。

したがって、協力隊担当のみなさんは、その業
務を起点にして楽しんでほしい。そして、地域運
営組織や公共施設統廃合、起業支援、移住定住促
進、特定地域づくり事業協同組合など、さまざま
な政策に横串を刺すこと、すなわち「地域政策の
総合化」にも楽しみながら取り組んでほしい。ビ
ジョン-ミッション･モデルやロードマッピングを
進めれば、困難に見えることもともに乗り越える
場ができる。そうして一人ではなく仲間ととも
に、一つひとつ試行錯誤を重ねられれば、ポスト
･コロナや気候変動など、その先の未来もまた自
ずと切り拓かれてくるはずである。

図 4
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政策解説

地域おこし協力隊と
共にあゆむ自治体

令和３年度 地域活性化ガイドブック



令和 3 年度 地域活性化ガイドブック 地域おこし協力隊と共にあゆむ自治体

1	 はじめに
「地域おこし協力隊」は、都市地域から過疎地

域等の条件不利地域に住民票を異動し生活の拠点
を移した者が、概ね 1 ～ 3 年の期間で地方自治体
から委嘱を受け、様々な地域協力活動を行い、併
せてその地域への定住・定着を図る制度である。
隊員の活動経費として 1 人あたり470万円を上限
に特別交付税措置を講じている。

平成21年度に制度を創設し、隊員数は当初の全
国89人から年々増加し、直近の令和 2 年度は
5,560人 、受入団体数は1,065団体となっている。
隊員の約 4 割（40.7%）が女性であり、20代及び
30代の隊員が約 7 割（67.5%）を占めるなど、若
者世代が中心となって地域に大きな刺激を与える
存在となっているとともに、近年においては、40
代以上の経験豊富な年代の隊員も割合を増してき
ており、地域で多様な活動を展開している。

さらに、任期終了後の隊員の動向等について、

例年「定住状況等に係る調査」を実施している。
令和 2 年 3 月末までに任期を終了した隊員数は
6,525人となり、現役隊員数と合わせた人数は約
12,000人となった。任期終了後の隊員の約 6 割

（63.0%）が同じ地域に定住している（資料 1 ）。

2	 政府目標
地域おこし協力隊は、初年度である平成21年度

は、隊員数89名・受入団体数31団体であったが、
平成26年 6 月、安倍内閣総理大臣が島根県と鳥取
県を視察された際、今後 3 年間で隊員数（当時約
1,000名）を 3 倍にするように総務大臣に指示を
された。

これを受け、「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」（平成26年12月27日閣議決定）の「アクショ
ンプラン」において、「平成28年に3,000人、平成
32年に4,000人をめどに拡充」との数値目標が明記
された。その後平成28年には活動した隊員が4,090

地域おこし協力隊の推進について
総務省地域力創造グループ地域自立応援課

資料 1　地域おこし協力隊の隊員数
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人、受入団体は886団体となり、平成32年の目標
を 4 年前倒しで達成し、その後さらに、平成30年
6 月に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生
基本方針2018」において、隊員数を「 6 年後に
8,000人」とする目標が掲げられたところである。

さらに、「経済財政運営と改革の基本方針」に
おいても、平成26年度以降（平成27年度は除く）
地域おこし協力隊の拡充や強化といった記載がな
されてきており、政府としての目標の達成に向
け、現在様々な取組を進めている。

3	 これまでの取組について
地域おこし協力隊制度創設当初は、集落に入

り、集落の方々の困りごとを聴き、集落の方々と
共に汗をかきながら地域づくり活動を行う、「地域
支援型」の隊員の比率が高かった。創設から12年
が経過して隊員の数が増加し、隊員の想いやニー
ズが多様化する中、現状では、「観光商品開発」

や「地域産品を用いた商品開発」といった活動を
行う「ミッション型」の隊員が多くなっている。
こういった活動内容の変容や隊員数の増加、ニー
ズの多様化等に伴い、これまで地域おこし協力隊
制度の拡充を行ってきたところであり、以下に一
部ではあるが、これまでの取組について紹介する。

（1）「地域おこし協力隊サポートデスク」の設置
隊員や地方自治体職員等からの電話やメールに

よる相談に一元的に対応するため、「地域おこし
協力隊サポートデスク」（以下「サポートデスク」
という。）を「移住・交流情報ガーデン」内に平
成28年 9 月から開設している（資料 2 ）。このサ
ポートデスクでは、一般行政相談員のほか、専門
相談員（隊員OB・OG） 8 名（うち女性 3 名）が
対応している。

令和 3 年 3 月末までの営業日1,370日間におい
て、6,044件（電話4,519件、電子メール1,136件、
来訪（対面）384件、出張 5 件）の相談に対応し

資料 2　地域おこし協力隊サポートデスクについて
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ている。また、相談者の区分は、地方自治体関係
者2,987件（49.4％）、隊員2,196件（36.3％）、協力
隊希望者410件（6.8％）、その他451件（7.5％）と
なっている。

サポートデスクでは、全国の地域での課題に対
する経験やノウハウを蓄積し、相談者に対してア
ドバイスを行うとともに、地域おこし協力隊制度
の改善を行う際にもこれらのノウハウを活用して
いる。例えば、サポートデスクへの相談内容等も
踏まえ、平成29年 4 月から育児等に配慮した運用
に向けて、制度の改善を行ったところである。

（2）�「地域おこし協力隊OB・OGネットワークづ
くり推進事業」

前述のとおり、サポートデスクでは、全国の事
例をもとに相談者に対して効果的なアドバイスを
行っているところであるが、地域によって異なる
事情を踏まえた助言等が難しい部分もある。ま
た、隊員数の増加とともに隊員のニーズも多様化
しており、隊員一人一人に対するきめ細かなサポ
ートが求められている。

こうした背景から、隊員により身近な相談窓口
として、「地域おこし協力隊OB・OGネットワーク
づくり推進事業」を令和元年度から進めている。
隊員OB・OGは今後も増加していくため、相互に
連携しつつ、自らの経験をもとに、現役隊員に近
い立場でサポートしていくことが期待される。

このOB・OGネットワーク組織については、現
役隊員の身近な相談窓口に留まらず、隊員向け研
修の企画・実施や、受入自治体への助言、隊員募
集案件の組成の支援等の受託など、幅広く業務を
行っており、地域おこし協力隊の有力な中間支援
組織となり得ると考えているため、今後も全国に
取組を広げていきたい。

（3）「おためし地域おこし協力隊」の創設
地域おこし協力隊員になるには、典型的には、

募集案件の情報を一般社団法人移住・交流推進機
構（JOIN）のウェブサイト等を通じて入手し、

受入自治体とやり取りした上で、最終的には面接
を行って採用が決定されたのち、地域協力活動の
委嘱を受けることとなる。この際、面接よりも以
前に、実際に現地に行ってその空気を吸い、受入
自治体や地域の関係者とやり取りを行うことがで
きれば、応募者、受入自治体双方にとって有益で
ある。

このため、令和元年度に、「おためし地域おこし
協力隊」を創設した。これは、地域おこし協力隊
として活動する前に、一定の期間（ 2 泊 3 日以
上）、受入地域での地域協力活動を体験し、受入
地域、受入団体及び参加者との事前のマッチング
を図る仕組みである。この仕組みにより、受入地
域においては、行政任せにせず住民も主体的に隊
員を受け入れる機運が醸成されるとともに、参加
者に直接地域側の想いを伝えることが可能となる。

また、受入団体においては、新たな募集形態と
することができるほか、隊員の選考過程としても
活用することができる。さらに、参加者において
は、事前に受入地域や住民、地域協力活動の内容
をよりリアルに知ることができるほか、受入団体
及び受入地域との意思疎通が早い段階から図られ
ることで、着任後はスムーズに活動を開始でき
る。 1 団体あたり100万円を上限に、募集・PR経
費や体験プログラムに要する経費について特別交
付税措置を講じることとしている。

活用されている団体においては、多くは 2 泊～
4 泊程度であるが、中には10泊以上、数十泊とい
う団体もある。期間も含め柔軟に活用することが
可能であるため、各団体におかれては、積極的な
活用をお願いしたい。

4	 地域おこし協力隊の強化
以上述べてきたように、地域おこし協力隊の隊

員 数 は、 平 成21年 の89人 か ら 令 和 2 年 度 に は
5,500人を超えるまでに増加してきたところであ
るが、ここ数年は伸び悩んでいる。政府として

「令和 6 年度に8,000人」という目標を掲げてお
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り、この「伸び悩み」という課題に向けた対策を
打っていく必要があり、令和 3 年度より、以下の
とおり地域おこし協力隊の強化を行っているとこ
ろである（資料 3 ）。

（1）「地域おこし協力隊インターン」の創設
「おためし地域おこし協力隊」は、応募前に実

際に現地を訪れることのできる有益な仕組みであ
るが、 2 泊 3 日程度のプログラムを実施している
団体が多いこともあり、「隊員になった後の生活
をより具体的にイメージしたい」という声もあっ
た。そこで、日々、どこに住み、どのように通勤
し、どのような仕事をして、休日はどのように過
ごすか、といったことがイメージできるように、

「おためし」に留まらない、けれども、一足飛び
に本体の地域おこし協力隊となるわけでもない、
そうした仕組みとして、令和 3 年度、「地域おこ

し協力隊インターン」を創設した。
これは、 2 週間から 3 か月の間、実際の地域お

こし協力隊の行う活動に従事してもらう「インタ
ーンプログラム」を実施する受入自治体に対し、
そのプログラムの作成に要する経費について 1 団
体あたり100万円を、また、インターン参加者の
活動に要する経費について 1 人 1 日あたり1.2万
円をそれぞれ上限に、特別交付税措置を講ずるも
のである。

これで、「おためし」「インターン」「（本体の）
協力隊」という、いわばホップ・ステップ・ジャ
ンプの施策がそろうこととなった。「おためし」
や「インターン」により、地方への淡い関心を寄
せる方や地域おこし協力隊をあまり知らない方
に、協力隊というツールを通して、実際の「地方
での暮らし」を体験してもらうことが可能とな
り、ひいては関係人口の創出にもつなげていくこ

資料 3　地域おこし協力隊の強化
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とができると考えている。また、 2 週間から 3 か
月程度であれば、例えば大学のゼミ等の一環とし
て学生が参加し、単位取得も可能な仕組みとした
りすることも考えられる。各団体におかれては、
是非積極的な活用をお願いしたい。

（2）定住に向けた支援の強化
①定住後の住まい確保支援措置の創設

隊員の住居として、受入自治体が賃貸物件を用
意する場合があるが、任期終了後は当該物件から
退去する必要があり、定住にあたり適当な物件が
ないために住居の確保に苦労したという声があっ
た。そもそも賃貸物件すらないような集落で活動
する場合には、地域の空き家に入居し、隊員とし
ての活動の合間を縫って自ら手入れをして住居と
する必要があるが、これも中々の負担となる。そ
こで、令和 3 年度から、受入自治体が地域の空き
家を改修し、任期後の隊員の住居とする際、その
改修に要する経費に対して特別交付税措置を講ず
ることとした。

都市部から移住してくる隊員にとって、住居の
確保は大きな問題であり、こうした手当てを予め
しておくことで、応募に際しての心理的なハード
ルを少しでも下げることができるだけでなく、地域
における空き家の利活用も進むことが期待される。

②起業支援の対象期間の拡大
従前、特別交付税措置の対象とする「起業の期

間」について、隊員としての最終年次及び任期終
了後 1 年間としてきたが、コロナ禍により、起業の
ために必要な資格取得が遅れた等の要因で起業が
遅れてしまうという声が聞かれた。そこで、令和
3 年度に限ってではあるが、対象とする「起業の

期間」を、最終年次及び任期終了後 2 年間とした。

（3）海外在住者向けの地域要件緩和
JETプログラムの経験者をはじめとする外国人

や青年海外協力隊の経験者なども増えてきてい
る。令和元年度からは、JETプログラム修了者に
ついては、隊員として広く活躍できるよう、都市
地域からの転出という地域要件を緩和している。
また、これまで海外在住者に対しては地域要件が
定められておらず、協力隊員になるためには、一
度、日本国内の都市地域に住所を移す必要があっ
た。そこで、令和 3 年度から、海外在住者が直接
地域おこし協力隊に着任できるよう、地域要件の
緩和を行った。

5	 おわりに
地域で必要とされる支援はその時々で異なる。

「地域支援型」の隊員が必要な地域がある一方で、
特定の分野の活動を行う「ミッション型」の隊員
が必要な地域もある。各団体におかれては、自ら
の地域に必要な支援は何であるか、地域の方々や
現役隊員・隊員OB・OGを含めて改めてご検討を
お願いしたい。

政府として「令和 6 年度に8,000人」という目
標を掲げている。今後も隊員（応募者含む）、地
域、受入自治体それぞれにとってより良い制度と
なるように拡充・改善を重ねていけばこの目標を
達成することができると考えている。

総務省としても様々な状況に置かれた地方自治
体の現場目線を大切にしながら、引き続ききめ細
かな支援を心がけていきたい。

令和3年度 地域活性化ガイドブック 令和3年度 地域活性化ガイドブック20 PB



事例紹介

地域おこし協力隊と
共にあゆむ自治体

令和３年度 地域活性化ガイドブック



1	 青森県および弘前市の地域おこし
協力隊活用の歴史

地域おこし協力隊（以下「協力隊」という。）
制度が創設された2010年度の隊員数は全国で89
名、東北 6 県では秋田県、山形県の 2 自治体のみ
が受け入れていた。その後2012年度に青森県内 2
自治体で受入れが始まり、弘前市の受入れの始ま
りは2015年度からであった。

40市町村で構成される青森県の約半数の自治体
は協力隊制度の運用が未着手であり、全国的に見
ても隊員数は61名（2021年10月現在）と少なめ
で、導入歴も短い。全国の隊員数8,000名という
総務省の目標を考えると、青森県全体での取組が
課題となっている。

そうした中、青森県内のモデル的な自治体とも
言える弘前市は、2012年度から協力隊制度の運用
を検討していた。詳細は後述するが、その丁寧な
制度運用が認められ、2019年度に開催された「地
域おこし協力隊全国サミット」において、先進自
治体としてパネルディスカッションに登壇した。

2	 弘前大学という存在
協力隊制度を運用する全国の自治体のなかで、

弘前市は地元大学とのつながりが濃いことが特徴
である。市内には県内唯一の国立大学である弘前
大学があり、市は協力隊の導入に関し2012年の段
階から平井太郎准教授（現教授）を中心とした大
学との連携を進めていた。導入歴は浅いが、検討
段階を含めると既に10年近い歴史がある。私自身
も2015年度から助教として弘前大学に着任し、平
井氏との 2 名体制による市独自の協力隊アドバイ
ザー制度が現在も運用されている。

協力隊制度が13年目を迎える今、地方大学にお
いても本制度に関する研究の蓄積が進んでいると
思われ、今後は弘前市が取り組むような協力隊関
連の大学連携が全国的に進むことが期待される。

3	 現在の協力隊受入状況
2021年度現在、弘前市協力隊の設置状況は図 1

のとおりであり、計14名の隊員が活動している。
2015年の導入時から現在に至るまでの定住率は
70.6％と高水準を保っている。岩木地区、相馬地

弘前市は、独立峰・岩木山の麓に広大なリンゴ畑が広がり全国 1位のリンゴ生産を
誇る。リンゴをはじめ農業がとても盛んで、全国有数の農業県と言えよう。リンゴ以外
にも、弘前公園の桜や、夏の弘前ねぷたが市民の誇りとなっている。現在の弘前市の地
域おこし協力隊の隊員数は青森県内で最多であり、受入体制の充実度は県内外から注目
を集めている。本稿ではその体制を中心に紹介をする。

本州最果ての地 津軽で輝く受入体制
〜地域や近隣市町村を巻き込んだ体制構築〜

事例紹介1

青森県 
弘前市

�地域おこし協力隊サポートデスク専門相談員、
弘前圏域移住交流デザイナー、弘前市地域おこし協力隊アドバイザー 野口 拓郎
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図 1　弘前市協力隊の設置状況

図 2　地域配属型の受入体制
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区、東目屋地区での受入れは「地域配属の提案型
ミッション」いわゆる「地域配属型」であり、地
域の空き家に住みながら自らの強みを生かし、地
域課題に取り組むスタイルとなっている。

受入体制は図 2 のとおりであり、平井氏は全体
の総括や協力隊活動応援協議会のコーディネート
等を担う。私は隊員個人や担当者の後方支援、協
議会での事例紹介等を担う。ほかに、伝統工芸の
継承や、起業に特化した協力隊の活用を行ってい
るが、今回は地域配属型のケースを紹介していく。

4	 協力隊活動応援協議会が果たす役割
青森県の地域特性として専業農家が多いことか

ら、地域住民の「個」が強く、個人単位で地域課
題に取り組む傾向が強い印象がある。個人の動き
が活発で、地域運営組織の概念自体が生まれにく
い土壌があることが西日本と大きく違う部分だ
と、広島県で協力隊活動をしてきた私自身の実体
験から感じている。私も地域配属型の隊員とし
て、地域運営組織のサポートを受け活動してき
た。「地域の活性化」「集落機能の維持」といった
目標にベクトルが向いている地域運営組織は、協
力隊制度との親和性は高いと私は捉えている。そ
の意味で、地域運営組織の概念が薄い弘前市にお
いては、そのままでは地域配属型の隊員が孤立す
る可能性があると考えられた。

このような状況下、平井氏と弘前市が主導し

て、2012年に協力隊をサポートすることを主眼と
する協力隊活動応援協議会（以下「協議会」とい
う。）が各地区に設置された。

私が2015年に弘前市に移住し、その体制に初め
て触れた時、地域運営組織に近い体制に見えたこ
とを今でも鮮明に覚えている。地域運営組織にな
じみが薄い地域において、このようなサポート体
制を敷かれた平井氏の功績は大きい。

全国的に協力隊はIターンの割合が高く、弘前
市も例外ではない。地域の右も左も分からないI
ターン隊員にとって、地域事情に精通した住民で
構成される協議会の存在は大きい。Uターン隊員
にとっても、自身の持つ人脈にプラスする形で協
議会の存在があることは心強いはずで、県内の他
市町村の協力隊から弘前市の体制を羨む声を何度
も耳にした。

隊員のやりたいことだけを追求すれば、地域と
の距離が開き、結果として隊員の地域からの孤立
が進んでしまう。しかし、弘前市の場合この協議
会のおかげもあって協力隊と地域の距離が近く、
各隊員の活動も地に足が着いた印象を受ける。

実際の協議会の会合の様子は写真 1 のとおり
で、地域から選ばれた会長と平井氏の進行によっ
て会は進められていく。

5	 弘前市主導による協力隊向けの空
き家確保

全国的に見れば、協力隊の住居には空き家を活
用するケースが多く、私自身も隊員時代は地域に
用意された空き家に住んでいた。しかし、県全体
が豪雪地帯で、特に風雪が厳しい津軽地方に位置
する弘前市では、空き家の劣化が早く、雪の重み
で潰れることもある。地域配属型の協力隊を受け
入れている市郊外のエリアでは、空き家バンクへ
の登録もあまり進んでいない。かといって民間が
管理するアパートなども乏しく、協力隊の受入れ
に際して空き家の確保が課題となっている。

弘前市では、企画課や支所など担当課が主導し写真 1　協力隊活動応援協議会
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て協力隊向けの空き家確保に動いている（図 3 参
照）。ここで強調しておきたい点は、担当課とキー
パーソンとの関係構築により空き家確保を可能に
していることである。昨今、全国や県単位での担
当職員向け研修において、担当課と地域との距離
感の広がりを心配する声が講師やアドバイザーか
らあがっており、私自身もその点を懸念している。
そうした課題が全国的に出るなかで、弘前市の担
当課が地域に向き合う姿勢は素晴らしいと感じる。

6	 弘前市地域おこし協力隊アドバイ
ザー制度

2021年度現在、弘前市は市独自の協力隊アドバ
イザー制度を運用しており、平井氏と私が登録さ
れて協力隊制度運用の後方支援を担っている。財
源は協力隊の募集にかかる経費で賄われている。
平井氏の主な役割は前述したとおりであるので、
ここでは私の役割に触れていく。

私の主な役割は「トラブルの予防や早期対処」
である。協力隊サポートの仕事を始めて 7 年目と

なるが、これまで培った経験則からトラブルの芽
を早めに摘むことを日頃から心掛けている。その
芽が確認され次第、企画課と共有することで、早
期での対応が可能となっている。私と企画課の二
人三脚が上手くいく背景には、私が弘前圏域 8 市
町村（以下「弘前圏域」という。）の移住定住促
進に向けた業務を受託しており、週一回は必ずそ
の事務局である企画課に出勤していることが挙げ
られる。結果として綿密な情報共有や連携が可能
となっている。受入体制整備から、参考事例の収
集、隊員の募集、着任後のフォローまで様々なフ
ェーズで企画課と意見交換を重ね、トラブルの芽
を早めに摘んでいる。

トラブル予防の一事例として是非とも紹介した
い取組がある。それは着任直後研修である。市の
担当者にも同席していただき、地域との協働の事
例や、様々なトラブルの発生プロセスなどをレク
チャーする。特に隊員と担当者との関係悪化に伴
うトラブルは全国的にも多いため、それを未然に
防ぐための話は手厚くしている。

全国的に初任者研修は開かれてきているが、そ

図 3　空き家確保までの流れ
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のほとんどが年一回の開催であり、それでは着任
して11 ヶ月目にようやく初任者研修を受ける隊
員も出てくる。私は年一回では足りないと感じて
いる。この着任直後研修は「トラブルへのワクチ
ン効果」があると考えており、仮にトラブルに発
展しても重症化を防ぐ役割が期待される。この研
修は弘前市以外でも様々な自治体で実施し、一定
の効果を感じているところである。その効果を引
き出すためにも、着任直後のタイミングでの「ワ
クチン接種」が望まれる。

7	 弘前圏域8市町村による協力隊サ
ポート体制

前述したとおり、私は弘前圏域の移住定住促進
に向けた業務委託を受けている。弘前圏域では全
体の移住者に占める協力隊の割合が高いことか
ら、協力隊の受入体制整備や募集にかかる取組
は、移住促進に直結する（※ 1 ）。 実際に私自身
も2019年度より弘前圏域での協力隊に関するサポ
ート活動を展開している。
※ 1 　弘前圏域はじめ青森県では、いわゆる「田園回帰
現象」はさほど起きておらず、移住者の数も西日本と比べ
かなり少ない状況となっている。その要因としては出稼ぎ
の歴史が物語る厳しい冬や、仕事の不足などが挙げられ
るが、はっきりした要因はまだ明らかにはなっていない。

その取組において不可欠な存在なのが、圏域事
業の事務局を務める弘前市企画課である。弘前市
が蓄積してきたノウハウを近隣 7 市町村と共有す

る動きは、過去何度も行われてきた。全国の先進
事例も参考にはなるのだが、独特な地域事情を抱
える青森県にとって、近隣市町村の事例こそ一番
の参考となる。その意味で弘前圏域においては弘
前市がリーダー的役割を果たしている。とは言え
時には弘前市が近隣市町村の事例を学ぶこともあ
り、決して弘前市依存型の体制ではない。実際、
おためし地域おこし協力隊の制度活用においては
隣町の大鰐町が先進的な取組を進めており（写真
2 ）、また、全隊員が一丸となって活動を展開す
るという点で藤崎町は素晴らしい取組を行ってい
る。今では自治体の枠を超えての現役隊員や
OB・OGの活動が圏域内で多く見られるようにな
った（※ 2 ）。
※ 2 　大鰐町でのおためし地域おこし協力隊の体制整備
においては、弘前市協力隊OBがアドバイザーを務めて
おり、藤崎町の場合では隣接自治体の平川市協力隊OB
がサポート役で活躍した例がある。

弘前圏域では、年 1 回のペースで圏域全体での
協力隊および担当者の交流の機会を設けている。
東北地方は県の面積が広大なため、圏域単位での
そのような機会を設けることが必要であり、その
先進事例として山形県庄内エリアの取組が挙げら
れる。圏域という単位は経済圏を表すものでもあ
り、隊員の公私ともに共通する課題が多くなるこ
とから相互交流のメリットは大きい。青森県の場
合、東北地方の中でも新型コロナウイルス感染症
拡大の影響を大きく受けたが、圏域単位での開催
ということで参加者数を県全体より絞ったことか
ら、2020年度、2021年度とも対面での開催を実現
することができた。

8	 次世代の担い手育成に向けて
最後は余談的となるが、次世代の協力隊担当者

の育成について触れておきたい。私自身、協力隊
時代を過ごしたのは広島県であり、定住していない
協力隊OBである。ではなぜ青森県に移住を決めた
のかというと、その一番の理由は、大学での教育写真 2　弘前市と大鰐町による意見交換
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ませることが多い仕事だと思う。しかし、この業
務にやりがいを見出す職員が多いのも事実である。

先日、弘前市の担当者にゲストスピーカーとして
登壇いただいたが、その講義のレポートを読む限り
かなりの教育効果が感じられた（写真 3 ）。現役の
協力隊やOB・OGが大学の講義にゲスト参加するこ
とは全国各地で行われていると思うが、今後は是非
とも担当者の方々にも学生との交流機会を持って欲
しいと願う。公務員を志す学生に一番刺激を与えら
れる存在は、現役の職員の方々だと信じている。

に関われることであった。次世代の育成が一番の
関心事であり、実際に協力隊時代の主な取組は地
域の新たな担い手の発掘や育成であった（※ 3 ）。
※ 3 　当時の活動については「地域おこし協力隊 日本を元
気にする60人の挑戦」（学芸出版社）を参照いただきたい。

私の授業には多くの地方公務員志望者がおり、
その多くが弘前市を中心とした青森県、そして東
北・北海道の出身者である。将来、受講生が協力
隊担当者になる可能性もあるだろう。協力隊の担
当業務は答えのない問題が次々と発生し、頭を悩

人　口 167,534人（令和 3年 4月末現在）

面　積 524.20㎢

連絡先 	弘前市企画部企画課 人口減少対策担当
	 TEL	 0172-40-7121

青森県弘前市 地域の概要

写真 3　弘前市の担当者による弘前大学での講演
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1	 四万十町の概要
平成18年 3 月20日に旧窪川町、旧大正町、旧十

和村が合併して誕生した四万十町は、「日本最後
の清流」といわれる四万十川の中流域に位置し、
東南部は土佐湾に面している。町域は東西約43.7
㎞、南北26.5㎞、総面積642.28㎢であり、そのう
ち林野が約87％を占めている。

集落の多くは、四万十川とその支流の河川沿い
や台地部にあり、一部は土佐湾に面した海岸部に
ある。町域の東部に位置する窪川地域は標高230
ｍの高南台地にあり、約2,000haの農地が広がっ
ている。中部の大正地域、西部の十和地域は面積
のほとんどを山林が占めており、平地は四万十川
と梼原川沿いに点在している。

古くから農林水産業を中心として発展してきた
四万十町だが、平成27年の国勢調査によると産業
別就業者数（15歳以上）は、第一次産業が2,878
人（31.8％）、第二次産業が1,465人（16.2％）、第
三次産業が4,669人（51.6％）である。農業面で
は、生産量日本一のショウガやお米日本一コンテ
ストで特別最高金賞を受賞した仁井田米をはじ
め、ミョウガ、ニラ、ピーマンなど、また、水産

業では四万十川流域でアユやウナギ、テナガエビ
などが代表的産物である。

2	 四万十町のまちづくり
町では、四万十町まちづくり基本条例のもと、

「山・川・海 自然が 人が元気です 四万十町」を
まちの将来像とする第 2 次総合振興計画に基づ
き、総合的かつ計画的なまちづくりを推進してい
る。社会経済情勢や自然環境の大きな変化や、地
方分権社会の進展に伴い、町の責任と役割は一層
高まっていることから、町民と行政がまちの課題
や将来像を共有し、協力して取り組んでいくこと
が重要な課題となっている。

本計画は、基本構想・基本計画の 2 つの柱で構
成され、四万十町が目指す「まちの姿」を描くと
ともに、その実現のための基本方針を定めたもの
であり、計画期間は、基本構想が平成29年度から
の10年間、基本計画が前期と後期の各 5 年間とな
っている。

四万十町の現状や課題等を踏まえ、まちの将来
像を実現していくための方針を 3 つの視点からま
とめ、それぞれの基本方針に基づく政策目標の実

平成16年に旧十和村役場に入庁した私は、平成18年の市町村合併を経て、令和 3
年 3月末に四万十町役場を退職した。18年の職員生活では防災や国民健康保険、公営
住宅等を担当したが、退職までの最後の 8年間は地域おこし協力隊業務の担当として、
計59名の隊員を受け入れながら、共に地域活動を行っていた。
本稿は、四万十町の概要とともに、私が地域おこし協力隊と共に歩んだ 8年間を執
筆する。

地域おこし協力隊からつながる地域の未来
〜地域おこし協力隊と歩んだ 8 年間〜

事例紹介2

高知県 
四万十町

STS Inc. 代表取締役／元四万十町役場 高瀬 直史
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現に向けたまちづくりを進めている。

3	 地域おこし協力隊制度の活用につ
いて

（1）取組の背景
日本の人口は、2008年の 1 億2,808万人をピー

クに減少傾向が続いており、国立社会保障人口問
題研究所によると、2048年には 1 億人を割り
9,913万人となり、2060年には8,674万人まで減少
すると推計されている。

中山間部に位置する四万十町においても、全国
的な傾向にもれず少子高齢化が年々進み、人口減
少は避けられないものとなっている。

平成18年 3 月の合併時における四万十町の人口

は21,226人だったが、平成27年には17,325人まで
減少しており、また、20代と30代の女性の人口は、
平成20年の1,295人から平成27年の1,003人と年々
減少している。四万十町の合計特殊出生率は1.68
と全国平均より高いものの、若年女性数の減少に
伴い出生数も減少傾向にある。

このような状況を受け、四万十町では平成23年
度より移住定住促進を町の重要施策として位置付
けるとともに、平成24年度からは地域おこし協力
隊（以下「協力隊」という。）制度の活用をその
柱として取組を進めてきた。

（2）導入実績
協力隊制度導入の目的としては、「少子高齢化

の進行が著しい」「コミュニティの維持が困難」

第 2次四万十町総合振興計画
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「地域資源の有効な活用」といった課題を外部人
材の導入により解決しようというものであった。

平成24年度に 1 期生を迎えるにあたり、全国募
集を行った結果、募集人数 2 名に対し 7 名の応募
があり四万十町での協力隊の活用が始まった。

導入当初は、役場内でも活用方法がわからず手
探り状態でのスタートとなったが、1 期生の熱意、
そして何より受け入れてくれた地域住民の温かさ
により期待以上の成果が上がり、協力隊制度は 1
年目で町民に広く知れ渡った。

振り返ってみると、このスタートがあったから
こそ今日まで途切れることなく協力隊を受け入れ
ることができた。

その後も四万十町では隊員を毎年受け入れ、こ
れまでの応募総数は162名、着任した隊員は59名
に上る。着任した隊員の数は高知県内でも 2 番目
に多く、全国有数の人数を受け入れていることも
あり、全国の自治体から多くの関係者が視察に訪
れるようになった。応募者が多い理由は、「四万
十」というネームバリューによる面もあるが、隊
員自らが開設したホームページやSNSでそれぞれ
の活動を発信することにより、活動内容が可視化
されていたことも大きな理由に挙げられる。

着任した隊員のミッションについては、当初は
地域づくりがそのほとんどを占めていたが、ミッ

ションの内容も年々多様化しており、現町長が就
任した平成27年度以降は子どもたちの活動に関す
るミッションや、伝統技能継承など、四万十町独
自の取組も増えてきた。

（3）四万十町独自の工夫
①募集内容を段階的に協議

四万十町では、隊員を募集するにあたり、各課
の課長で構成する課長会において導入したい部署
を募集している。課長は課内で協議しそれぞれが
抱える課題を解決するために、協力隊の導入を検
討し募集担当課に報告をすることとなっているが、
募集ミッションが単なる「お手伝い」的なものに
ついては募集を却下している。このようにミッシ
ョン内容を段階的に協議することによって、各課
にも地域おこし協力隊の存在が共有され、着任し
た隊員が活動しやすい環境が整備されてきた。

②移住相談会等のリアルイベントを積極的に活用
四万十町では募集経費の交付税措置の上限200

万円を有効活用するとともに、首都圏で開催され
る移住相談会等のリアルイベントに積極的に参加
することにより、協力隊希望者と会う回数をでき
るだけ増やしながら応募者の確保に努め、優秀な
人材については採用を前提に話をできるよう、担

四万十町人口ビジョン
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四万十町の協力隊受入状況

年　度 採用
人数 前住所 業務内容

平成24年度 
（応募者 7名） 2名

埼玉 奥四万十を主体とした大正地域の
振興

東京 十和地域の振興に向けた集落サポ
ート活動

平成25年度 
（応募者10名）3名

東京 窪川地域「台地部及び山間部」の
地域づくり

埼玉 窪川地域「志和地区」の地域づくり

大阪 十和地域の農産物等の産直活動の
推進

平成26年度 
（応募者13名）3名

神奈川 窪川地域「野地・家地川地区」の地域づくり

岡山 大正地域の交流人口拡大を主体と
した地域づくり

神奈川 十和地域「むらの鍛冶屋さん」技術伝承

平成27年度 
（応募者38名）8名

東京 仁井田地区の地域づくり

東京 町内を循環する観光の仕組みづくり

和歌山 一次産業を中心とした地域産業継承・新モデルづくり

福岡 「海洋堂ホビー館」を軸にした地域づくり

熊本 奥四万十を主体とした大正地域の
振興

高知 商店街の活性化

千葉 一次産業を中心とした地域産業継
承・新モデルづくり

静岡 一次産業を中心とした地域産業継
承・新モデルづくり

平成28年度 
（応募者28名）10名

東京 サッカーを通じた子どもの育成

香川 太平洋に面した沿岸地域の観光振興

埼玉 移住定住支援業務

東京 四万十川の畔の炭焼き職人見習い

神奈川 移住定住支援業務

高知 四万十町の魅力発信

東京 高校魅力化支援

兵庫 高校魅力化支援

神奈川 高校魅力化支援

東京 高校魅力化支援

平成29年度 
（応募者21名）9名

高知 サッカーを通じた子どもの育成

千葉 野地・家地川地区の地域づくり

広島 特用林産物の振興

大阪 大正奥四万十地域を主体とした大
正地域の振興

年　度 採用
人数 前住所 業務内容

平成29年度 
（応募者21名）9名

大分 大正商店街のにぎわいづくり

愛媛 特用林産物の振興

東京 商店街を中心とした市街地の活性
化に向けた仕組みづくり

大阪 道の駅「四万十大正」の運営サポ
ート

愛媛 松葉川温泉を中心とした観光振興

平成30年度
（応募者 9名） 5名

東京 太平洋に面した沿岸地域の観光振
興

福岡 椎茸生産の振興

和歌山 椎茸生産の振興

東京 「海洋堂ホビー館」を軸にした地域づくり

東京 移住定住支援業務

令和元年度 
（応募者14名）7名

大阪 四万十町の魅力発信業務

高知 サッカーを通じた子どもの育成

愛知 太平洋に面する沿岸地域の観光振興

愛知 道の駅「四万十大正」の運営サポ
ート

神奈川 山間地における高収益作物の振興

東京 四万十町の魅力発信業務

愛媛 山間地における高収益作物の振興

令和 2年度 
（応募者18名）11名

東京 野地・家地川地区の地域づくり

新潟 四万十の風土を活かした農業の展
開

埼玉 商業の振興とベーカリーショップ
の開業

東京 商店街を中心とした市街地の活性
化に向けた仕組みづくり

宮城 アクティビティ観光の発展支援

京都 四万十町の特産品開発

大阪 四万十の風土を活かした農業の展開

東京 四万十川の川遊びインストラクタ
ーと観光振興

兵庫 商店街を中心とした市街地の活性
化に向けた仕組みづくり

神奈川 大正商店街のにぎわいづくり

埼玉 仁井田・影野地区の地域づくり

令和 3年度 
（応募者 4名） 1名 東京 十和地区の地域振興
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当職員に一定の採用権限を与えている。
そして、採用試験は 1 泊 2 日で行うことによ

り、面接の短い時間では把握することが困難な応
募者の特性を知り思いをしっかりと聞くことで、
ミスマッチが起きないように取り組んでいる。

③ 1対 1のマネジメント
四万十町では多くの隊員を採用しているが、隊

員一人ひとりに担当の職員を配置してマネジメン
ト業務を行っている。令和元年度までは、本庁と
各地域振興局に各 1 名の担当職員を配置していた
ので、協力隊事務所を置き、そこで隊員たちは自
由に活動を行っていたが、自由度が高すぎるが故
に目標管理や各課職員との関係性を築くことが難
しくなっていた。そのため、同事務所を令和元年
度末で廃止し、令和 2 年度以降、隊員 1 名に対し
関係する任務の担当職員 1 名を本庁に配置するこ
とにした。その結果、より近い立場でマネジメント
ができるようになり、住民と隊員との橋渡しもスム
ーズにできるようになった。担当職員の意識や考
え方で協力隊それぞれのマネジメント方法が異な
ることがあるため、各課の担当職員間で定例会を
開催して方向性のすり合わせをしている。

また、着任した隊員にはミッションを明確に伝
えるとともに、活動に必要な経費は柔軟に予算化
するなど活動が充実したものとなるよう心掛けて
いる。

そして、定住に向けた活動の支援として起業補
助金の活用はもちろんのこと、企業への就職を希
望する隊員がいた場合は、一緒にその企業に出向
くなど、町内に残ってもらえるよう取り組んでいる。

（4）活動内容
協力隊の活動内容は多岐にわたる。制度活用当

初は地域づくりのミッションが多く、地域イベン
トの企画・実行や地域団体の事務局、会議の運営
を行ってきた。こうした実態をふまえ、協力隊は

「人的補助要員」ではないことを地域住民に伝え
て、あくまでも地域住民が主体となった地域づく

りを行っている地域にのみ協力隊を配置するよう
にしてきた。

また、観光振興・魅力発信業務では、町民では
気づかない四万十町の魅力を発掘し、新しいイベ
ントを企画することにより四万十町の可能性を広
げている。その取組の一つが、フリーペーパー

「りぐらんと」の発行である。このフリーペーパ
ーは、平成25年度に着任した隊員が、活動を通し
て発見した四万十町の自然や、町民の生き生きと
した姿をより多くの人々に知ってもらいたいとい
う思いで始めた取組であり、年 3 回発行してい
る。「りぐらんと」は町内の小中高等学校に配布
されており、子どもたちに四万十町の魅力を知っ
てもらうことで郷土愛を育んでもらいたいという
隊員の強い思いが込められている。

平成25年度から途切れず続くこの取組は、四万
十町の協力隊の伝統となり、先輩たちの思いが引
き継がれる特徴ある取組となっている。

ほかにも、伝統技術承継に協力隊を導入するな
ど、地域の課題である担い手不足解消のために制
度を活用している。

（5）協力隊導入の効果
これまで、協力隊の任務終了後に定住した者は

20名おり、現在活動している隊員とその家族を含
めると、63名の人口増加につながっている。

また、隊員が地域づくりや地域活動に積極的に
参加していることもあり、地域の高齢化、担い手
不足により中止となっていた祭りが復活するな
ど、協力隊の存在は地域力向上に寄与している。
そして、隊員が活動を発信することにより、四万
十町の知名度も向上した。その結果、近年におい
ては移住者が増加し、平成29年以降も毎年100名
を大きく超える人たちが移住してきている。ま
た、平成28年には合併後初の転入超過を達成し
た。

さまざまな事情により定住には至らなかった元
隊員に対しても、町外から四万十町の関係人口と
して関わりを持ち続けてくれている元隊員は多
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民と出会うきっかけとなり、町民が抱える四万十
町の課題を把握することができた。その課題解決
のための効果的な施策は何なのか、町民の幸せの
ためにやるべきことは何なのか、協力隊はこうし
た多くの学びや気づきを与えてくれた。

そして何より「外部人材との関わりの重要性」
を学ぶことができたことは、今の私の歩みに大き
な影響を与えた。

これからは、これまで以上に全国各地で協力隊
を活用する自治体が増えてくることが予想され
る。協力隊は人生を賭けて皆さんの自治体に着任
するので、目的や受入体制をしっかりと整備し、
隊員の活動がそれぞれの町の発展につながること
を切に願う。

い。都内でイベントを行う際は手伝ってくれた
り、積極的に情報発信をしてくれたりするなど、
四万十町の応援団が全国各地に広がった。任期中
に良好な関係を築き、卒業した後も連絡を密にと
るなど関係を絶やさないように努めていたからこ
その成果だと感じている。

4	 おわりに
協力隊の担当となった平成25年 4 月当時の私

は、外部人材との関わりはもちろんのこと、情報
発信やプロモーションの重要性を理解していなか
った。

しかし、多くの隊員と関わることが、多くの町

人　口 16,300人（令和 3年 4月末現在）

面　積 642.28㎢

連絡先 	四万十町役場にぎわい創出課
	 TEL	 0880-22-3281

高知県四万十町 地域の概要

四万十町の移住実績と転出入状況
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－協力隊制度を導入した経緯を教えてください。
首藤：私は地域おこし協力隊（以下「協力隊」と
いう。）が制度化された平成21年に竹田市長に就
任し、翌年初めて隊員を 1 名採用しました。非常
に優秀な方が来てくださり、農村で地域の方々と
交流しながら農業振興に一生懸命取り組んでくれ
ました。開始当時、私はまだ協力隊制度の意義を
十分に認識していなかったのですが、調べていく
うちに、この制度を活用できるかどうかは自治体
の力量によると理解しました。なぜなら、竹田市
が古くから採用している国際交流員制度とよく似
ていたからです。

時代は遡りますが、私は役場職員時代から「世
界に通じる個性的な温泉地づくり」のビジョンを
掲げ、ドイツとの温泉文化を通じた交流を行って
きました。そこで一般財団法人自治体国際化協会
の国際交流員制度をいち早く取り入れ、ドイツの
方に国際交流のコーディネーターをしていただい
ています。導入時は大分県内で注目され、「その
ような便利な制度があるならうちでも使いたい」
と近隣町村が次々と導入しました。しかし、自治
体の国際化をどう図ろうとしているのかという構
想が全くないまま導入したため、交流員との間に
意識のずれが生じ、任期中に帰国してしまうな
ど、失敗に終わってしまったところも少なくあり
ませんでした。

協力隊制度はこれと同じで、自治体がビジョン
を持っていないと活用できません。逆に、ここで
どのような地域おこしをしてほしいかを明確にし
たら、たくさんの人が手を挙げて、竹田市を目指
してくれるだろうと考えました。竹田市は 1 市 3
町が合併して誕生した市で、それぞれの地域に個
性があってポテンシャルは高いですが、眠ってい
る魅力も多く、外部の人々にこの魅力を目覚めさ
せる力添えをしてほしかったのです。こうして竹
田市では平成26 年から本格的に隊員を採用する

大分県竹田市は、全国初の「農村回帰宣言市」を標ぼうし、移住・定住施策に力を入
れている。その一環で、令和 3年までに全国最多規模である97名の地域おこし協力隊
員を受け入れ、移住者の力をまちづくりに取り入れてきた。任期中に地域おこし協力隊
制度を導入し、多くの移住者のチャレンジを支援してきた竹田市前市長・首藤勝次氏と
地域おこし協力隊担当者に、協力隊に対する首長としての思いや、受入体制づくりのポ
イントを伺った。

全国最多規模の隊員数を誇る竹田市の取組
～人間磁場の形成～

事例紹介3／インタビュー

大分県 
竹田市

竹田市前市長

首藤 勝次 氏
大分県直入町長湯生まれ。長
湯温泉『大丸旅館』の 5 代目経
営者。観光庁選定の観光カリ
スマ。県外大学へ進学後、直

入町役場に就職。広報・国際交流、文化振興など
に取り組んだ。温泉療養文化館「御前湯」初代館長
に就任。約25年間勤めた役場を退職後、平成14年
大分県議会議員に当選。平成21年竹田市長に就任
し、 3 期連続務め、令和 3 年 4 月に退任。
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ことになりました。初年度は18名、令和 3 年まで
に97名を採用し、定住率も67％を誇り、多くの移
住者が竹田市で活躍をしています。

－「自治体のビジョン」が重要なのですね。
首藤：私が人生の理念としてずっと持ち続けてい
るキーワードがあります。それは「目標がなけれ
ばチャンスが見えない、ビジョンがなければ決断
ができない」というものです。これは人生におい
てもそうだし、地域づくりにしても、市政の首長
としても大事にしている言葉です。協力隊に応募
してくる人たちは目標がしっかりしていて、自分
がどんな地域に住んで何をやりたいのかというこ
とが明確な人が多いです。具体的な目標を持って
いるからチャンスが見え、ビジョンがあるから移
住の決断ができます。「竹田に行こう、住もう」
という決断は、自分のビジョンもまちのビジョン
も明確に分かっていて、双方がそこを確認できる
からこそできるものです。だから、自治体として
もまちのビジョンをしっかりもち、説明できなく
てはいけません。目標とビジョンは、採用側と応
募側という当事者たちが共通してもっておかない
と、マッチングは上手くいかないと思います。

－�多くの方が応募や相談に来ていますが、募集時
に工夫していたことはありますか？

首藤：ビジョンを明確にすることももちろんです
が、その情報発信をきちんと行いました。今では
珍しくないですが、開始当時から竹田市は東京や
大阪の会場に出張して移住相談に乗り、隊員の勧
誘をしていました。都市の人たちが直接竹田市ま
で来なくても相談ができるというチャンスを作っ
たのは大きかったですね。また、小さな成功事
例、成功体験を皆さんに紹介したことも良かった
のだと思います。担当職員が空き家の紹介や、こ
うしたら住めますよ、こういう制度がありますよ
とアドバイスしてくれますが、それに加えて、成
功事例も紹介してくれていました。すると、「竹
田市ではそんなことできるんだ」という事例が目

に見え、「私はこういうことに挑戦してみたい」と
いう多様性が生まれてきました。

－�竹田市は採用人数が多いにもかかわらず、定住
率は67％に達しています。なぜ多くの定住に
つながったと思いますか？

担当者：行政と移住者、行政と協力隊だけではな
く、そのまわりにはたくさんの関係者がいます。地
域の協力者や先輩の移住者、協力隊OB・OGなど
の関係が良好でないと活動がうまく地域に浸透で
きませんし、情報を効果的に発信できません。行
政としては、このつなぎ役を重点的に行いました。

また、年に 1 回隊員と市長との一対一の面談の
時間を設けています。自分の現在の活動を行政の
トップに自分の言葉で話せて、活動を知ってもら
えるというのは非常に励みになるようで、一番良
かったなと思っています。なにしろすごい人数で
すから、首藤前市長は朝から晩まで面談でトイレ
に行く暇もないという状況でした。これだけ多く
の隊員がいるなかで、首長がここまで熱心に隊員
一人ひとりの声に耳を傾け、その活動を把握して
いる自治体は珍しいのではないかと思います。
首藤：竹田市は 1 年に 1 回、住民向けの隊員の成
果報告会も開催しています。一生懸命活動してい
るのに、その活動が知られず「 3 年間制度を利用
して遊んでいる」という話になったら申し訳ない
ですから。情報発信は非常に重要だと考えてい
て、こうした機会に住民に理解をしてもらい、住
民との接点づくりが上手くいけば、地域の意識が
高まっていき、活動がしやすくなりますね。こう
して人材確保の重要性を地域の人たちに理解して
もらっていくと、いわゆる新顔であっても、「才
能が認められている人が来た」といって受け入れ
やすくなります。こうして最初から認めてもらう
ことは本人にも非常にいい力を与えますね。

－�協力隊制度を導入してよかったというエピソー
ドはありますか？

首藤：「畜産ヘルパー」といって、畜産農家が休
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みを取りたいときに代わって作業をする人を協力
隊員として採用してうれしかったことがあります。
地域住民から私に直接「畜産ヘルパーを募集して
もらえませんか」という話がありました。当初、
都会から畜産をやりたいなんて人が来るのだろう
かと不安だったけれど、希望者が 3 人も来てくれ
ました。さらに、これがまたうれしいことに、彼
らは 3 年間のヘルパーの経験を生かして畜産農家
になって定住したいという目標を掲げていました。
これは素晴らしいことだと、地域みんなで大切に
育て、今では立派な畜産農家として20～30頭の牛
を飼っている人もいます。高齢化で後継者がいな
いことが課題である畜産業を復活させていこうと
いう政策と協力隊がリンクした出来事でした。
担当者：畜産ヘルパーが 1 番定住率が高いです。
行政もちゃんとケアをしていますが、何より畜産
農家さんが本当の親子のように可愛いがって面倒
を見てくれるので、それが定住の大きな決め手に
なっていると思います。
首藤：もうひとつ、竹田市は平成24年度の九州北
部豪雨で竹田市文化会館が水没してしまいまし
た。そこで平成30年に同じ場所に竹田市総合文化
ホール・グランツたけたを建設しました。竹田市
は滝廉太郎作曲の「荒城の月」の舞台であること
にちなみ、「音楽のまちづくり」をずっと提唱し
ていましたが、具体的な事業に結びついていませ
んでした。そのような中、復活したホールは外観
も音響も素晴らしく、ここが音楽家たちの活動の
場となればこのハードは生きる、と構想していた
ところ、コントラバス奏者の方が協力隊に応募し
てきてくれました。彼は人脈もあり、経験も多

く、県内初のプロオーケストラを結成し、彼が小
中学校でアウトリーチの活動をしたり、農村の桜
の下に出かけていってコンサートをしたりと、ま
さに音楽のまちづくりの実践者になってくれまし
た。これほどうれしいことはないと思いました。

－�竹田市にはなぜ多くのアーティストが移住して
いるのでしょうか。

首藤：アーティストたちの移住・定住がうまくい
ったのは、移住者や協力隊の力で、人が人を呼ぶ

「人間磁場」が形成されてきたからです。竹田市
は古くから竹の質がよく、竹工芸が盛んでした
が、近年は継ぎ手もおらず衰退の一途をたどって
いました。そこで優秀な竹工芸の作家を探して竹
田市にお招きしたところ、積極的に活動をしてく
れて、竹田市の竹工芸がみるみる注目されていき
ました。彼と一緒に仕事がしたい、といって協力
隊として竹工芸を生業とする方も移住してきて、
彼を核として素晴らしい人がどんどん集まってく
るようになりました。文化や工芸を最初から育て
上げるということは簡単なことではないけれど、
経験値を積んで、行動力があり・自活できる能力
を持った方々が移住すると、一夜にしてその文化
が花開くのですよね。まさに竹田市は人間磁場が
渦巻く場所となったのです。
担当者：何十人、何百人移住者が来たから大きな
成果が生まれる訳ではなく、何か 1 つの可能性が
種としてまかれれば地域が変わるというのを実感
しています。しかし、「自然が豊かでいいところ
ですよ」では人は来てくれません。行政側も、ま
ちのビジョンを明確に伝えて「ここにはこういう
人材が必要です。是非来てください」と引っ張っ
てくることが重要だと分かりました。
首藤：ポイントは「企画のかけ算」を行うことで
す。ただ人を呼んでくるのではなく、それが次に
何を生むかという発想があれば、呼ぶほうも来る
ほうもその後のビジョンが描きやすくなります。

例えば、竹田市は岡城の城下町でしたが、空き
家や空き店舗も多く、衰退が進んでいたことか地域の小学生を対象とした竹工芸体験の様子
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ら、私は「城下町の再生」に取り組みました。城
下町は昔から多くの文化的な技術や知識の集積地
であったという歴史を生かし、この空き家に染色
家や革職人などの隊員たちに住んでもらうことに
しました。寂しかった城下町に新しくアーティス
トの工房や店舗ができ、にぎわいが生まれていき
ました。このように、行政側がビジョンをしっか
り持ち、素晴らしい人材がまちづくりにどういう
接点を持つかを考えることで、まちづくりと個人
の活動が掛け合わさり、より発展的な効果が生ま
れます。
担当者：何もないところにアーティストを呼んで
も、その後の定住はかなり難しいと思います。担
当者としては、実際に移住して生業として成功を
収めている先輩アーティストとうまくつなげるよ
う働きかけました。また、隊員の要望を受けて、
新たな関係を築ければとトップが自ら市内外から
人を連れてきてくれることもありました。
首藤：隊員には積極的に声掛けをしていまして、
悩んでいるな、壁に当たっているなと感じたとき
には呼び出してフォローをしてきました。隊員の
皆さんは自分の目標とビジョンが明確で素晴らし
い発想を持っている方が多いですが、経験値が低
かったり、世の中の動向が見えていなかったりす
ることもあります。そこで、時には「もう少し実
力をつけないと難しいのではないか」と苦言を呈
します。また、移住定住の覚悟が決まっていない
人たちに向けても、「竹田のまちの可能性という

のは大きいよ。ここでやってみたらどう」などと
背中を押してあげることもあります。

－�最後に、受入側の職員に対してアドバイスをお
願いします。

首藤：首長の力だけではどうにかなるものではな
く、日常的にはやはり実務にあたる担当者の力と
熱意が重要です。担当者は地域を良くしようとい
う思いをもち、地域や住民のことを知っておかな
いと来てくれた人にアドバイスはできません。こ
こがひとつ移住定住を決断するかしないかの分か
れ道だと思います。私は「自治体の自立」に必要
なのは地域力・人間力・行政力だとよく話しま
す。最初に戻りますが、自分たちのアイデンティ
ティをしっかりともった自治体であれば、目指す
方向が明確なので、協力隊員たちも活動がしやす
いと思います。目標とビジョンを明確にし、皆で
一緒になってまちづくりに取り組んでください。

陶芸体験の様子

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
飯野 直美（山梨県富士吉田市から派遣）

人　口 20,702人（令和 3年 4月末現在）

面　積 477.7㎢

連絡先 	竹田市 企画情報課 総合政策室
	 TEL	 0974-63-4801

大分県竹田市 地域の概要
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1	 はじめに
長万部町は北海道南部渡島管内の最北部に位置

し、大部分が丘陵と山地だが、平地は湾に沿って
南北に伸び、道内では比較的雪の少ない地域であ
る。人口は5,058人（令和 3 年 4 月末現在）、面積
は310.76㎢で、古くから道南と道央を結ぶ交通の
要衝であり、令和12年度末に北海道新幹線長万部
駅が開業予定である。

令和 3 年 3 月に第 4 次長万部町まちづくり総合
計画において「ひらけ！　つながれ！　おしゃま
んべ！！　―みんなで楽しい未来へ―」を策定して
いる。新幹線開業による新たな可能性や町の魅力
をPRし、各地とのつながりや町民同士の結びつ
きを強固にすること、町にキャンパスがある東京
理科大など町外人材との関係を強化することを目
的としており、地域おこし協力隊（以下「協力
隊」という。）制度は総合計画の施策の一つに位
置付けられている。

2	 協力隊制度導入の経緯
かつて長万部町は国鉄の町として栄えたが、全

国の地方公共団体と同様に人口減少や担い手不足
が深刻化しており、商店街ではシャッターを下ろ
した店舗が目立ち、特に飲食店の減少が顕著であ
る。町は、これらの対策に取り組むとともに、令
和12年度末の新幹線開業に向けてまちづくりを進
めていく中で、多様な人材を集めることができる
協力隊制度に着目した。多様な人材が町に関わ
り、観光情報の発信や地域の文化活動の推進な
ど、町の課題に対応する担い手を呼び込むこと
で、地域力の維持や定住の促進、後継者不足の解
消を期待している。

専門型と提案型
長万部町の協力隊の募集形態には、町が課題と

考える事業の担い手を募集する「専門型」と、協
力隊を目指す人が町で実施したい事業を提案する

「提案型」の 2 種類がある。
町は平成28年度に協力隊制度を創設し、観光支

援の担い手として専門型の隊員 3 名を採用した。
当初は周辺市町村の手法を確認しながら手探りで
進めていたが、隊員の地域イベントへの参加や情
報発信によって地域内での認知が進み、町の高齢
者等から隊員に対して好意的な反応があった。制

長万部町の地域おこし協力隊制度には、町が課題と考える事業の担い手を募集する
「専門型」と、協力隊を目指す人が町で実施したい事業を提案する「提案型」の 2種類
がある。協力隊への応募前の段階から、希望者が描くイメージに応じてカスタマイズし
た形で町内を案内するなど、隊員が町で働くイメージを持ち、活動しやすい環境を整備
することを心がけており、職員と隊員の信頼関係が構築されている。
本稿では現在の制度設計、運用手法に至った経緯と、隊員に寄り添い、活動する環境
を第一に考えている長万部町の取組について紹介する。

人と人とのつながりを第一に
～新幹線開業に向けて多様な人材が集まるまちへ～

事例紹介4

北海道 
長万部町
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度創設 2 年目の平成29年度は新規募集を停止して
いたが、地域からの反応が大きかったことから、
平成30年度には募集を再開した。

専門型の協力隊制度を進めるなかで、町が設定
した課題とは別に、町で挑戦したい事業を提案す
る移住者が増えていた。町は、協力隊独自の視点
による活動が進むことで衰退する商店街に活気が
戻り、これまでの町に無かったコンテンツの創出
が期待できると考えた。多様な取組が進められる
ことは、新幹線開業に向けたにぎわいづくりと親
和性が高く、町への移住を決断した人の挑戦を支
援したいとの思いから提案型制度を創設した。

3	 取組内容
本項では、協力隊が活動しやすい環境を目指

し、職員が寄り添う形で隊員を支援する長万部町
が行う、募集前から採用後までの各段階における
取組を紹介する。

（1）募集前段階
長万部町では、次年度の隊員を募集するにあた

り、町が実施する事業かどうかにこだわらず、ど
のような取組が町の課題解決や地域活性化に資す
るかについて、気軽に回答できる形で職員全員か
ら意見を募っている。

協力隊制度は職員全体に広く知れ渡っているわ
けではなく、特に窓口業務などを主な業務とする
部署ではなじみが薄い。意見募集には、制度を庁
内に周知するとともに、職員として在籍すること
になる隊員と共に働くハードルを下げるという意
味がある。

意見募集では、町には無い分野のイベントを行
ってほしい、町をアピールするキーホルダー（ノ
ベルティ）を作ってほしいなど、多くの意見が集
まってくる。令和 3 年度の専門型隊員のミッショ
ンは「観光PRや農泊関連の事業等に従事できる
人を採用してほしい」との意見をきっかけとして
設定された。協力隊制度の担当職員は、協力隊へ

の認知度が向上し、職員からの声が隊員の採用に
つながっていることから、意見募集の実施に一定
の効果があったと考えている。

（2）募集段階
専門型と提案型のうち、提案型の希望者には、

採用面接時に町で挑戦したいことをプレゼンする
時間を設けている。町では、応募者が挑戦をどの
ように実現できるかをイメージできるように、事
前に応募者と共に現地をめぐり、町内を案内して
いる。特徴的なのは、提案型の応募者に限らず、
専門型を希望する場合にも町内を案内している点
である。採用は年度単位で行うが、案内は採用の
スケジュールに関わらず随時実施しており、町に
興味を持つ人に広く門戸を開いている。

案内では応募者が長万部町に住むイメージをつ
かむことを重視し、協力者となる住民や事業者の
紹介や、活動に関係する場所の訪問など、挑戦し
たい事業の内容に応じて案内ルートや日数をカス
タマイズしている。例えば、地域文化に興味があ
る応募者には、図書館と文化センターが併設され
ている「長万部町学習文化センター」や「郷土資
料室」「鉄道村」、町の歴史に関する史料を一堂に
集めた「長万部町民センター」を案内する。採用
後にも改めて町内を案内しており、募集段階から
採用段階にかけて丁寧に対応することで、町と隊
員の描くイメージのミスマッチをなくす役割を果
たしている。令和 3 年度からはオンラインによる
相談も受け付けており、新型コロナウイルス感染
症の影響で都道府県をまたぐ移動が困難な状況で
も、応募者が町での活動をイメージできるように
している。

（3）採用後の対応
採用後、隊員の配属先は実施する事業の内容に

より異なるが、隊員が働きやすい環境づくりに向
け協力隊制度を担当する職員が手厚いサポートを
行っている。
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①活動中のサポート
長万部町では、庁内の事務手続きの多くを隊員

自身が行うこととしており、自身の活動経費に関
する予算要求も隊員が行う。事務作業を通じ、庁
内でさまざまな部署と関わりを持つことができる
とともに、活動費についても、与えられたミッシ
ョンに対し受け身ではなく主体的に運用すること
ができる。また、隊員が任期終了後に活動する際
にも、行政内部の状況を理解することで円滑に連

携できると町は考えている。
隊員として採用された時点では、社会人経験が

あったとしても行政にはなじみが無い場合がほと
んどであるため、隊員の配属先の職員と協力隊の
担当職員が協力してサポートしている。行政事務
に加えて、隊員が実施する事業についても、普段
から職員と相談しながら、関係課とも円滑に連携
できるよう連絡を密にとっている。このほか、月
に一度の活動報告会では、各隊員がどの部署と連
携すれば活動しやすいか、配属した部署を変更す
る必要はないかなどの議論を交わし、細かな点に
まで気を配っている。

活動において協力が必要となる地域住民、事業
者に対して、自ら地域に出向いて関係をつくるこ
とができる隊員もいるが、従前からの行政との関
係を生かし、職員が橋渡しをすることも多い。担
当職員がこれらのサポートを行う際には、「町で
採用した協力隊員」として事務的に接するのでは
なく、「同じ町内に住む者同士」として話をする
ことを意識しているという。合氣道の体験会の様子

長万部町学習文化センター
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また、協力隊制度が人口減少抑制のための重要
な事業として総合計画に位置付けられていること
から、一般職員だけでなく幹部職員も隊員を気に
かけている。隊員が実施した合氣道体験会では、
町民や一般職員だけでなく副町長も参加するな
ど、行政全体で隊員をサポートする姿勢がうかが
える。

②隊員同士の交流
隊員同士の交流については、月に一度の活動報

告で定期的に互いの活動を確認するほか、ある隊
員が実施するイベントに他の隊員が協力するな
ど、普段から顔を合わせる機会が多い。職員を交
えた交流の機会も積極的に設けており、北海道白
老町に令和 2 年 8 月に開業したウポポイ（民族共
生象徴空間）の視察研修を行い、北海道の文化の
礎となるアイヌ文化を学ぶとともに、隊員同士の
交流を深めている。

また、月に一度の活動報告会に加えて、年に一
度、町民に向けた協力隊の活動報告会を実施して

いる。この報告会は町ではなく隊員が主体となっ
て一から作り上げるものであり、企画から会場準
備、広報まで一丸となってやり遂げることによっ
て、隊員同士のつながりが深められる。

③周辺市町村との広域的な取組
長万部町は新幹線開業にあたり、新幹線駅がで

きる長万部町のみで誘客等を進めるのではなく、
周辺市町村と広域で協力し地域の魅力を発信する
ことを重視している。そこで、新幹線駅の開業効
果を最大限発揮することを目的に、道内に14ある
振興局のうち、渡島、後志、胆振の各管内の境界
に位置し、それぞれ隣り合う長万部町、黒松内
町、豊浦町の 3 町が連携する「はしっこ同盟」を
平成31年 4 月に発足させた。これまで、 3 町合同
での札幌圏への食材提供や、ふるさと納税の返礼
品用に 3 町の特産品セットを開発するなどの取組
が進められている。

令和 3 年現在は試行段階だが、協力隊について
も、同盟活動の一環として広域の取組を進めてい

町民に向けた活動報告会の様子
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る。令和 3 年度には、社会教育事業として、長万
部町の隊員OGが 3 町の子どもに対して長万部町
の名産であるホタテの生態の観察や調理を行う体
験会を企画した。実際には、新型コロナウイルス
感染症の影響から行政区をまたぐイベントの実施
が困難となったため、豊浦町と黒松内町から講師
を招いて長万部町の子どもを対象とした体験会の
実施となったが、今後も工夫を重ねながら協力隊
を生かした広域的な取組を進めていく予定である。

協力隊の任期終了後、 3 名が長万部町に定住し
た（うち 1 名は地元企業へ就職後、転勤により近
隣市へ異動）。任期終了後の支援については、起
業支援に関する補助金に加え、令和 2 年度には新
型コロナウイルス感染症対策として50万円を上限
とする補助金を町単独費で設けている。

これらの取組から、多様な事業が生まれた。木
のおもちゃや野山での遊び、稚魚の放流、合氣道
の体験会など、それまではなかったイベントが開
催された。地域のイベントに参加していなかった
町民の参加が増えており、町は協力隊の活動によ
って新たな人の流れが生まれたと感じている。

4	 課題と今後の展望
（1）課題

長万部町では、隊員を会計年度任用職員として
採用しており、地方公務員法が適用される。その
ため、活動中に起業する場合や、事業の中で利益
を計上し副業としての収入が協力隊報酬を超える
場合など、どの程度までの自主事業を副業として
認定して良いものなのか、そもそも行政で実施で
きるのか、といった疑問に対する前例が無く、他
の地方公共団体の事例を調べるなど、判断に時間
を要している。

協力隊は地方公共団体が自由に制度設計できる
部分が多く、雇用形態についても個人事業主とし
て委託契約を締結するなど、さまざまなカスタマ
イズが可能である。しかし、個人事業主であれば
隊員自ら国民健康保険、国民年金に加入し全額自
己負担する必要があるなど、それぞれにメリッ
ト、デメリットがある。隊員一人ひとりが活動し
やすい環境を重視する長万部町だからこそ、どの
ような雇用形態が望ましいのかについて結論を出

豊浦町、黒松内町と協力して開催したイベントの様子
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サポートしている。町に住む者の一人として生き
生きと活動してほしいとの思いが隊員本人にも伝
わることで、職員と隊員の信頼関係が構築されて
きた。ある隊員は、応募前の案内の際に感じた担
当者の人柄の良さから長万部町の協力隊に応募す
ることを決めたと話しており、採用の前から職員
の思いが伝わっているようである。共に町の活性
化を担う者として、隊員の活動環境を第一に考え
る長万部町の今後に期待したい。

せずにいる。
また、職員への制度周知や意見募集を行った結

果、庁内での協力隊への理解は進んでいるが、一
部に協力隊制度を知らない職員もみられ、庁内へ
の更なる周知の手法を模索している。

（2）今後の展望
令和12年度末の新幹線開業に向けた開発が本格

化するのを控え、現在、町ではまちづくりの構想
の策定を進めている。注力する分野を明確化し、
地域としてどのようなコミュニティやにぎわいが
必要となるかを議論することと併せて、より多様
なコンテンツを生むため、協力隊の採用数を増や
すことを検討している。

また、感染症の影響により慎重な動きとなって
いるが、広域連携事業をさらに進めるべく、はし
っこ同盟による 3 町の連携を強化する。具体的に
は、 3 町のいずれかで採用された隊員について、
所属はどの町であっても 3 町の中で広く活動する
ことを可能とする制度の創設を進めている。それ
ぞれの町の特性を生かすことで活動の幅が広が
り、隊員が地域で描くイメージをより実現しやす
い環境となることを目指している。

5	 おわりに
長万部町では協力隊の担当職員を中心に、どう

すれば隊員が活動しやすい環境となるかを考えて

〈執筆者〉�地域活性化センター企画グループ 
嶋田 拓実（福井県から派遣）

人　口 5,058人（令和 3年 4月末現在）

面　積 310.76㎢

連絡先 	北海道長万部町新幹線推進課
	 TEL	 01377- 2 -2450

北海道長万部町 地域の概要

Ｑ．役場の職員との関係はどうか。
Ａ．協力隊としての活動に関することのみならず、
北海道に住むにあたって重要なことや、長万部町な
らではのことなど、公私にわたって相談に乗っても
らっている。
Ｑ．長万部町で活動してどのように感じているか。
Ａ．自分が地元で過ごしていた際には、地域との関
わりを感じることは少なかったが、長万部町では集
落単位の集まりや、公共施設での地域住民同士の何
気ない会話なども多く、町民同士の関係が密接であ
ると感じている。

協力隊員の声

亀田 純孝
長万部町地域おこし協力隊・地域文化推進員
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1	 はじめに
五城目町は、秋田県の中央部、八郎湖の東部に

位置するクサビ形をした町である。町の中心部を
流れる馬場目川の源にそびえる馬場目岳周辺は、
大平山県立自然公園に指定されており、清らかな
渓流や勇壮な渓谷を有することから渓流釣りのメ
ッカとなっている。

主要産業は、町内に広がる広大な沃野を生かし
た稲作を中心とした農業であり、平成 2 年には大
嘗祭へ献上米が奉納された。古くから県北と中央
部を結ぶ街道の要所として発展し、約500年の歴
史を持つ朝市は、農作業に必要な道具や四季折々
の山の幸、農産物を陳列した露店が立ち並ぶ。

平成の大合併では、周辺町との合併を模索しな
がらも自立の道を選択し、現在に至っている。

五城目町のまちなみ

五城目町では隊員と地域の対話に重点を置き、コミュニティ再生の中核施設と位置付
ける五城目町地域活性化支援センターを拠点に、地域おこし協力隊制度を運用している。
令和 3年度からは民間団体委託型の任用形式をとり、協力隊が民間団体に籍を置き
ながら、住民のニーズへ対応することにチャレンジしている。
本稿では、五城目町が目指す「人とまちが響き合う、こころやすらぐ悠紀の郷、五城
目」実現のため、協力隊が自身の経験やノウハウを最大限発揮できる環境を整えるため
の取組について紹介する。

秋田県五城目町の挑戦
～高齢化・人口減少社会に立ち向かう～

事例紹介5

秋田県 
五城目町
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2	 協力隊制度導入の経緯
五城目町は、昭和55年の15,953人をピークに人

口減少が進み、一世帯当たりの人員は2.64人（平
成27年時点）となっている。親と子の 2 世代世帯

（核家族）が中心であったが、夫婦のみの世帯や
単身世帯が増加するなど世帯構成が変化してい
る。高齢化率についても、全国 1 位の秋田県内で
も 3 番目の高さであり、人口減少・高齢化への対
策が町の喫緊の課題である。

また、地域コミュニティにおける人と人のつな
がりが希薄になっていることも課題である。例え
ば、体育祭といった地域行事は、高齢者が中心と
なって企画や準備を行い、出席者も高齢者が中心
である。若者の参加は少なく、子育て世代を巻き
込むことができていないため、将来的には担い手
不足から地域行事自体の存続が危ぶまれている。

さらに、農業においても、後継者が見つからな
いことから、農地の維持・保全が難しくなり、小
規模高齢化集落の増加が懸念されている。

そこで、五城目町は地域外に人材を求め、新た
な発想・能力を積極的に活用することで前述の課
題解決を図り、町の維持につなげたいと考えた。
住民の定住を図るとともに、集落や地域産業の活
性化を目的として、地域おこし協力隊（以下「協

力隊」という。）を活用することを決めた。
町は、協力隊とどのような連携ができるか模索

する中で、人口減少・高齢化の打開策として新た
な手掛かりを見出すため、平成24年度に町内の富
津内地区と内川地区を対象として、初めての協力
隊員を採用した。

地区を限定した理由は次の 2 点である。

・他地区と比べて高齢化が進み、両地区の高齢
化率が50%を超えていること

・農業の担い手が不足し、荒廃農地の増加と地
域農業の衰退が懸念されていること

隊員の採用により、住民の日常生活支援、地域
行事への参画、高齢者の農作業補助、農作物の加
工品の開発などによる地域の活性化とともに、任
期終了後の定住と新たな事業の展開が期待された。

五城目町では、令和 3 年10月時点で 1 名の隊員
が活動しており、これまでに計10名を受け入れて
きた。それぞれの隊員がクリエイティブな発想力
を発揮し、地域に変化をもたらした。

例えば、朝市のにぎわいの復活である。五城目
町は、伝統工芸や伝統的な産業が盛んであるが、
特に1495年から始まった朝市は町の伝統文化であ
る。この朝市は、近郊に大型商業施設が立地する

五城目町の伝統工芸品（組子細工）
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など、町の暮らしが大きく変わったために来訪者
が年々減少し、一時は消滅の危機にひんしてい
た。それでもなお、朝市に長く携わり、強固な横
のつながりがある商業者は、それまでのやり方に
固執する傾向があり、外部の意見には聞く耳を持
たなかった。

そこで、当時の隊員が朝市商店街の同世代の若
者と親交を深める中で、これから自分たちが朝市
の活性化を図るためにはどうすればよいかなどの
意見交換を重ね、朝市のにぎわいを再び作り出す
新たな手法を検討した。例えば、出店料を大幅に
引き下げ、町内外を問わず誰でも気軽に参加でき
る仕組みを作った。こうして500年以上続く朝市
は「ごじょうめ朝市plus+」にリニューアルされ、
にぎわいを取り戻した。現在は買い物の場だけで
なく、これから起業をしたいと考える人のトライ
アルの場、社交の場や学びの場にもなっている。

このほかにも多くの隊員が自らの力を最大限発
揮し、まちに新しい流れを生み出すことができ
た。この成果は、町からのさまざまなサポートが
あったからだといえる。

3	 取組内容
五城目町は、隊員が自身の経験やノウハウを最

大限発揮できる環境を整えることに注力している。
ここでは主なサポート体制について紹介する。

（1）地域との対話の場の提供
町が協力隊に望むことは、地域との対話であ

る。そのため、協力隊が住民と対話できる場を積
極的に設けてきた。町内にある70の町内会が将来
的なビジョンやそれに対して何ができるかを話し
合うワークショップでは、隊員は「○○町内会の
お宝探し」というコンセプトで全ての町内会の会
合に参加し、住民と対話を重ねた。隊員は、町外
者ならではの視点から町内会でできる取組へのア
ドバイスを行うなど、コミュニケーションを重ね
ることで住民との関係を築いていった。こうした
姿勢は、現在に至るまで、歴代の隊員がさまざま
な取組や思いを継承しながら活動するなかで、そ
れぞれの活動の基本姿勢として根付いている。そ
の結果、五城目町全体に「何かあれば協力隊に相
談する」という雰囲気が醸成された。

ごじょうめ朝市plus+
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それぞれの隊員は、先代の隊員の取組を継承し
つつ、自らが考える地域課題の解決に取り組んで
いる。協力隊として五城目町をどうしたいのか、
どのような活動をするのかなど、隊員が考えるこ
とに対し、町は過度に干渉しない。町が協力隊に
期待や条件を過度に示すと、プレッシャーとな
り、隊員の自由な発想が生まれないからだ。隊員
それぞれが培った経験やノウハウ、人脈を最大限
活用できるよう、主体的に活動できる体制を目指
している。

（2）積極的な予算による後押し
協力隊が取り組む事業に対し、町は予算を惜し

まない。想定外の活動費が必要になったとして
も、協力隊の事業展開に真に必要だと判断した場
合は、予算措置を行い後押しした。総合計画など
の将来的なまちのビジョンの達成に必ずしもとら
われず、隊員が面白いと思ったことを実行しても
らうためのバックアップ体制を意識している。

（3）�五城目町地域活性化支援センター
（BABAME BASE）が拠点に

五城目町地域活性化支援センター（BABAME 
BASE）は、起業や町のコミュニティ活動を支援
する場として平成25年10月に町が開設した。廃校
となった旧馬場目小学校を改築し、シェアオフィ
スとしてスペースを貸出している。協力隊にも活

動拠点としてスペースが与えられており、他の入
居者は起業家や地元企業が主だが、都市部の企業
のサテライトオフィスとしても活用されている。

BABAME BASEへの入居団体の募集にあたり、
町は、秋田県に加え、姉妹都市である東京都千代
田区のちよだプラットフォームスクウェアにサテ
ライトオフィスを置き、誘致活動を展開した。そ
の結果、同施設内に本社を置く教育に関するベン
チャー企業の誘致に成功した。同社は、廃校舎の
利活用を事業のテーマとしており、社長自ら五城
目町を訪れ、土地の風土にひかれたことが入居の
決定打となったという。その他、町内で起業した
製造業や秋田市のIT企業の誘致にも成功した。

こ の よ う に、 業 種 も 出 身 も 違 う 入 居 者 が
BABAME BASEを拠点に活動することで異業種
の交流が起き、多くのクリエイティブな発想やチ
ャレンジが生まれている。また、さまざまな体験
学習やイベントなどの開催も可能であり、住民も
自由に出入りすることができるなど、これまで旧
馬場目小学校が担っていた地域交流の場としても
活用されている。

令和元年度からは一般社団法人ドチャベンジャ
ーズ（以下「ドチャベンジャーズ」という。）が
指定管理者としてBABAME BASEを運営してい
る。ドチャベンジャーズは、入居者を中心に町内
の地元（土着）企業・個人が立ち上げた団体で、
移住・定住・起業の情報発信や支援等を行ってい

活動の様子 五城目町地域活性化支援センター（BABAME BASE）
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る。BABAME BASEの館長であり、ドチャベン
ジャーズの代表でもある柳澤龍氏は、平成26年か
ら 3 年間、五城目町地域おこし協力隊として 6 次
産業化支援などに取り組んだ隊員OBであり、現
隊員にとって心強い存在だ。

このようにBABAME BASEは、多くの交流を
生み出すとともに、隊員OBも在籍していること
から、刺激を受けながらも安心して活動ができる
環境となっている。BABAME BASEを拠点にし
ているからこそ、入居企業とのさまざまなコラボ
レーションが生じ、多くのプロジェクトが実現さ
れたのである。

（4）民間団体委託型採用の導入
令和 3 年度は、秋田県で初となる民間団体委託

型採用による新たな協力隊の任用を進めている。
民間団体委託型採用とは、町が民間団体に協力隊
関連の業務を委託し、民間団体が協力隊の公募、
採用、協力隊のサポート等を行うものであり、採
用後は民間団体に籍を置いて活動する。契約形態
は、町が五城目町地域おこし協力隊員として委嘱
し、隊員は町が委託する民間団体と雇用契約を締
結する。令和 3 年度はBABAME BASEの指定管
理者でもあるドチャベンジャーズに委託した。任
期は 1 年間であるが、町と隊員が協議して、最長
3 年間まで延長することができる。

主な活動内容は、以下のとおりである。

・魅力ある移住促進情報の発信
・地域おこしの支援
・空き家利活用の推進
・自らの定住に向けた活動
・提案型ミッションの実行

これまでは、隊員は任期終了後の事業展開を見
据えた活動を行いにくいという課題があったが、
民間団体委託型採用の方式をとることで、協力隊
の任務とは別に副業を行えるようになった。健康
保険や年金などは個人で加入しなければならない

といったデメリットもあるが、任期終了後の生計
を確立しやすい環境が整えられた。

五城目町が民間団体委託型採用に最も期待する
ことは、協力隊の新しい発想を生かした空き家利
活用の推進だ。空き家の利活用は過去にも協力隊
を配置し取り組んできたものの、後継の隊員が見
つからなかった経緯がある。また、近年「生活面
でのサポートもしてほしい」という要望が増える
など、五城目町の空き家へのニーズが多様化する
傾向がみられる。町では、多様なニーズに応えき
れないという事態に直面する一方、令和 2 年度中
に新たな隊員が決まらなかったため、民間団体委
託型採用に踏み切った。移住支援を行ってきたド
チャベンジャーズは、空き家の利活用のノウハウ
を有している。隊員がドチャベンジャーズに在籍
して活動することで、このノウハウと協力隊なら
ではの発想が掛け合わされ、新たな空き家活用の
展開が期待されたのである。

4	 課題と今後の展望
（1）任期終了後を見据えた取組

現在の五城目町の協力隊の任期は基本的には 1
年であるが、町と隊員が協議して最大 3 年まで伸
ばすことができる。任期を延長することで、協力
隊としての活動だけでなく、任期終了後の起業も
視野に入れた活動が可能となる。同様の趣旨で、
五城目町では民間団体委託型採用を導入してい
る。協力隊は民間団体に籍を置いて活動するた
め、企業活動にも従事することが可能となる。

（2）任期終了後の支援
協力隊制度によって、任期中の仕事や生活費は

保証されるが、任期終了後はそれらの保証が無く
なるため、町は任期終了後の隊員の生活をどのよ
うにサポートするかを課題と捉えている。五城目
町の隊員は、町に魅力を感じ、町で活躍の場を見
つけたいと考えていることから、起業してそのま
ま定住する人が多い。安定して生活を続けてもら
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取組や発見が生まれてきた。特に印象に残ったの
は、「五城目町の協力隊は、いい加減にいいかげ
ん」という担当者の言葉だ。五城目町の協力隊
は、知りたがりでやりたがりな気質を持っていて、
それを受け入れる町民がいる。町全体で協力隊を
信頼していることが五城目町ならではといえる。

五城目町は少子高齢化の先進地域であるが、住
民や協力隊、町役場が挑戦を続け、協働でまちづ
くりを進め、町の発展に取り組んでいる。この姿
勢が、町が直面する人口減少や少子高齢化などに
向き合うための大きな一手となるだろう。

えるよう、事業が軌道に乗るまで町がサポートし
ている。

（3）新たな分野での活躍
「協力隊の活動の成果は目に見えにくい」とい

う住民の声がある。それに対し町の担当者は、今
はまだ成果が見えづらいが、民間団体委託型採用
を続けていくことにより解消できると期待をして
いる。これは、これまで協力隊が積み上げてきた
実績、メリットを肌で感じるからこそ言えること
である。

令和 4 年度には、農業や建設業といった、これ
まで協力隊を活用していない部局にも展開してい
く予定だ。これまで五城目町の協力隊は、それぞ
れが培ってきた人脈や経験を生かした展開力や想
像力が豊富であり、多くの分野で活躍してきた。
今では、協力隊の取組は当たり前の存在として町
民に受け入れられている。しかし、協力隊制度を
開始する際は、町にとって未知の挑戦だった。平
時から行政は町民に、「挑戦することの背中を押
してほしい」とお願いしている。今後も、町とし
て多くの挑戦を行い、協力隊が活躍できる場を作
っていく方針である。

5	 おわりに
五城目町の協力隊員はそれぞれに個性があり、

隊員と住民がコラボレーションすることで新たな

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
友松 宏和（三重県四日市市から派遣）

人　口 8,730人（令和 3年 4月末現在）

面　積 214.92㎢

連絡先 	五城目町 まちづくり課
	 TEL	 018-852-5361

秋田県五城目町 地域の概要

東京から五城目町に引っ越してきて早1年半ほど
が過ぎました。五城目町にはとりたてて観光スポッ
トと呼べるような場所はないものの、人と関わり自
然に囲まれた生活ができることに日々喜びを感じて
います。心も身体も、東京で過ごしていた時よりも
はるかに豊かに暮らせています。
五城目町は小さい町だからこそコミュニティ内の
人との距離がとても近く、自分たち家族のことを誰
かしらが気にしてくれる安心感があります。

協力隊員の声

張 梨香
五城目町地域おこし協力隊
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1	 はじめに
茨城県は、東京から県中央部、県庁所在地の水

戸市まで常磐自動車道経由で約80km、JR常磐線特
急で約 1 時間と手軽にアクセスできるロケーショ
ンながら、四季折々の表情を見せる自然に恵ま
れ、穏やかな気候で暮らしやすい地域である。県
南地域は筑波研究学園都市が整備されており、つ
くばエクスプレスの開通で都心へのアクセスが45
分に短縮され、東京のベッドタウンとしてのニュ
ータウン開発が進められている。一方、県北地域
では、山里の桜が揺れる春、海水浴場がにぎわう
夏、豊富な作物が実る秋、アンコウをはじめとす
る魚介類が輝く冬など、季節ごとに違った顔がみ
られる自然豊かな場所であるが、首都圏からの距
離感があり、人口減少への対応などが地域振興の
課題となっている。

人口は2,844,881人（令和 3 年 4 月末現在）と全
国11位で、政令指定都市を持たない都道府県の中
で最も人口が多い。都心へのアクセスが良い県南
地域では人口が増加しているのに対し、県北地域
では人口減が続いており、高齢化率も県北と県南
では大きな差がある。そのため、県庁の県北振興
局を中心に、県北地域を振興するためのさまざま

な取組が行われている。

2	 協力隊制度導入の経緯
県北地域は、日立市、常陸太田市、高萩市、北

茨城市、常陸大宮市、大子町の 6 つの市町で構成
されるエリアであり、すべてが日本創成会議が平
成26年 5 月に発表した消滅可能性都市となってい
る。そのため、茨城県は県北地域を活性化する産
業振興策として、「アイデア提案型インターンシ
ップ推進事業」を平成26年度に開始した。この事
業は、全国から大学生などを県北地域内の企業に
インターンとして招き、斬新なアイデアを提案し
てもらい、それを実践することでインターン生自
身のスキルアップと企業や地域の活性化を目指す
事業である。地域外からの新しい目線でアイデア
を提案できるように、平成26年10月に地域おこし
協力隊（以下「協力隊」という。）制度を導入し、
インターンのコーディネーターとして 2 名の隊員
を採用した。これが茨城県が委嘱する初の隊員で
ある。この時採用された若松佑樹氏は、コーディ
ネーター以外にも、地域内外の人と人をつなぎな
がら県北地域で新たな動きを創り出すために活動
した。 3 年間の任期が終了後、平成30年 2 月に株

茨城県では、首都圏などを中心とした地域外からの新しい視点で、県北地域の課題の
解決や資源の活用につながるビジネスに取り組むことで地域経済の発展や地域活性化に
寄与することを目指す「KENPOKU PROJECT E（起業型地域おこし協力隊）」を進めて
いる。
本稿では、全国的にも珍しい県庁採用の地域おこし協力隊制度を運用するに至った経
緯や、取組内容、サポート体制などについて紹介する。

茨城県北部地域の活性化を目指して
～起業による地域課題の解決～

事例紹介6

茨城県
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式会社えぽっくを立ち上げ、県北地域の活性化の
ため活動を続けている。

また、茨城県では平成31年度から「茨城県北ク
リエイティブプロジェクト事業」を実施している。
県北地域を拠点に新たな働き方や生き方にチャレ
ンジするクリエイターのための情報サイトの運営
や、起業者育成講座「茨城県北ローカルベンチャ
ースクール」、県北地域に起業者を誘致する「茨
城県北ローカルベンチャーラボ（以下「ローカル
ベンチャーラボ」という。）」に取り組んでいる。

ローカルベンチャーラボは、地域外の新しい目
線を取り入れて産業振興を行うために、県外から
起業者を誘致する取組である。また、この取組と
協力隊制度を結び付け、令和元年度に「起業型地
域おこし協力隊」を募集している。

令和 3 年度からはKENPOKU PROJECT E（以
下「プロジェクトE」という。）と名付け、「茨城
県 北 地 域 で 探 検（Explore） し、 地 域 経 済

（Economy）の発展や雇用（Employ）を生み出
し、稼ぐ（Earn）事業（Enterprise）を起こし、
その拡大（Expansion）を図り、希代の起業家

（Entrepreneur）をここから生み出す」という思
いを込め、起業するだけではなく確実に収益を上
げる力をつけ、継続した事業を行うことに力を入
れた取組へと進化している。

令和 2 年 2 月に 3 名、令和 3 年 6 月に 3 名、同
年 8 月に 2 名採用し、合計 8 名の隊員が活動をし
ている。

3	 取組内容
茨城県では、協力隊が県北地域の課題を解決す

るだけでなく、起業することを確実にするため、
募集段階での起業の実現可能性に重点を置いた採
用審査や、採用後の起業を前提とした支援に重点
を置いている。

（1）募集面での工夫
隊員の募集は、県や一般社団法人移住・交流推

進機構（JOIN）のホームページで周知している。
特に、JOINの隊員募集ページは、採用や地域の
状況、協力隊の活動情報などを週に 1 回程度の頻
度で更新しており、常に最新情報の発信を心がけ
ている。移住や協力隊に関する情報サイトでトッ
プクラスの閲覧数で、多くの人がこのページをき
っかけに応募するという。

また、募集にあたり、求める人物像として以下
の 4 つを定めている。

①ビジネスに対する明確なビジョンを持ち、自発
的・計画的に行動できる方

②協力隊の委嘱期間終了後も、県北地域を拠点に
持続可能なビジネスを実践できる方

③協力隊の委嘱期間終了後も、県北地域に定住す
る意思のある方

④心身共に健康で、誠実に活動を行うことができ
る方

このように求める人物像にビジネスの視点を明
確に示すことで、募集の段階からビジネスプランKENPOKU PROJECT E募集チラシ
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を持つ人が応募するように工夫している。
人物像のほか、インターネットを活用した情報

発信ができることも募集要件としている。地域内
外からファンを獲得するために、自分の活動を広
く発信することを重視しており、Facebookやホ
ームページを自ら立ち上げ、積極的な情報発信が
できる人材を求めている。

採用後は県北地域 6 市町のいずれかに移住し活
動することになるため、県ホームページの協力隊
募集ページには 6 市町の地域課題や地域資源の情
報を掲載している。これにより、応募者がどの地
域で起業するかなどを具体的にイメージすること
ができるようにしている。そのほか、オンライン
相談会を随時開催するなど、応募者と県の目的の
ギャップを埋める努力を行っていることもあり、
これまで定員を超える応募がある。

（2）採用審査での工夫
採用は、書類審査と面接の 2 段階で行ってお

り、求める人材像に合致しているか、実現可能な
ビジネスプランであるか、それを実行できる人物
かどうかに重点を置いている。

書類審査では、応募者の経歴などの基本的な情
報から、ビジネスプランとそれを実践したい理
由、自分の強みなどをチェックする。

面接は、応募者のビジネスプランが実現可能な

ものかを判断するため、県北振興局の職員と、地
域内の起業家や学識経験者などの外部有識者が行
う。外部の視点を取り入れることで、行政だけで
はわからないビジネスの実現可能性を見極めるこ
とができる。外部有識者は、応募者のビジネスプ
ランの内容などに応じて選定しているため、その
時々によって異なる人が面接官となる。

（3）任用形態
任用形態は、県からの委嘱により個人事業主と

して活動する「起業独立型」を採用している。事
業に関することであれば副業も認めており、時間
に縛られず幅広い活動を行うことができる。

最長 3 年間の委嘱を行い、任期中に起業した場
合はその時点で協力隊をやめるか、事業の拡大の
ため協力隊として活動を継続するかは本人の判断
に任せている。任期中に起業した隊員はいるが、
退任した隊員はいないという。

（4）コーディネーターによるビジネスサポート
県は、隊員が応募段階で考えていたビジネスプ

ランを確実に実行するために、株式会社えぽっく
に業務を委託し、起業に必要な知識の習得を目的
として月に 1 回程度の研修や企業見学などを行っ
ている。また、隊員一人ひとりにコーディネータ
ーを配置し、必要に応じてビジネスプランを個別

就任式の様子 えぽっくの若松氏（真ん中）と協力隊（左右）
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に相談する体制を整えている。えぽっくの若松氏
が総括コーディネーターとして、全体の取りまと
めを行い、同氏のほか経営・観光、IT・飲食な
どの分野ごとに 5 名のコーディネーターで 8 名の
隊員をサポートしている。

（5）マネージャーによるつながりづくりのサポート
隊員が着任し地域に定着するまでの間、行政や

地域との関係構築・連携などをサポートする地域
おこし協力隊マネージャーを、令和 3 年度に 1 名
採用している。

マネージャーについては、「地域活性化に意欲
があり、協力隊や、地域住民、関係者と積極的に
コミュニケーションが取れる方」と定めており、
主な活動内容は、①県北地域で活動する隊員とそ
の業務の関係者・住民との関係構築、②県北地域
で活動する隊員同士のネットワークの構築、の 2
つである。

隊員が地域で活動するときは、その目的に合っ
た地域の人物を紹介するなど協力隊と地域をつな
げるハブのような役割を担う。

なおマネージャーは、県北地域の協力隊全体の
定着率を上げるため、県委嘱の協力隊だけでな
く、県北地域の 6 市町が委嘱している協力隊のサ

企業訪問の様子①

企業訪問の様子②
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ポート活動も行っている。

4	 県が協力隊制度を活用するメリット
県が協力隊制度を活用するメリットは、県北地

域の複数の市町をフィールドとすることで、隊員
の活動の幅を広げることができる点にある。茨城
県では起業を前提とした任用形態のため、活動地
域が広くなることはビジネスチャンスが広がるこ
とを意味する。また、協力隊として委嘱されて活
動をするため、起業することだけを目的に地域に
なじみがない状態で外から入るよりも、地域との
つながりを構築しやすい。隊員と地域だけでな
く、隊員が広域で活動をすることで地域同士のつ
ながりも生まれる。

例えば、大子町を拠点に令和 3 年 8 月から協力
隊として活動する鈴木友貴氏は、「自然と人をつ
なぐ空間を創造し、人、地域、地球をサスティナ
ブルに」というミッションを自ら掲げ、サウナを
中心とした体験型ツーリズムによる地域課題の解
決とビジネスプランの実行を目指している。

大子町は、日本 3 名瀑の 1 つである袋田の滝や
県内最高峰の八溝山、県を代表する奥久慈温泉郷
を有する、豊かな自然に恵まれた地域である。一
方 で、 人 口 は16,062人（ 令 和 3 年 4 月 末 現 在 ）
で、若者の転出による人口減少、宿泊客の低下と

いった課題がある。そのため鈴木氏は、観光客の
滞在時間の増加、自然を体験できる機会の提供、
キャンプやアウトドアオフシーズンのコンテンツ
の提案を目指して活動している。現在、大子町の
協力を受け、町内のキャンプ場やゲストハウスと
連携し、テントを用いた移動式サウナの体験イベ
ントを実施しているが、ゆくゆくは県採用のメリ
ットを生かし、県北地域全体でサウナを軸にした
滞在体験型ツーリズムがビジネスとなるよう、起
業へ向けてコーディネーターと共にビジネスプラ
ンをブラッシュアップしている。

このほかにもコーディネーターによるサポート
を受けながら、地域課題の解決と起業の両立を目
指し、古民家再生や農業体験など地域の特徴を生
かしたさまざまな活動が県北地域全体で行われて
いる。

起業し事業を拡大していくというゴールを設定
しつつ、県北振興の実現に向けて、地域の強み弱
みを発見し、地域に根差したビジネスを展開する
ことは、県が「起業型地域おこし協力隊」制度を
活用する大きなメリットの 1 つとなっている。

5	 今後の課題と展望
茨城県では、ビジネスをサポートするコーディ

ネーターと地域連携をサポートするマネージャー

イベントの様子① イベントの様子②
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業、そして事業拡大に向けて活動中である。これ
まで見てきたとおり、起業しやすい任用形態や、
手厚いサポート体制により新たなビジネスに挑む
人が増加し、県北地域が活気づいていく予感がす
る。茨城県の今後の取組に期待したい。

を設置しているため、起業関連でわからないこと
はコーディネーター、地域関係の悩みはマネージ
ャー、そして協力隊制度やその他の相談について
は県の担当職員、というようにそれぞれの分野の
専門家に相談することができる。この体制ができ
ていることで、隊員は着任してすぐにさまざまな
人々とのつながりを作り、なおかつ起業に必要な
知識を得ることができる。

県の担当職員は、「隊員と県北振興局との関係
をより深めることを今後の課題とし、県庁内のさ
まざまな部署や事業を隊員に紹介してつながりを
作り、そこから新たなビジネスチャンスを生み出
したい」と語る。

また、茨城県北ローカルベンチャースクールと
プロジェクトEの連携を強化し、相乗効果を持た
せることで、さらに地域を盛り上げ、協力隊を20
名まで増やしたいとのことであった。

6	 おわりに
茨城県では、県北地域の産業振興の一環として

隊員を募集しており、起業に重点をおいたさまざ
まな工夫がされていた。隊員募集のビジョンが明
確であるためミスマッチが起きにくく、ビジネス
に特化した支援や分野ごとの専門的なサポート体
制などチャレンジしやすい環境が整備されている。

令和元年度のスタートであるため、また任期終
了を迎えた隊員はいないが、その多くが着々と起

人　口 2,844,881人（令和 3年 4月末現在）

面　積 6,097.19㎢

連絡先 	茨城県政策企画部県北振興局
	 TEL	 029-301-2715

茨城県地域の概要

将来は起業したいと考えていた時に茨城県のプロ
ジェクトEの募集を知りました。私は、北欧式サウ
ナを通じて地域をサスティナブルにしていくことを
目的にNORTH SAUNA IBARAKIを立ち上げて活動
しており、いつかサウナ施設をつくりたいと考えて
います。コーディネーターによるサポートでは、起
業するのに重要な専門知識を学べるだけでなく、工
場見学など現地学習もあるので、とても勉強になっ
ています。また、県からの委嘱とマネージャーによ
るサポートのおかげで県北地域6市町のいろいろな
場所でサウナの活動ができています。地域を盛り上
げるために、これからもいろいろな活動を行い、最
終的にはしっかりと起業できるように頑張っていき
ます。

隊員からの一言

鈴木 友貴
茨城県地域おこし協力隊

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
松原 輝（熊本県菊池市から派遣）
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1	 はじめに
みなかみ町は、群馬県最北に位置し、総面積

781.08㎢と関東の市町村で最大の面積を誇る。人

口は18,135人（令和 3 年 4 月末現在）で、町域の
約 9 割を山林が占め、谷川岳・三国山の麓、利根
川の源流域にあって「関東の水瓶」と称され、自
然と温泉に恵まれた風光明媚な町である。観光が

町を流れる利根川

関東の市町村で最大の面積を誇り、豊かな自然にあふれ、観光と農業に力を入れるみ
なかみ町では、移住・定住を促進し、少子化や若年層の都市部への流出による人口減少
に歯止めをかけるべく地域おこし協力隊制度を活用している。町と地域おこし協力隊員
の直接的な契約ではなく、町内の 8つの団体と協働連携し、各種団体の職員として就
業しながら協力隊活動に従事する体制を構築したことが、隊員の定住につながり、これ
まで 6割を超える隊員の定住を実現している。
本稿では、みなかみ町の地域おこし協力隊制度活用の経緯、取組内容、実績等を紹介
する。

すべては地域おこし協力隊の定住のために
～町ぐるみの定住促進～

事例紹介7

群馬県 
みなかみ町
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盛んで、一般的な誘客のほか、長期滞在型リゾー
トの開発や農業体験の展開など、特色ある観光施
策に力を入れている。また、農業も盛んであり、
稲作やりんご、ぶどうなどを栽培している。さら
に、平成29年 6 月、谷川岳をはじめとする 5 つの
日本百名山と利根川源流域を有するエリアがユネ
スコの生物園保存地域（ユネスコエコパーク）に
登録された。

2	 地域おこし協力隊制度導入の経緯
みなかみ町の人口は、少子化や若者の都市部へ

の流出などの影響で、1955年の35,696人をピーク
に年々減少し、2015年には19,347人（高齢化率
36.5%）と、過疎化と高齢化が急速に進んだ。今
後、このまま対策をとらなければ2060年には総人
口4,896人（高齢化率56.6%）となる見込みで、町
の存続が危ぶまれる状況となる。現在、若年層の
都市部への大量流出による社会減が特に深刻で、

10歳代後半から20歳代にかけての大学進学などに
よる転出だけではなく、30歳前後という今後の地
域を担う世代の転出が顕著となっている。（図 1 ）。

都市住民が持つ農村移住のイメージについて、
一般社団法人移住・交流推進機構（JOIN）及び
認定NPO法人ふるさと回帰支援センターが実施
した調査によると、「空気がきれい」「住宅・土地
の価格が安い」「自然が多く安らぎが感じられる」

「子どもに自然を触れさせることができる」など
の回答が多く、特に多くの都市住民が農村は子育
てに適していると考えている。このような中、農
村への関心の高まり、新たな生活スタイルを求め
て都市と農村を人々が行き交う「田園回帰」や、
定年退職を機に農村へ移住する動きがみられるよ
うになってきた。しかし、地方移住において「移
住先では求める給料水準にない」「田舎の人間関
係が不安」「どこから手を付けて良いのかわから
ない」など不安の声もあり、仕事が原因で移住で
きないケースや人間関係の変化に対する不安で移

図 1　年齢 5層階層別純移動率の推移（1990 ～ 2010年）
（出典：みなかみ町まち・ひと・しごと創生本部の提供データによる）
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住できないケースもある。
こうした状況を踏まえ、みなかみ町では、人口

減少に歯止めをかける施策の一つとして、若い世
代の移住・定住を促進すべく、平成27年 5 月より
地域おこし協力隊（以下「協力隊」という。）制
度を活用することとした。

3	 取組内容と成果
（1）三位一体の受入体制

みなかみ町では、協力隊制度を導入した平成27
年度当初、隊員を臨時職員として任用する「直営
型」とし、隊員 3 名が活動していた。

しかし、さまざまな事情から任期の 3 年を待た
ずに 2 名が退任してしまった。このままでは協力
隊制度を導入した目的の“定住”に結びつかず、
成果が上がらない危機に直面した。

そこで、隊員の持続的な活動支援や町の実務担
当者の事務負担軽減を考慮し、地域内での定住に
向けた就労支援とするべく、それまでの直営型で
はなく、町の課題解決に向けて活動する町内の 8
つの団体（以下「協働団体」という。）と協力し、
町で委嘱したあと、協働団体へ協力隊業務を委託
し、地域おこし協力隊員兼協働団体職員として隊
員を受け入れる形（以下「事業所雇用型」とい

う。）に切り替え、協力隊事業に取り組むことと
した。

具体的には、町の課題解決のための取組を町内
の協働団体に業務委託（業務名：地域おこし協力
隊活用等業務）し、それぞれの協働団体が地域の
行事の実施などの隊員の活動をフォローすること
に加え、隊員と地域住民とのマッチングなどの調
整・支援、隊員の生活面でのフォローと包括的に
対応している（図 2 ）。

隊員の募集については、町が隊員数を決定した
あと、募集から採用までを協働団体が主導して実
施する。隊員は、採用後、地域課題の解決に向け
て協働団体に所属しながら協力隊活動に取り組
み、任期終了後も引き続き所属していた協働団体
で活動することとしている。なお、就業規則など
は町で設定しておらず、それぞれの協働団体の就
業規則に準じている。

町は、協働団体に所属しながら協力隊活動を行
うことで、活動のしやすさや民間企業との連携の
しやすさなどが向上し、隊員がよりスムーズに地
域へコミットできるようにしている。また、全隊
員による打合せや年度末の活動報告会など、全体
の情報共有にも努めている。町は、協働団体へ委
託して終わるだけではなく、協働団体と協力隊の
双方に寄り沿い、コミュニケーションを取れるよ

図 2　受入体制図

令和3年度 地域活性化ガイドブック 令和3年度 地域活性化ガイドブック58 59

令和 3 年度 地域活性化ガイドブック 地域おこし協力隊と共にあゆむ自治体



うに近い距離にいることを心掛けているのである。
事業所雇用型へ切り替えたことで、隊員は実務

を経験しながら自分がやりたい活動を行うことが
でき、任期終了後もその団体で引き続き就労する
ことが可能となる。協働団体としては、団体活動
における人材の確保につながっており、町として
も、地域のさまざまな課題を協働団体や協力隊を
通して解決することができるため、隊員・団体・
町が三位一体となって定住促進や地域の活性化に
つなげている。その結果、隊員数は年々増加し、
令和 3 年10月時点で12名の隊員が活動し、延べ隊
員数は19名（任期中の辞退者を含む）となってい
る。任期終了者数 7 名のうち 4 名（起業者 2 名、就
業者 2 名）が定住し、定住率は63%となっている。

（2）協力隊OBによる移住・起業支援
協働団体の一つである一般社団法人FLAPは、

協力隊OBが任期終了後に設立した法人で、地方
移住に関心がある人に対し、移住・起業支援など
を行っている。 8 つの協働団体のうち、唯一「起
業」を目的として隊員を募集しており、現在 2 名
がFLAPでの移住・起業支援業務に携わりなが

ら、自身の起業に向けて活動している。FLAPで
の業務を通じて、地域に入り込んでいくことにな
り、地域とのつながりづくりにも貢献している。

代表の鈴木雄一氏は、「業務を通して隊員のや
りたいことを具体化し、任期終了後の起業につな
げていくため、起業に向けた事業計画のアドバイ
スや準備支援、地域の関係者への紹介などのサポ
ートを行っている。また、移住支援業務も行って
おり、隊員と地域の接点を多く作ることを心掛け
ている。起業を通して、協力隊と地域住民の双方
が協力し合う町にしていきたい。それができれ
ば、隊員もやりたいことができ、結果として定住
につながると信じている」と協力隊制度と起業の
視点から隊員の定住や地域の活性化、そしてまち
の未来について語った。

4	 課題と今後の展望
（1）みなかみ町が抱える課題

事業所雇用型として多くの隊員の受入れと定住
を進めているみなかみ町であるが、事業所雇用型
ゆえの課題もある。

ワークショップ準備中の中村氏オンライン相談中の鈴木氏
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①雇用の仕組みづくり
隊員の任用において、町は協働団体に対して任

期終了後も継続して雇用することを前提に委託し
ていることから、協働団体が隊員の雇用を継続す
るための支援措置が重要となる。就業先となる協
働団体への雇用支援や収益向上策などを考えてい
かなければならない。

②本音が言い合える関係づくり
隊員が任期終了後に定住するかどうかは、就労

支援のほか、どれだけ地域と隊員をつなぐことが
できるかにかかっている。事業所雇用型の体制を
とることで任用者数と定住率は増加しているもの
の、町と隊員の距離が遠くなるというデメリット
もある。チャットツールを活用するなど、こまめ
に隊員とコミュニケーションをとるよう努めてい
るが、任期終了後も住み続けてもらうためには、

本音を言い合えるような良い関係を構築すること
が必要である。

③町における支援体制の平準化
協働団体や隊員を支援する上で、町担当職員が

与える影響は大きい。委託先の協働団体が業務を
通じて協力隊を支援するものの、それに甘え、協
働団体や隊員とのコミュニケーションを疎かにす
ると関係が希薄となり、定住促進につながらない。
異動がつきものの行政職員において、誰が担当と
なっても同じ水準で対応できるかが課題である。

（2）今後の展望
将来的には任期満了者の定住をさらに増やすこ

とを目指している。同時に協力隊受入人数を増や
し、人口減少に歯止めをかける一助とする。その
ためにも隊員が町で実現したいことを行政・協働

（左から）一般社団法人FLAP代表 鈴木 雄一氏、地域おこし協力隊 中村 明子氏、町観光商工課 中山 文弥氏
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けた好循環を着実に生み出している。これは、人
生をかけて町に関わってくれる隊員のことを何よ
りも思い、住み続けてもらうために就業につなげ
られるか、地域内に入ることができるかなど、地
域との“つながり”を一番に考えて実施してきた
ことの結果である。

今後、協力隊を通した更なる定住促進に向け、
どのような展開を生み出していくのか期待したい。

団体と共有し、伴走しながら人材や資源とマッチ
ングさせるなど、こまめなサポートや活動の環境
づくりを協働団体とともに実施し、併せて協力隊
を入れる地域の土壌づくりを進めていくことが必
要となる。

協力隊事業を担当する町観光商工課の中山文弥
氏は「協力隊には人生の 3 年間をこの町で過ごし
てもらっている。そのことを重く受け止め、隊員の
定住につなげるべく支援していくことが町として
の責務だと思っている。それを念頭に置かなけれ
ば、この制度を活用する意味はないと考えている。
隊員がどれだけ楽しく働きながら定住できるかを
考え、受入者数及び定住者数の更なる増加に努め
ていきたい」と話し、また「協力隊制度は多様な
外部人材が地域に関わることができる。さまざま
な人材が地域に溶け込むことで、多様で魅力的か
つ持続可能なまちへと成長していけると信じてい
る」と協力隊制度とまちづくりへの熱い思いを語
った。

5	 おわりに
みなかみ町はさまざまな団体と連携して幅広い

受け皿を作り、就労や起業を軸に定住する流れを
つくることで、協力隊の受入人数及び定住者数を
伸ばしている。町・協働団体・協力隊の三位一体
により、協力隊による地域活性化に加え、隊員の
定住促進で、多様かつ持続可能なまちづくりに向

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
川田 寛実（青森県藤崎町から派遣）

人　口 18,135人（令和 3年 4月末現在）

面　積 781.08㎢

連絡先 	群馬県みなかみ町観光商工課
	 TEL	 0278-25-5028

群馬県みなかみ町 地域の概要

元々染色について学んでおり、それを生かした仕
事をしたい思いでさまざまな地域を探したときに、
起業型での協力隊を募集していたFLAPに出会い応
募した。実務を通して起業の知識や地域コミュニテ
ィに入ることができている。協力隊という肩書だけ
ではなく、FLAP職員というもう一つの肩書がある
ことで、地域内への溶け込みやすさを感じている。
任期満了後の起業に向けて、地域住民との関係性や
拠点づくりを着実に築いていきたい。また、ゆくゆ
くは起業した協力隊OGとして、移住初心者やこれ
から入ってくる後輩の隊員に対して、アドバイスな
どのサポートができるよう関係を築いていきたい。

協力隊員の声

中村 明子
みなかみ町地域おこし協力隊・

一般社団法人FLAP所属
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1	 はじめに
胎内市は新潟県の北部に位置し、新潟市から北

に約40km、東には飯豊連峰、西には日本海が広
がっている。

平成17年 9 月、胎内市は、旧中条町と旧黒川村
が合併して誕生した。市の北西部（旧中条町）で
は稲作を中心に、農業・畜産業が盛んである。ま
た、四季を通じて観光資源に恵まれ、市の南東部

（旧黒川村）にはスキー場やフィッシングパーク、
リゾートホテル、ゴルフ場など子供から大人まで
楽しめる施設が多数あり、アクティビティ体験の
ための環境が充実している。

人口は年々減少し、高齢化率は36.1％（令和 3
年 8 月末現在）となっており、特に山間部では人
口減少が急速に進行している。農業経営者の減少
や耕作放棄地の増加が問題となり、また、担い手
不足で祭りなどの伝統行事が継続できない事態や
空き家の増加などがもたらす地域コミュニティ機
能の低下が危惧されている。

2	 協力隊制度導入の経緯
（1）住民の当事者意識の醸成

胎内市は、市の総合計画が掲げるまちづくり
「自然が活きる、人が輝く、交流のまち」の実現
のため、市民協働や地域活性化に取り組んでいる。

地方消滅論が騒がれ、地方創生が全国的に広が
りを見せていた平成26年、計画を推進する総合政
策課では、地域活性化のためには行政だけではな
く、住民も地域課題の当事者として主体的に地域
づくりに参加する必要があり、その前提として住
民の当事者意識の醸成が必要だと考えた。

胎内市の人口は、バブル崩壊後に減少がはじま
り、平成12年の34,274人以降は減少が加速してい
た（令和 3 年 8 月末現在：28,144人）。そこで市
では、人口減少や高齢化による悪影響をできるだ
け抑えながら、この地域で暮らすことに幸せを感
じられるまちづくりを通じ、将来にわたって活力
ある地域を維持することを目指すことにした。

胎内市は、人口減少や高齢化が進む中、地域の活性化のためには、地域に対する住民
の誇りを醸成することが重要と考え、地域の活性化策を住民に考えてもらう「集落点
検」を実施した。集落点検を通して見えた地域の課題に対し、住民と寄り添いながら解
決する担い手として、地域おこし協力隊制度を導入した。
地域おこし協力隊・地域・行政が「三方よし」となるように、三者が連携した体制づ
くりに取り組んでいる。
本稿では、胎内市の地域おこし協力隊の受入体制・環境について、協力隊制度の導入
に至った経緯、三者間の連携や地域おこし協力隊のミッションの工夫といった取組内容
を紹介する。

人口減少社会を見据えた活力ある地域おこし
〜地域と若者が育み合い、地方の持続可能性を高める〜

事例紹介8

新潟県 
胎内市
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（2）集落点検の実施
平成26年〜27年、市内の山間部に位置する鍬江

集落や坂井集落で、住民自身が地域をどのように
していきたいのかを考えてもらうため、「集落点
検」を実施した。

集落点検は、中学生以上の住民に対して「集落
アンケート」を実施し、結果を住民全員で確認しな
がら、地域の現状や課題を共有することから始ま
る。地域の散策調査としてまち歩きやワークショッ
プ、全体共有を行う検討会などが行われ、地域活
性化に向けたアイデア出しをする。集落点検には、
地域の役員はもちろん若者世代など大勢の人が参
加した。また、住民だけではなく県内の大学生も参
加し、地域活動に参加する機会の少ない大学生が、
住民が気づいていない地域の魅力を見つけること
で、住民のモチベーションアップにつながった。

集落点検に参加した住民からは、これからの地
域のあり方について前向きな意見が多く出るな
ど、地域活性化に向けた可能性が感じられた。

しかし、市として一つの地域にのみ伴走し続け
るわけにはいかず、かと言って市内136あるすべ
ての地域に平等に寄り添うのも困難であるため、
伴走方法を模索した。その中で、外部・若者の立
場として地域に入り、住民とともに地域活性化に
向けて活動できる地域おこし協力隊（以下「協力
隊」という。）制度の活用が浮上した。

協力隊制度の導入にあたり、稲垣文彦ほか著
『震災復興が語る農山村再生―地域づくりの本質

―（コモンズ、2014年）』が参考になった。同書
から、平成16年の新潟県中越地震からの復興の過
程において、協力隊のモデルとなった「復興支援
員」の存在が大きかったことを知る。地域活性化
のためには住民が主体的に取り組む必要があると
考えていたが、地域外からの人材がその呼び水と
なるという認識を持つに至り、集落点検で描かれ
たビジョン実現の手法として、協力隊を活用する
ことを決め、受入準備や制度・運用設計を始めた
のである。

3	 取組内容
（1）隊員の受入準備

胎内市は、隊員を受け入れる前段階から入念な
準備を行う。

隊員を募集するにあたっては、はじめに隊員の
受入（活動）地域となる自治会を募集する。受入
れを希望する自治会は、隊員とともに取り組みた
い内容を記載した「受入調査票」を市に提出し、
市は自治会役員を対象にヒアリングを実施する。
対象は、地域の運営にかかる基本的事項や取り組
みたい内容など多岐にわたる。

ヒアリングを経て受入自治会が選定されると、
前述の集落点検を実施し、地域の活性化策を住民
自身が考える。集落点検への参加の呼びかけは市
から地域の区長を通じて行われ、そこで行政と地
域一体で隊員のミッションを明確化し、地域が求

集落点検の様子
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める人物像を描く。集落点検のプロセスは、地域
にとって、隊員着任に向けた心の準備にも役立
ち、スムーズな受入れにつながっている。

（2）隊員の募集
隊員の募集は、協力隊導入時に制度設計を担っ

た市の職員と協力隊OB・OGからなる特定非営利
活動法人ヨリシロ（以下「ヨリシロ」という。）
が市から業務を受託して実施している。主な業務
内容は、隊員の募集や受入地域と隊員とのコーデ
ィネート、隊員の活動計画づくりへの支援であ
る。市の協力隊担当者は、「ヨリシロには、胎内
市の協力隊OB・OGが複数名在籍しており、隊員
の受入れにあたり、市では手が届かない部分まで
隊員目線でサポートできる利点がある」と話す。
都市部から地方へ移住し、地域で活動する隊員の
心情は、協力隊OB・OGが最も理解できる。ま
た、人事異動などで市の担当者が変わるごとに、
行政職員としては特殊な業務である隊員の募集・
受入のノウハウを新旧担当者間で引継ぐことは難
しい面もあるが、これを協力隊OB・OGの活用も

図りながら補うヨリシロの存在は大きい。
募集時には、集落点検の結果を踏まえ、具体的

な 2 ～ 3 の活動プログラムを例示する。これは、
募集時のプログラムに一貫して取り組むのか、新た
にプログラムを設定して取り組むのかは、実際に地
域に入ってから決められるようにするためである。

採用時の面接には、副市長、担当課長、地域世
話人（区長）に加えて、活動地域の住民が立ち会
う。市は地域のビジョンの実現とともに、着任す
る隊員が地域で取り組みたいことを最大限尊重す
る。地域と隊員のどちらか一方でも意向に沿って
いないと、 3 年間という任期中、隊員が満足のい
く活動ができなくなるためである。

（3）隊員の活動
面接を経て隊員に採用されると、まずは着任オ

リエンテーションが開催される。ここでは、隊員
のミッションや心構え、そして、会計年度任用職
員として採用された場合には行政職員としてのル
ールを説明する。

胎内市が掲げる隊員のミッションは、以下の 2

地域おこし協力隊募集までの流れ
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つである。

�①住民の地域に対する誇りの醸成 
②地域資源を活用した新たな価値の創造

その後、活動場所となる地域の住民と顔合わせ
を行う。隊員は地域への自己紹介チラシを作成す
るとともに、いち早く地域に溶け込めるように地
域内を散策し、地域住民に積極的に声をかける。

隊員は、着任後 1 ヶ月程度で、集落点検で描か
れたビジョンを軸に、隊員自身が実施したいこと
を踏まえて 1 年間の活動計画を作成し、住民と意
見交換する。 2 年目以降の活動計画作成時には、
活動プログラムに必要な予算案を隊員自身が策定
する。

（4）市とのコミュニケーション・情報共有
地域で活動する協力隊だが、任期中は市役所に

も席が用意され、いつでも市役所で働くことがで
きる。

毎月第 1 火曜日には月次ミーティングが開催さ
れ、課長、係長、担当者、協力隊が出席する。普
段隊員と接する機会が少ない課長にとって、活動
状況を把握する良い機会になっている。このミー
ティングは、協力隊の活動計画の進捗状況を確認
するほか、活動での課題を隊員同士で共有する場
でもあり、意見のやり取りから隊員同士が連携し
た事業も生まれる。また、担当者から課長や係長
への情報共有の場を別に設ける必要がなくなり、

市の業務の効率化にもつながっている。

（5）市が心がけていること
市は協力隊のサポートに関して、地域に持続的

な活力をもたらしたか、本人にとっていかに実り
多い期間を過ごしたか、を重視している。

毎週火曜日には、係長、担当者、協力隊がその
週の活動について情報共有する週次ミーティング
を開催しており、これが隊員が活動しやすい環境
を考える機会にもなっている。

このように胎内市が行政と協力隊のコミュニケ
ーションを重視するのは、他の地方公共団体で起
きている問題を踏まえてのことである。協力隊導
入の検討時、県の協力隊担当職員研修会に参加し
た際、他の地方公共団体で活動している現役の隊
員からさまざまな課題を耳にした。そこで、認識
や方向性の差異など、行政と協力隊のコミュニケ
ーション不足から問題が生じることを知り、隊員
の受入れに際しては、積極的にコミュニケーショ
ンを取ることにしたという。

担当職員と気軽に相談できる体制が整えられた
ことが、地域でのミッション以外にも取り組みた
いことがある隊員にとって、充実した活動につな
がっている。胎内市が隊員に与えるミッション
は、当初に設定したものを軸としながらも、地域
の実情や隊員の意向に応じて変更することも多
い。地域に入る前に集落点検を中心に入念にヒア
リングを実施するが、限られた時間では十分でな

月次ミーティングの様子 週次ミーティングの様子
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いこともあり、また、地域活性化に向けた課題に
は、着任後に気づくこともある。枠にはめすぎず
に余裕をもたせたミッションとすることが、隊員
の個性・やりたいことを生かした取組につながる
と考えている。

隊員が地域で活動する上で、地域と隊員の自律
性を尊重しており、方向性が大きく変わらない限
り行政から指示を出さないようにしている。ま
た、任期終了後の定住や起業については、着任当
初から、任期終了後にどのような形で地域と関わ
りたいかヒアリングをしており、任期中から任期
終了後を見据えた対応にも心がけている。

（6）協力隊導入の成果
隊員を受け入れた地域では、隊員に後押しされ

るように、住民に活力が芽生えている。朝市を地
域の公会堂の玄関先で開催していた坂井集落では、
地域の農家から「小さくても良いから店舗があっ
たら良いな」という声があがった。そこで、隊員
が先頭に立ち「ムラとマチを繋ぐ拠点づくり　里
の駅OPENプロジェクト」を立ち上げ、全国から
募集したインターンや地元の大学生とともに、地
域内に設置されていた米の自動販売機のスペース
を朝市用の店舗として「里の駅いちべえ」をオー
プンした。毎週日曜日に朝市が開かれ、また、毎
月イベントが開催されるなど地域内外の交流の場
になっている。現在、里の駅いちべえの隣に「そ
ば処いちべえ」をオープンし、地元産そば粉を使
用したそばを販売している。

これまでに 3 名の隊員を受け入れた坂井集落の
区長は、「隊員が地域に来ると地域に元気が出る。

マンネリ化しつつあった地域の取組や行事も、外
部の人・若者の視点が入ることによって、地域の
人からも前向きな意見が積極的に出るようになっ
た」と話す。

4	 課題と今後の展望
（1）課題

胎内市は、隊員の任期終了後の就職や起業に対
する支援の拡充が課題と考えている。現状は、起
業支援補助金による支援が主である。そこで市
は、起業にあたり任期中に住民と築いた「信頼貯
金」を大切にするようアドバイスしている。これ
は、特に地域資源を活用する事業の場合、地域資
源を調達する面で住民との関係がカギとなるため
である。

令和 3 年時点で 3 年間の任期を満了した元隊員
4 名のうち、定住しているのは 3 名となってお
り、定住率は全国平均を上回る。しかし、定住し
た元隊員もその多くが、任期終了間際まで尻込み
したという経緯もあり、決して手放しで喜べる状
況ではないと市は考えている。協力隊制度は地域
外から人材を受け入れ、地域への定住を図るもの
ではあるが、「着任した隊員が定住してくれるこ
とは望ましいが、地域に縛り付けるものになって
はいけない」との立場から、隊員の取組を応援す
る姿勢である。

（2）今後の展望と目指すべき方向
これまで隊員を受け入れてきた地域は主に山間部

であり、今後は平野部でも、地域が抱える課題の
解決に向けて、隊員が活躍することが期待される。

隊員を導入している地域では、ヨソモノと一緒
に体験活動や小さなチャレンジに抵抗なく取り組
めるようになった。フットワークが軽くなり、楽
しいなどの感情が自然と出るようになっている。

今後は、市の協力隊の目的を理解した上で、活性
化に向けて取り組む意欲がある地域には、隊員を受
け入れるよう積極的に働きかけていく方針である。里の駅いちべえの様子
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それが手段であることを共通認識とした上で、協
力隊導入だけを目的としてしまわないように留意
する必要がある。特に、隊員の採用が行政の仕事
ではないので、安易な気持ちや中途半端な受入体
制で採用することは避けたい。また、胎内市のよ
うに協力隊の活動場所が限られた地域となる場合
には、事前に地方公共団体と地域が協力して受入
体制を整えることを強く勧めたい。

5	 おわりに
胎内市の協力隊が自身の経験やスキルを地域で

発揮できるのは、市が地域のことだけでなく、協
力隊のことも真剣に考えて体制づくりに取り組ん
だ結果と考えられる。

活動中、協力隊事業に関して、市や隊員に意見
がある場合、週次ミーティング以外にもその都度
話し合いの場を設けている。たとえ意見がぶつか
ることがあっても相手に気を遣って妥協すること
はせず、双方が納得するまで話し合うことで、前
向きな改善につなげている。

また、胎内市の協力隊制度の強みは、協力隊・
地域・行政の三者の距離が近く、それぞれの立場
や肩書を超えて話ができる点にある。これは、市
が隊員の受入れを進める前に、地域で集落点検を
実施して課題を明確にし、隊員が認識を共有した
上で地域での活動を始めることによるものである。

地方公共団体が協力隊制度を活用する際には、

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
倉本 隆行（千葉県君津市から派遣）

人　口 28,286人（令和 3年 4月末現在）

面　積 265.2㎢

連絡先 	新潟県胎内市総合政策課
	 TEL	 0254-43-6111
	 URL	 http://www.city.tainai.niigata.jp

新潟県胎内市 地域の概要

地域ではコケの栽培をやりたいということで、隊
員募集の面接時にそのことを伝えたところ、市がそ
の思いを十分に尊重してくれました。着任後も、地
域と市からはミッションで制限されることはなく、
活動に窮屈さを感じることは少なかったです。
着任してからは、地域に住む一人として、住民と
コミュニケーションを多くとるようにしました。地
域のために活動することは、結果として、そこに住
んでいる自分の身にも返ってきます。その結果、住
民との付き合いが生まれ、その後の活動のやりやす
さにつながりました。
令和3年3月で任期を終えたあとも坂井集落に定
住し、コケの栽培と販売を中心に活動しています。

協力隊の声

朽
く た み

網 裕
ゆう

子
こ

胎内市地域おこし協力隊OG

左から胎内市浮須氏、隊員OG朽網氏、
坂井集落区長坂上氏、胎内市水澤氏
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1	 はじめに
南砺市は、平成16年11月 1 日に、福野町、福光

町、井波町、城端町、井口村、平村、上平村、利
賀村の 4 町 4 村が合併して誕生した。富山県の南
西部に位置し、面積の約 8 割が白山国立公園を含
む森林である。

主要産業は、平野部ではアルミニウム、橋梁・

建築資材、工作機械等を中心とした製造業、山間
部では建設業や観光業である。

また、ユネスコ世界遺産に登録された「五
ご

箇
か

山
やま

合掌造り集落」など、歴史や文化が色濃く残る。
近年は、婚活や子育て、定住支援に力を入れて

おり、宝島社「田舎暮らしの本」では、住みたい
田舎ランキング北陸エリアで 6 年連続 1 位（2016
～2021）に選ばれている。

南砺市では地域おこし協力隊制度を運用にあたって「隊員の定住、定着には地域の理
解と協力が不可欠で、地域とのつながりが重要」という考えのもと、隊員の募集時から
積極的に地域が関わる仕組みをつくっている。採用後は中間支援組織に隊員のサポート
を委託することで、サポートを充実させ、隊員が自由に活動できる環境の整備に努めて
いる。本稿では「世界につながる一流の田舎」を目指す南砺市の協力隊を輝かせるため
の取組について紹介する。

「世界につながる一流の田舎」で輝く 
地域おこし協力隊
～行政・地域・協力隊が協働するまちづくり～

事例紹介9

散居村の景観

富山県 
南砺市
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2	 協力隊制度導入の経緯
（1）導入前の状況、課題

南砺市が誕生した時点では59,230人だった人口
は、平成22年度末には54,826人と、年間700人を
超えるペースで減少していた。その時点で高齢化
率は30％を超え、少子高齢化に歯止めがかからな
い状況だった。この影響により、空き家が増加し
地域のにぎわいが減少、それまで続いてきた伝統
的な祭事の後継者不足など深刻な問題が発生して
いた。このような状況を打破すべく、平成22年度
から、集落に合った新たな地域づくりや村おこし
の方法を考える集落支援員を「いっしょに頑張り
隊」として派遣する制度を始めた。しかし派遣要
請は 3 年間で 3 つの集落のみと、この制度は地域
に浸透しなかった。理由として、南砺市のいっし
ょに頑張り隊制度は、集落外に住んでいる支援員
が時々集落を訪れて支援を行う制度であり、集落
の持続的な活性化が難しかった。また、高齢化し
た集落では、新たな事業の実施や取組を行うこと
が困難であることも理由として挙げられる。地域
の「一緒に集落に住み、地域の一員となって支援
してくれる人に来てほしい」という思いを行政が
把握できていなかったのである。

（2）取組の経緯、目的
これを教訓にいっしょに頑張り隊を廃止し、都

市部の人材が、実際に担当地域で生活し、地域住
民と協力して活動しながら地域力の維持強化を図
っていくことを目的として、平成24年 3 月に地域
おこし協力隊（以下「協力隊」という。）の制度
を導入した。

最初は市内でも特に過疎化が進み、地域の活力
維持が喫緊の課題となっていた五箇山地域で隊員
を募集した。地域の若者交流の促進をはじめ、官
学連携や移住コンシェルジュとして地域と移住希
望者をつなぐ取組など、隊員によりさまざまな地
域活性化の活動が行われた。

その後、日本創生会議・人口減少問題検討分科
会の推計による「消滅可能性自治体」に市が含ま
れたことに加え、人口減少により増加した空き家
の利活用を推進する必要性が高まったことを踏ま
え、任期終了後の起業、定住を目的に、移住・起
業モデルとしての隊員や農林業の付加価値・雇用
創出のための 6 次産業化を担当する隊員の募集を
開始した。

また、平成29年度からは、合併前の旧町部をひ
とつのエリアとして、エリア全体の活性化をミッ
ションとする「まちなか担当」の採用を開始した。
五箇山地域での地域活性化の取組が一定程度上手
くいったため、五箇山地域以外の各エリアにも隊
員を配置し、地域ごとに異なる独自の文化・伝統
の振興や情報発信に努めている。それとともに、
SDGsや地域自治会組織のサポートや住民主体の
持続可能なまちづくりの推進にも協力隊を活用し
ている。

3	 取組内容
（1）南砺市における協力隊について

南砺市では平成24年 3 月の制度導入以降、延べ
23名の隊員を受け入れ、令和 3 年 8 月現在、 7 名
の隊員が活動している。隊員のタイプは地域課題
解決型で、移住・定住・空き家対策のほか、各エ
リアのまちなか活性化、SDGsの普及、ローカル
ファンドの活用促進や地域通貨の研究など、それ

世界遺産の合掌造り集落
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ぞれミッションに応じて活動している。
隊員は、会計年度任用職員として市と雇用関係

にある。初年度はフルタイムの会計年度任用職員
として採用されるが、 2 年目以降は、希望に応じ
てフルタイム・パートタイムを選択できる仕組み
である。市では、任期終了後を見据えて活動する
ことを重視しており、 1 年目で将来設計を行い、
2 年目以降、隊員の目指す将来像に合わせて柔軟
に活動できるような環境づくりに努めている。許
可を受ける必要はあるが、 2 年目以降はミッショ
ンに関連する事業であれば副業も可能である。

（2）隊員募集・採用時の工夫
隊員の募集は、以下のプラットフォームサイト

を通じて行っている。

・市ホームページ
・なななんと（市の移住サイト）
・くらしたい国、富山（県の移住サイト）
・JOIN（一般社団法人 移住・交流推進機構）
・SMOUT（株式会社カヤック）
・Furusato（NPOふるさと回帰支援センター）

特にSMOUTなど移住を検討している者と直接
やりとりができるサイトでは、募集要項に合わせ
て求める人物像、地域の特色などを簡潔にまとめ
て掲載し、活動内容や地域の暮らしをイメージし
やすいように心がけている。

募集活動は、事業担当課と地域が連携して進め
ている。特に旧町村の地域振興を担当する協力隊
を募集する際には、地域が抱える課題や目指すべ
きまちづくりのビジョン、隊員に求めるスキルな
ど地域の声を募集要項に反映させている。これに
より、隊員が着任した際に地域とのミスマッチが
起こりにくいようにしている。

書類審査後に面接し採用、という流れが募集・
採用の一般的手順だが、市では、面接の前に募集
担当課、地域づくり協議会や隊員の受入団体、採
用後のサポートを担う一般社団法人なんと未来支

援センター（以下「未来支援センター」という。）
と応募者とでオンラインミーティングを実施して
いる。書類審査と面接だけでは地域の特性や雰囲
気、求めていることを応募者が正確に理解するこ
とは難しい。そこで、事前に地域側とコミュニケ
ーションをとり、関係をつくることで、採用後、
地域に入って活動しやすい体制を整えている。

採用が決まると、地域の不動産事業者と連携し
て隊員の住居を斡旋する。土地勘のない地域での
住まい探しには多くの不安があるが、地域を知り
尽くす行政と不動産業者が連携することで、住居
の確保が円滑に進むだけでなく、活動拠点として
はもとより、生活拠点としても利便性が高い住居
を確保できる。

（3）活動開始時のサポート
活動開始時には、隊員のミッションに関連する

事業者や協力隊OB・OGを紹介している。特に、
協力隊OB・OGとつながりをつくることは、移住
者同士の悩みや協力隊としての地域との関わり方
など、隊員が活動していく上での不安を解消する
うえで非常に重要である。市は、最初の人間関係
づくりが任期中のパフォーマンスや任期終了後の
定住率に大きく影響すると考えている。

なかには、今まで経験したことのない分野のミ
ッションにチャレンジする隊員もいる。市では関
連する部署や事業者と協力して勉強会を開催し、
隊員の活動内容に対する理解を促すことで、未経
験の分野でも滞りなく活動できるような体制づく
りを行っている。

（4）活動中のサポート
活動中のサポートは、中間支援組織である未来

支援センターへ委託している。行政が単独でサポ
ートを行う場合、法律や条例の制約から、隊員の
求めるサポートができないことがある。市は隊員
と雇用関係にあるため、隊員を一職員として見て
しまい、隊員のニーズに寄り添ったサポートがで
きないこともある。未来支援センターでは、出勤
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簿の管理などの事務作業のほか、各種研修の案
内、隊員の活動報告会の企画・実施、季刊誌の作
成や日頃の相談業務まで、幅広くサポートしてい
る。また、未来支援センターにはキャリアコンサ
ルタントの資格保持者が在籍しており、隊員が 3
年間の任期終了後を見据えて活動していけるよ
う、キャリアデザインのサポートも行っている。
また、卒業してから起業や独立をした隊員と今の
自分を比較して、プレッシャーを感じてしまう隊
員もいる。そういった悩みを聴き、共感しなが
ら、隊員が自身の意思で起業や就職など、安心し
て任期終了後の生き方を歩んでいけるようにして
いる。

以上は、サポートを一括して外部委託した効果
と言えるが、一方で、行政も月に一度、隊員、担
当課、未来支援センターの 3 者による定例会を設
けて、協力隊との関係が希薄にならないようにし
ている。定例会では、活動報告をはじめ、活動予
定やイベントの案内、隊員の募集状況など、幅広
く情報を共有している。また、市民が地域課題解
決の取組を報告する各地区の取組発表会で、隊員
が市民へ軽食を提供する場をつくるなど、協力隊
と地域をつなぐための努力を行っている。

（5）取組による成果
南砺市における任期満了隊員の定住率は73%

（11名中 8 名）、令和元年度以降に限れば100%
（ 4 名中 4 名）であり、定住率は着実に向上して
いる。また、任期終了日の前後 1 年以内に起業し
た隊員に向けた地域おこし協力隊起業支援補助金
制度は、令和 2 年度に 2 件活用され、それぞれ

「地域の困りごとを解決する便利屋」「移住・定住
前後相談室、子供・親子創作教室、コミュニティ
イベントスペース運営」事業を起業した。この補
助金制度は、令和 3 年度にも 1 件活用される予定
である。そのほかにも、地域づくり協議会（まち
づくり組織）へパートとして勤務し空き家対策を
推進したり、特産品を販売するマルシェを開催し
たり、地域に根差した活動に継続して取り組む
OB・OGが増えている。これは、任期終了後を見
据えたサポートを行ってきた成果と言える。

また、未来支援センターにサポート業務を委託

月に 1度の定例会の様子

キャリアコンサルタントとの個別相談
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したことにより、隊員の活動における自由度が大
幅に増した。季刊誌の発行や活動報告会は業務を
委託する以前から実施していたが、行政が主体と
なって開催していたため、隊員からするとやらさ
れている感があった。行政の介入を最低限とする
ことで、隊員が自由にやりたいことをできる環境
が構築されている。令和 2 年度の活動報告会は、
退任を控えた隊員の活動報告だけでなく、体験型
ワークショップ、展示ギャラリーなどの企画を 1
週間かけて実施した。広告手段としてYouTube
によるイベント拡散、日替わりのさまざまなワー
クショップを新たに実施したことで、コロナ禍に
もかかわらず延べ100名の市民が来場するイベン
トとなり、隊員と地域住民の交流が促進された。

サポート業務の外部委託によって市職員の事務
負担が軽減された結果、関連する業務も含めて横
断的な取組が可能となった。他の移住定住施策や
副業による関係人口の創出事業など、多くの業務
を経験することで職員側の見識も広がり、より隊
員にとって手厚いサポートができるようになる。

4	 課題と今後の展望
（1）課題と対策

事業の課題として、隊員の途中退任が挙げられ
る。協力隊制度を導入した当初、隊員を行政のサ

ポート要員として捉え、行政主体でミッションを
考えていたために、隊員が思うように活動でき
ず、途中退任する事例が多く発生した。現在は、
募集要項作成の段階から受入地域や関係各課と十
分に協議を重ねて行政と地域のビジョンを共有
し、また、サポート業務を未来支援センターに委
託して隊員が自由に活動できる環境を整備するこ
とで改善が図られている。

また、応募が集まりにくいという課題もある。
活動して欲しい内容や求めるスキルを明確にし、
募集要項に落とし込むことで、地域が求める人材
を適切に確保できるように努めている。また南砺
市には、世界遺産やユネスコ無形文化遺産に登録
された祭りなどの地域資源が多くあり、それらを
身近に触れながら幅広く活動できる環境があるこ

季刊誌の内容も自分たちで検討

一週間かけて実施した活動報告会 活動の自由度は高い（季刊誌に載せる写真も自分たちで撮影）
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隊員を採用しても、隊員がうまく地域に入り込め
ず、途中退任してしまうリスクが高い。南砺市で
は、募集時、採用時、活動中など、さまざまな場
面で対話の場を設けて同じ目標に向かって進むこ
とにしてから、定住率が大幅に上昇した。任期終
了後の更なるサポート体制の構築に努めている南
砺市の取組は、定住率低迷に悩む地方公共団体に
とって解決の糸口となるだろう。

とを応募者に知ってもらうことで、選ばれる地域
となるようにしている。

（2）今後の展望
未来支援センターの支援により、市は行政・地

域・協力隊のネットワークづくりに成功し、 3 者
の協力体制のもと、制度を運用している。今後
は、市内で地域づくり活動をしている人材と隊員
をマッチングさせて、更なるネットワークの強化
や、新たな化学反応を起こすための取組を加速さ
せていく。また、今まで以上に地域の声に耳を傾
け、地域課題を自分事として捉えることで、真に
地域に必要な隊員を獲得し、地域の活性化や隊員
の定住を促進していく。

そのために、すでに活用している起業支援補助
金のほか、国の新たな定住支援メニューである、任
期後の住まいとする空き家の改修補助金の活用を
促進していく。さらに、必要に応じて地元企業と連
携して就業のサポートを行うなど、任期終了後の隊
員に定住してもらうために取り組んでいく。

5	 おわりに
協力隊制度を活用する上で大切なのは、行政の

独りよがりの運用を止め、地域や隊員と協働して
進めることである。行政が感じている地域の課題
は、必ずしも地域が課題として認識しているもの
ではない。活動に対する認識の違いがある状態で

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
岩倉 竜矢（富山県南砺市から派遣）

人　口 49,136人（令和 3年 4月末現在）

面　積 666.84㎢

連絡先 	南砺で暮らしません課
	 TEL	 0763-23-2037
	 URL	 kurashimasenka@city.nanto.lg.jp

富山県南砺市 地域の概要

南砺市は地域おこし協力隊に力を入れており、現
役隊員やOB・OGの方がたくさんいるので、単身で
移住してきても安心して活動できる環境がありま
す。4町4村が合併してできた市ということで、旧
町村ごとに協力隊が配置されています。各地域で活
動する隊員を通して地域のさまざまな情報が入って
くることも面白いです。休眠預金の活用、地域通貨
に関する研究など、未経験の分野での活動で大変な
部分もありますが、共に活動する協力隊や地域の方
との関わりをつくりながら、卒業後の起業に向け、
精力的に活動していきます。

協力隊員の声

吉野 玄暉
南砺市地域おこし協力隊・ 
なんと幸せ未来基金担当
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1	 はじめに
伊那市は、平成18年に伊那市・高遠町・長谷村

が合併し新「伊那市」として誕生した。長野県の
南部に位置し、南アルプスと中央アルプスに囲ま
れ、中央部を太平洋へと続く天竜川が縦断する。
第一次産業は、米作りのほか、野菜、果樹、花き
などの栽培が盛んで、第二次産業は、ものづくり
産業の拠点としていくつもの工業団地が形成され
ており、高度な生産加工技術産業と医療機器や食
品などの健康長寿関連産業が集積している。

観光分野では、南アルプス国立公園を中心とす
るユネスコエコパーク、ジオパークのほか、「天

下第一の桜」と称される高遠城址公園のタカトオ
コヒガンザクラ、「信州そば発祥の地 伊那」に由
来する高遠そばなどの地域資源が存在する。

伊那市は雄大な自然と受け継がれてきた歴史・
文化・伝統に新たな価値を見出し、地域資源に磨
きをかけることなどにより「創造と循環のまち」
を目指し、歩みを進めている。

2	 協力隊制度導入の経緯
（1）導入前の状況

伊那市の総人口は、平成 7 年の72,321人をピー
クに緩やかな減少に転じ、平成26年には68,932人
となった。他地域と同様に、少子高齢化により人
口減少が進行し、中山間地域では過疎化が進む中
で、地域の担い手や地域活力が失われるなど、地
域を取り巻く環境は厳しさを増している。定住人
口の増加や福祉サービスの充実等により、住み慣
れた地域で安心して暮らせる社会の実現が求めら
れている。

（2）導入の経緯と目的
少子化と若年層の域外流出の進行による人口減

少に歯止めをかけるため、伊那市は平成25年10月花の丘から望む街並みと中央アルプス

伊那市は、平成26年度から地域おこし協力隊制度を活用しており、現在までの延べ
受入人数は29名で、任期を終了した13名の定住率は100％である。伊那市の特徴は、
協力隊の勤務時間を週24時間とし、兼業の自由化を推進している点である。
本稿では、地域資源を活用した地域おこし協力隊の取組内容と実績、任用中のサポー
ト体制や定住に向けた支援策について紹介する。

パートナーとして寄り添い、 
柔軟な活動を後押しする伊那市
～定住率100％を実現する支援策と環境整備～

事例紹介10

長野県 
伊那市
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に移住・定住促進プログラムを策定した。このプ
ログラムでは、SWOT分析から導いた農業と教
育をキーワードに、「地域の魅力アップ」「独創性
のある支援策」「将来を見据えた戦略」「きめ細や
かな受入体制」「効果的な情報発信」の 5 つの視
点から移住・定住に向けた総合的な対策を進めて
きた。具体的には、地域住民との協働により若者
世代の転入促進・転出抑制や、新規就農者世帯の
受入れなどの取組を進めるべく、平成26年から平
成35年までの10年間の計画期間の中で各種施策を
実行してきた。

同プログラムでは、各種施策のうち、農業分野
の後継者不足の解消、観光資源の利活用、SNSを
活用した情報発信、移住交流支援などを目的とし
た地域協力活動を地域おこし協力隊（以下「協力
隊」という。）の活用事業と位置付け、平成26年
度に地域農業、観光など 4 つの分野ごとに 1 名、
計 4 名の地域おこし協力隊員を採用した。

また、郷土愛の醸成とともに知名度を高め、居
住地として選ばれる市となるため、平成26年11月
にシティープロモーション戦略を策定した。その
後、まち・ひと・しごと創生法の施行に伴い、移
住・定住促進プログラムとシティープロモーショ
ン戦略を地方創生総合戦略に一元化し、戦略的に
事業展開している。

3	 取組内容・成果
（1）�柔軟な活動を後押しする任用形態及び勤務

体制
隊員の採用にあたり、雇用関係のある一般職非

常勤や特別職非常勤とする地方公共団体が 8 割近
く存在する中、伊那市は雇用関係のない個人事業
主として委託する形態をとっている。勤務体制は
週24時間勤務を基本とし、就業時間は隊員自身が
決定できるフレックス制をとり入れ、活動に支障
をきたさない範囲で兼業を許可している点が特徴
である。

背景には、任期終了後の定住を見据え、隊員が

地域で時間をかけて準備できるようにとの配慮が
ある。勤務時間に縛られず地域に関わる時間が持
てることで、多様な住民とつながり、希望に沿う
活動拠点を探す余裕ができるなど起業の足掛かり
が増える。起業のタイミングは任期終了後である
必要はなく、任期中にビジネスを始めることがで
きれば、よりスムーズに定住することができる。
任期終了後の生業を確保するために積極的に兼業
にチャレンジしたいという隊員の思いに寄り添う
伊那市の姿勢が垣間見える。

実際に、隊員の中には柔軟な働き方ができるこ
とを理由に伊那市を希望した者も多く、また、任
期終了後に起業した隊員のほとんどがミッション
と関わりのある分野で活躍するなど実績に結びつ
いている。例えば、都市部で営んでいた事業を無
店舗型にすることで、移住後も事業を継続できた
ケースや、所属していた会社と個人契約を結び、
移住後も仕事を続けるケースがある。近年は新型
コロナウイルス感染症拡大の影響により、企業の
リモートワーク導入の流れが拡大しており、オフ
ィスに行かず遠隔地で仕事をすることが可能にな
った。伊那市の勤務体制はコロナ後の働き方に即
したものであることがわかる。

（2）活動のしやすさを追求した受入体制及び支援
伊那市では、隊員の定住を見据え、活動しやす

い環境づくりに重点を置いた受入体制に特徴があ
る。

①採用～活動開始時のサポート
採用に関し、新型コロナウイルス感染症拡大に

伴い県内外の移動が制限される状況下で、令和 3
年度の募集から対面型の面接に加えオンラインで
の面接を導入した。その結果、海外在住の日本人
が現地から面接を受けるなど、より広範に希望者
を受け入れることができた。社会情勢に応じた運
営側の柔軟な対応により、隊員採用の間口が広が
り、優秀な人材発掘につながる。伊那市は対面で
の面接を基本としつつも、今後は必要に応じてオ
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ンラインを活用する方針である。

②任期中のサポート
伊那市は隊員の住まいとして市営住宅を無償で

提供し、任期終了後も有償ではあるが継続使用を
認めている。これは任期終了後の定住を見据え、
活動期間中から安定した環境で準備をし、卒業後
の活動につなげていくためである。また、長野県
は移住先として人気が高いことから、県内で移住
先を探していた移住希望者が伊那市の協力隊募集
情報を知り、住居を確保できることを理由に応募
した事例もある。

伊那市は定住や起業に向けた支援として、起業
支援補助金の活用に加え、隊員の思いに寄り添う
形でミッションを調整している。募集形態は活動
内容を明確に定めるミッション型であるため、隊
員が取り組むテーマはあらかじめ決まっており、
観光・農業・教育・まちづくり・林業・スポー
ツ・文化共生などのさまざまな分野で活動する。

協力隊の担当者は、受け入れる側として、まず
は行政側の土台をしっかりと作っておくことが重
要だとの考えから、隊員のミッションに応じた活
動内容を具体的に設定することを意識し、事業課
と調整している。例えば、募集要項などに記載さ
れた他団体の活動内容を見ると、観光振興分野の
場合、「観光需要につながる新たな観光コンテン
ツの開発」「各種イベント事業の企画・運営に関
すること」など、一般的で抽象的な表現となって
いる場合がある。一方、伊那市は「無電柱化の完
成に向け、地域と連携した観光名所となる城下町

づくりの推進」「石仏、史跡旧跡に新たな観光資
源を加えた、終日楽しめる城下町のテーマパーク
化の実現」のように、伊那市の地域性を加えた具
体的な内容が記載されている。筆者は、細かな点
だが具体的な活動内容の設定は行政側の本気度を
示すと同時に、任用中のミスマッチを回避する工
夫として注目すべきだと考える。全国的に着任か
ら 1 年以内に退任し定住につながらないケースが
ある中、定住率100％を保つ要因の一つに挙げら
れるのではないか。

また、地域外からの新しい風を地元に還元する
ため、隊員自身がこれまで培ってきたノウハウを
生かす方向でミッションを調整することも重要で
ある。そこで、活動開始後は、行政が設定したミ
ッションの大きな軸がブレない程度に隊員のノウ
ハウが生かせるように、担当者が隊員と積極的に
コミュニケーションを取り、活動内容をすり合わ
せている。

コミュニケーションに関しては、月 1 回の月例
会と年 1 回の活動報告会のほか、ミッションと関
わりのある担当課の職員を各隊員のサポート役と
して任命し、協力隊の総合的なマネジメントを行
う移住・定住コーディネーターを 1 名設けてい
る。早い段階から将来のイメージを抱いている隊
員もいれば、活動しながら考える隊員もいるた
め、活動をスタートさせた後はそれぞれの隊員の
ペースに合わせて相談にのる。担当課の職員は最
低でも月に 1 回は隊員と打合せの場を持つよう指
示されており、予算編成時期には次年度の活動内
容を隊員と調整した上で、必要な経費について予
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表 1：採用時から任期終了後までのサポート
採用～活動開始時 任期中 任期終了後

・オンライン採用面接の導入 ・住居の無償提供
・起業支援補助金
・定住や起業に向けた支援とミッションの調整
・担当職員の配置（個別支援）
・移住・定住コーディネータ―による相談・マネジメント支援
・月例会の開催（情報共有）
・活動報告会の実施
・兼業の自由化

・住居の継続使用許可
・起業支援補助金



算計上している。担当課の職員をサポート役とし
て配置することで個々のニーズを把握することが
できる。移住・定住コーディネーターは各隊員の
活動状況の確認とミッションの進行管理、隊員間
の協力体制の構築支援の役割を担う。伊那市のよ
うに協力隊が複数人活動している場合は特に、隊
員間の連絡体制の構築と全体のマネジメントは重
要である。

なお、平成25年に策定された移住・定住促進プ
ログラムには、集落支援員事業を活用し、協力隊
と連携して集落対策を推進することが明記されて
おり、移住・定住コーディネーターは集落支援員
が兼務する。地域の実情に詳しく、集落対策に関
して見識を有する集落支援員が協力隊のマネジメ
ントに関わることで、地域全体の活性化支援と連
携した新たな価値創出や人とのつながりの強化な
ど効果が期待できる。

月例会では隊員同士の横の連携を図り、継続し
た情報共有の機会としている。理事や幹部職員も
参加する活動報告会では、活動成果について報告
する必要があるが、数字目標を定めていないた

め、隊員が過度な負担を感じること、数字上の成
果に縛られることはない。伊那市は協力隊一人ひ
とりの活動の広がりや新しい可能性に目を向け取
組に期待を寄せており、地域活性化のために取り
組むパートナーとして迎え入れている。

（3）協力隊の活動内容とこれまでの成果
伊那市の協力隊は、基本的に 1 つのミッション

に対し 1 名が従事し、令
和 3 年 9 月現在は15名の
隊員がそれぞれのミッシ
ョンの実現に取り組んで
いる。分野は農業、教
育、移住を軸に、①伝統
文化や観光資源を活用し
た地域おこしや商品開発
②地域の魅力発信③信州
大学と地域の接点づくり
④新たな観光名所づくり
⑤外国人住民など移住者
の支援⑥子どもの教育支

月例会の様子

クロモジとアカマツを
使ったルームスプレー
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援などさまざまである。
特に子育て支援や教育に関する分野は、地域の

明るい未来につながる取組として力を入れてい
る。「伊那市教育の魅力発信」というミッション
に従事する隊員は、社会教育分野で活動していた
経験を生かし、参加者がICT機器を使用して自然
の中で地域資源について学び合うイベントを開催
したり、ICTを活用した授業の様子を情報発信す
る事業などに取り組んでいる。

伊那市の平成26年度から令和 3 年度までの受入
隊員数は延べ29名にのぼる。これまで任期を終了
した13名全員が市内で起業や就職をして定住して
いる。地域資源を生かした観光振興や特産品の開
発というミッションに取り組んでいた隊員が地域
の植物を活用したアロマ商品を開発し、事業所を
開設するなど、起業した隊員のほとんどが任期中
のミッションに関係する仕事をしている。

4	 課題と今後の展望
（1）行政職員との連携体制の構築

現在15名の隊員が活動しているが、人数が増え
るにつれ、隊員同士の活動が交差して新たな活動
が生まれるなど、プラスの効果がある反面、隊員
間で活動への温度差が見受けられるなど、まとま
りに欠ける場面も出てきた。

そこで、隊員と担当職員が参加する月例会を隊
員のみとして、新たにミッション単位で隊員と担
当職員の打ち合せの場を設けた。これにより、今
まで希薄だった隊員間の横の連携が生まれ、困っ

たときの相談や新たな挑戦への応援などにつなが
った。また、ミッションに関連する行政担当者と
の個別の打ち合わせの場を設定することで、より
具体的な相談と報告ができるようになった。

協力隊と行政の関わりの面では、これまでミッ
ション担当課以外の職員が協力隊の活動内容を知
る機会は少なかった。そこで、令和 2 年度から一
般職員向け研修会で協力隊の活動発表や協力隊と
のワークショップを実施した。地域課題の解決に
向けて協力隊と行政職員が協働するきっかけにな
ることが期待されており、実際、研修の場で所属
課を超えた事業の相談ができるなど新たな連携が
生まれている。また、卒業時の活動発表会を移住
希望者に向けてオンラインで配信し、新たな移住
者獲得に向けた情報発信の機会として活用するな
どの取組も行っている。

（2）地域住民との連携強化に向けた取組
協力隊と行政の連携体制や外に向けた情報発信

を強化するとともに、地域住民に対する周知も進
めていく必要がある。 3 市町村が合併してできた
伊那市は行政区が80地区を超える。現状は、地区
によって移住者の受入れや地域活動に対する理解
に温度差があり、協力隊の認知度も十分ではな
い。市内全域への周知を図ることは難しいが、少
しでも協力隊の存在と活動内容を知ってもらい、
理解と協力を得るため、新たに市の広報紙に協力
隊の活動紹介のページを追加した。

今後は、協力隊の活動をさらに地域住民に周知
させ、理解や協力を得られるよう、引き続き市が
運用する情報発信ツールを最大限に活用し情報発
信していく。隊員同士の連携、庁内の連携、地域
住民との連携が円滑に行えるよう、行政のサポー
トが重要となる。

5	 おわりに
伊那市では、協力隊を地域の未来の担い手と考

えており、住居を無償で提供し、任期終了後も継職員研修会の様子
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っているのではないだろうか。
それらを支えるのは、隊員の思いに寄り添い、

柔軟な働き方を後押しする支援体制であり、そこ
には地域のために活動するパートナーとして協力
隊と共に歩む伊那市の姿がある。

続使用を認めるなど、将来を見据えた戦略のも
と、きめ細かな支援をしている。また、週24時間
勤務や兼業の自由化という特徴的な任用形態で柔
軟な働き方を後押しするとともに、協力隊、行
政、地域住民をつなぎ、連携できる環境整備に尽
力している。

定住率が100％で、起業した隊員のほとんどが
任期中のミッションに関係する仕事に就くという
実績のとおり、地域課題の解決に向け奮闘する協
力隊一人ひとりの力が地域全体の活性化につなが

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
北川 侑子（高知県高知市より派遣）

人　口 66,688人（令和 3年 4月末現在）

面　積 667.93㎢

連絡先 	長野県伊那市 企画部 地域創造課 人口増推進係
	 TEL	 026-578-4111

長野県伊那市 地域の概要

空き家所有者との調整による物件の掘り起こしや空
き家所有者と移住希望者のマッチング、地域と連携し
たイベントの実施や支援、地域の魅力発信に従事して
います。マッチングは思うように進まないこともあり
ますが、数字での成果を求められていないので、自分
のペースで活動できてうれしいです。一週間の中で自
由な時間を確保できるので、これまでの経験を生か
し、畜産加工品の開発を進めています。兼業の影響で
周囲に新しくできたお店やイベントなどコンテンツが
集まってきたので、今後はそれらを活用し、人々が交
流する場所として空き家コンシェルジュの活動拠点を
つくっていきたいと思っています。

協力隊の声

酒井 一優
伊那市地域おこし協力隊・空き家コンシェルジュ

伊那市は景観もよく、子育ての環境が整っており、
子育て世代に人気と聞き、移住先の候補として検討し
ました。募集当時は兼業を認める地方公共団体は少な
く、セラピストとして自営業を営んでいた私にはとて
も魅力的でした。自然景観を生かした観光資源や特産
品の開発に取り組む中で、クロモジという植物を地域
住民と伐採し、アロマ商品を開発し、地域の化粧品会
社に納入しています。活動時間に縛られず、自由に自
分のやりたいことが行える環境の中で3年間過ごすこ
とができました。現在はアロマテラピーの事業所を開
設し、移住後も引き続き活動しています。これからは
都市部から人を呼び込み、伊那市を盛り上げる活動を
していきたいです。

協力隊の声

澤 広行
伊那市地域おこし協力隊OB・ 

美しい村高遠ブランドプロデューサー
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1	 はじめに
丹波篠山市は兵庫県の中東部に位置し、人口は

40,622人（令和 3 年 4 月末現在）、総面積は377.59
㎢である。平成11年 4 月、多紀郡 4 町（篠山町・
西紀町・丹南町・今田町）が合併し、市制施行に
より篠山市が誕生し、令和元年 5 月に市名を丹波
篠山市に変更した。基幹産業は農業で、特産物に
は丹波篠山黒豆（黒枝豆）や丹波篠山山の芋、丹
波栗、丹波松茸、丹波茶、丹波焼、丹波木綿など
がある。

2	 協力隊制度導入の経緯
丹波篠山市の地域おこし協力隊（以下「協力

隊」という。）には「半学半域型」と「起業支援
型」の 2 タイプがある。全国でも珍しい半学半域
型を導入していることが特徴で、その制度運用の
背景には神戸大学と丹波篠山市の官学連携事業が
存在している。

平成10年に神戸大学と丹波篠山市は地域連携協
定を締結した。市全体をフィールドとして、地域
課題解決と地域活性化を図るために大学の研究
者・学生へ研究フィールドや連携先の紹介、活動
拠点の提供を行うもので、市全体を生きた現場と

捉え、さまざまなプロジェクトが進行中である。

（1）半学半域型
半学半域型誕生のきっかけとなったのは獣害対

策である。市とまちづくり協議会（旧小学校区単
位で運営される地域運営組織。市内に19団体が存
在）が、協働で農作物を食い荒らす獣害への対策
を講じようとしたが、高齢化による人手不足やア
イデア不足があった。

一方で神戸大学との官学連携事業として食農コ
ープ教育プログラムが進行していた。地元農家の
指導のもと、農作物の栽培などを体験しながら農
業や農村生活への基本的な理解を深めるもの、農
業現場での調査型プロジェクトやインターンシッ
プ型プロジェクトへの参加を通して、基礎的な技
術や能力、企画力を身に着けるものであり、年間
50名程度の学生が丹波篠山市を訪れる。プログラ
ム修了後も継続して活動を希望する学生や、参加
者からの口コミで丹波篠山市に関心を持った学生
が地域活動に参画していた。

そこで、地域で活動する学生に獣害対策に協力
してもらうため、学生への報酬体系や活動環境を
整備したうえで平成26年度から協力隊制度の運用
を開始した。協力隊は市が採用し、まちづくり協
議会付の委嘱をしている。獣害対策だけではなく

丹波篠山市は、神戸大学と連携し、学生枠の「半学半域型」と起業を目指す「起業支
援型」の 2タイプの地域おこし協力隊制度を運用している。中でも半学半域型は学生が
在学中に協力隊員として活動するもので、全国的に珍しい取組となっている。
本稿では特徴的な制度設計に至った経緯と、地域おこし協力隊が活動しやすい環境を

実現する丹波篠山市の取組について紹介する。

現場で輝く地域おこし協力隊
～官学連携とコーディネーター機能による丹波篠山式の地域課題解決～

事例紹介11

兵庫県 
丹波篠山市
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地域活動への参加、自身の研究活動を行う。令和
3 年度までに 8 名の学生隊員（起業支援型に変更
した隊員 3 名を含む。）が活動している。

（2）起業支援型
起業支援型誕生のきっかけとなったのは、官学

連携事業の一環として平成29年度から開講してい
る篠山イノベーターズスクール（以下「スクー
ル」という。）である。スクールのキャッチコピ
ーは「ローカルで、自分のしごとをつくる」で、
農村で新しい価値を見つけ、仲間や地域とネット
ワークをつくり、地域の課題を解決しながら自分
自身の仕事を生み出すことを学ぶ通学型の起業ス
クールである。スクールの卒業生が起業を実践す
る場として起業支援型の協力隊が存在し、令和 3
年度までに13名が活動している。

官学連携による伝統産業の復活、地域産品の商
品開発など地域活性化に向けたさまざまな手法が
進められる中で、学生が授業の一環で地域に関わ
るための環境整備を行い、協力隊という制度を活
用して地域課題解決を目指す半学半域型、起業ス

クールの実践の場として協力隊に活躍の場を提供
する起業支援型という 2 つの丹波篠山市の取組
は、地域活性化や協力隊の活用方法に悩む全国の
地方公共団体に参考となる事例と言える。以下で
は丹波篠山市協力隊の制度内容について詳しく紹
介する。

3	 取組内容・成果
（1）制度概要・活動内容
①半学半域型

大学生、大学院生または大学研究員が、まちづ
くり協議会などの地域活動に参画・従事しながら、
地域課題の解決に向けた調査研究を行うものであ
り、活動は週 3 日、最長任期は 3 年間である。

半学半域型の活動内容の例として、ある隊員は
エネルギー関連の取組で自転車の車輪を使用した
水車作りやソーラーパネル設置のコーディネート
を担当した。同時に、小学校の統廃合が進められ
るタイミングだったため廃校活用にも関与し、子
育てが忙しく普段はまちづくり活動にあまり関わ
っていない世代と、まちづくり協議会の中心とな

半学半域型のスキーム
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る50～60代をつなぐ役割を担い、地域コミュニケ
ーションの中で貴重な存在となった。

雇用形態は市長による委嘱で、会計年度任用な
どの雇用関係はない（日額8,000円の報償費を支
給）。週 3 回の活動中は地域活動に注力し、活動
日以外を学業に充てることで協力隊活動と学業の
両立が図られる。所属大学の指導教官による積極
的なコミュニケーションと指導が任期中の充実し
た活動につながっていく。
②起業支援型

まちづくり協議会などの地域活動に参画・従事
しながら、地域資源を活用した事業で、その成果
を地域に還元できる起業を目指すものであり、活
動は週 5 日、最長任期は 2 年間である。

起業支援型を開始した当初は任期を 3 年間とし
ていたが、協力隊として標準的な期間とはいえ起
業には長すぎるのではないかという意見があり、
起業に向けた目的意識がはっきりしていることを
前提に 2 年間が適当と判断された。これには通常
の移住で起業にチャレンジする者に比べて待遇が
手厚くなり過ぎないようにとの配慮もあった。

起業支援型は、自身の起業を行いつつ地域活動
にも参加するため、活動内容は多岐にわたり、マ
ルチワーカー的に活動することが多い。減りゆく
地域活動の担い手確保と、起業・研究による地域
課題の解決を目的としている。

起業型は自由に制度設計できる反面、その成否
は隊員のスキルや起業適性によるところが大きい
ため、運用が難しい部分があるが、孤立する隊員
を生み出さない制度運用に重要なのは、受入準備
とサポート体制である。

（2）受入準備体制・コーディネーターの役割
丹波篠山市の協力隊受入れは、協力隊コーディ

ネーター（以下「コーディネーター」という。）
による19団体あるまちづくり協議会への「協力隊
受入れに関するヒアリング」からスタートする。
地域の課題（例：農地管理、空き家対策、廃校活
用）やにぎわい作りに向けた取組、住みよい地域

とするために求められる人物像などさまざまな提
案や要望をヒアリングする。

コーディネーターは、協力隊の活動に対するア
ドバイスや環境整備を行うほか、協力隊とまちづ
くり協議会、協力隊と市、まちづくり協議会と市
の間のコミュニケーションを取り持つことで協力
隊が円滑に地域活動を進められるようにサポート
する、言わば伴走者である。

協力隊の受入れに積極的なまちづくり協議会が
多く、令和 3 年度は19団体のうち 7 団体が受入れ
に手を挙げている。市の東部では高齢化率が50％
を超える地区もあり、そうしたところからは「協
力隊の受入れによって人手不足のため実現できな
い課題が、少しでも解決に向かうことを期待して
いる」「前向きで活力にあふれた人材が地域に入
ることにより地域が元気になり、にぎわいが生ま
れるだけで嬉しい」という声があがる。

そこでポイントとなるのが、全国共通の課題で
もある、協力隊と地域との相性である。丹波篠山
市は大阪、神戸、京都といった大都市から距離的
に近いため近年移住者が増加している。地域外か
ら人を受け入れることには寛容であるが、隊員と
共に地域活動を進めるにあたって、人間関係のト
ラブルや、隊員がやりたいことと地域が求めるこ
との相違が生じることも少なくない。そこで市とコ
ーディネーターは、以下の工夫によりトラブルを
回避し協力隊が活動しやすい環境を整備している。
・地域の思いや要望、欲しい人物像を丁寧にヒア

リング（コーディネーターが実施）
・ホームページ上で受入れ側のまちづくり協議会

がある地区の様子、求める人材を発信
・協力隊採用プレゼンテーションの前後でまちづ

くり協議会との交流期間（マッチング）を設定
令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症の影響

で対面での説明会が難しいことから、オンライン
を活用した採用活動を行っている。地域の雰囲気
を知ってもらうために、地域の風景やまちづくり
協議会の方が話す様子を撮影して見てもらうなど
の工夫を行っている。
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（3）サポート体制
活動のサポート体制は図 1 のとおり、主に市と

神戸大学が連携して支援している。市は前述のコ
ーディネーターを神戸大学に委託している。委託
といっても全てを大学に任せるわけではなく、制
度の基本設計や運用方針の決定は自ら担う。ま
た、コーディネーターとの密接な連携や活動報告
書のチェックにより隊員の活動状況の把握に努め
ている。取材の際には、市担当者が協力隊の活動
内容や個人の特性を細かく把握しており、隊員個
人とも充分にコミュニケーションが図られている
ことがうかがえた。

委託先の神戸大学は、市が設計した制度に沿っ
て協力隊に伴走する役割を担う。令和 3 年度はコ
ーディネーター 3 名が活動している。大学は過
去に商工会に勤務していた者や協力隊OBなど地
域のことをよく知る人物をコーディネーターに任
命し、それに要する費用は協力隊の活動費予算の
一部を充当している。

半学半域型協力隊の活動には、コーディネータ
ーに加えて所属大学の指導教官が研究活動や地域
への関わり方を指導する。初めて社会に出るに等
しい学生隊員の活動には教官の存在が大きい。

このようにそれぞれの役割を明確にし、その役
割を全うできる人材を適切に配置することが制度
運用のキーポイントである。

協力隊の担当職員といっても協力隊以外の業務
を持つことも多い。丹波篠山市も、協力隊を担当
する創造都市課はふるさと納税や空き家活用事業
のほか、移住・定住に関すること全般の業務があ
るため、協力隊業務にのみ注力することは難し
く、コーディネーターを委託することにより効率
的な業務遂行が可能となっている。これは人員不
足の地方公共団体にとって参考となるのではない
か。さらに市では、前述のとおり協力隊の活動費
予算の一部を充当することで財政面での負担を軽
減している。

（4）任期中の充実したサポート
協力隊の状況を把握し、その主体的な活動を促

すために実施している市の主な連絡・相談体制は
以下のとおりである。
・隊員が集合して行う定例会・報告会（週 1 回）
・コーディネーターと市の定例会（月 1 回）
・隊員からの活動報告書の提出（月 1 回）

中でも協力隊の拠点施設である丹波篠山フィー
ルドステーションで行われる協力隊同士の報告会
は、お互いの進捗を確認し、自身の立ち位置を把
握することで、活動により一層力が入る契機にな
っている。

起業支援型は、 2 年という限られた期間で地域
活動と起業を両立していく必要がある。起業支援

図 1　協力隊のサポート体制
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型協力隊に対するサポートで特徴的なのは、起業
の準備や資金面でのサポートが充実している点で
ある。過去に商工会に所属していたコーディネー
ターがいるため事業計画や資金関係の相談がしや
すく、また、協力隊は全員前述のスクールに所属
しているため、ビジネスの基礎知識の獲得、ビジ
ネスモデルの構築から地域での実践まで、伴走型
の支援を受けることができる。

情報発信面でのサポートもある。市報はもちろ
ん、まちづくり協議会や自治会の広報誌へ協力隊
情報を掲載している。幅広く広報することで関係
者だけではなく、地域住民にまで広く協力隊が認
知されている。

隊員同士の報告会や実務的サポート、住民への
広報という、協力隊、コーディネーター、地域の
三者による丁寧な取組が、採用後、協力隊に活動
を任せきりにして地域から忘れられるのではな
く、主体的に活動する隊員を多く輩出する要因と
なっている。

（5）成果
制度運用を開始して 7 年が経過し、成果として

挙げられるのは以下の 3 点である。
・隊員の定住（定住率約 6 割・県平均と同等）
・地域が受入れに積極的で、人が来ることを喜ん

でいること
・隊員の起業により地域内経済循環が向上し、ま

ちに経済的な潤いが生まれたこと
協力隊の趣旨である定住・定着が図られるとと

もに、定住がかなわなくとも関係が途切れること
なく、関係人口として丹波篠山市に関わる隊員
OB・OGも増加している。

地域と協力隊の協働により地域に主体性が芽生
え、活力ある地域が増加していることも成果の一
つである。一度協力隊を受け入れた地区は、繰り
返し受け入れることが多いことから、地域住民が
協力隊との協働に良い影響を感じていることが分
かる。半学半域型の隊員は大学のサークルやゼミ
の仲間を連れてくることが多く、孫のような存在

として一緒に農作業を行うなど、「地域に人が来
るのが嬉しい」「にぎわいが生まれるのが嬉しい」
という声がある。また、隊員自身の調査研究活動
によりデータが収集され、地域課題を数値として
可視化することができた。地域住民だけではでき
ないことが協力隊の活動により実現可能になるこ
とは大きな成果と言うことができる。

4	 課題と今後の展望
（1）取組を進める上で発見された課題と解決方法

制度運用当初、地域からは単なる労働力と認識
されたことや、地域と協力隊のコミュニケーショ
ン不足からくるトラブルを抱えたこともあった。
しかし、市とコーディネーターによるフォローや、
受入れに関するヒアリング、マッチング時の協力
隊の役割についての丁寧な説明、地域が求めるこ
とをクリアにする等の工夫により解決してきた。
より構造的な課題は以下のとおりである。
①地域課題はビジネスになりにくい

地域課題は解決が難しいからこそ課題として地
域に残っている。それを解決しながらビジネスと
して収益をあげることはなおさら難しい。実際そ
うした課題に取り組む協力隊は課題解決に向けた
起業のみではなく、地域に転がるさまざまな仕事
を組み合わせたマルチワーカーとして働くことが
多い。
②�地域が協力隊に求めることが上手く言語化でき
ない場合もある
地域住民が抱える地域課題を言語化して外部に

伝えるのは難しく時間がかかる場合がある。ま
た、まちづくり協議会は任期制のため、代替わり
により地域課題に対する認識が変わる場合もあ
る。これに対しては、協力隊がイメージしている
こととのズレを軽減すべく、丁寧なヒアリングと
マッチングを繰り返している。

（2）今後の展望
市は、全国的にも特徴的な半学半域型と、地域
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ギーにより地域ににぎわいを生み出している。学
生サークルなど副次効果として市を訪れる人数も
増加しており、関係人口増加にも一定の期待がで
きる。

起業支援型は、地域課題の解決と起業という難
しい課題にチャレンジすることになるが、コーデ
ィネーター機能と起業への充実した支援により、
地域経済に潤いを生み出す存在となっている。ど
ちらにも共通するのは協力隊が現場で輝いている
ことだ。制度を最大限活用する工夫と丁寧な支援
は、今後も現場で輝く協力隊を生み出す原動力と
なり、制度設計に悩む全国の地方公共団体にとっ
て大きなヒントとなるだろう。

ににぎわいと潤いを生み出す起業支援型の取組を
継続する意向である。地に足をつけ、プレーヤー
目線に立ち、実際に地域で活動する協力隊、それ
を支えるコーディネーター、受入地域という 3 つ
の主体が丹波篠山市をフィールドに相互に高め合
える関係を構築し、隊員が定住したいと思えるよ
うな環境をつくり上げていく。

具体的には、スクールの運営を担う神戸大学と
の連携事業「農村イノベーションラボ」（以下

「ラボ」という。）のコーディネーター機能と協力
隊コーディネーター機能の統合を検討しており、
市、神戸大学、ラボ、スクールという協力隊をと
り巻くステークホルダーが一層連携を深め、円滑
な支援を進めていく。

また、将来的には移住・起業に関するワンスト
ップ組織の設置を構想している。若者らの地域に
根ざしたビジネスづくり、地域でのチャレンジの
支援、そして、新しい農村社会像を描くような価
値創造的で実践的な研究をラボで進め、協力隊に
限らず移住しやすいまち、起業ができるまち、を
目指す。

5	 おわりに
協力隊制度は自由な設計が可能である。丹波篠

山市は制度を活用して神戸大学との官学連携を進
めることにより、学生が協力隊として活動する半
学半域型を生み出した。学生隊員は若さとエネル

人　口 40,622人（令和 3年 4月末現在）

面　積 377.59㎢

連絡先 	丹波篠山市企画総務部創造都市課定住促進係
	 TEL	 079-552-5106

兵庫県丹波篠山市 地域の概要

主な取組：再生可能エネルギー活用や廃校活用
Ｑ．協力隊コーディネーターの存在はどうでしたか？
Ａ．コーディネーターがいなかったら何もできなか
ったです。学生が協力隊になることは初めて社会に
出ることに等しいので、コーディネーターや大学教
官の存在は、充実した活動の大きな原動力になりま
した。

協力隊員の声

瀬戸 大喜
丹波篠山市地域おこし協力隊OB 
半学半域型→起業支援型へ移行

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
髙橋 弘人（山形県長井市から派遣）
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1	 はじめに
奥出雲町は島根県東部に位置しており、平成17

年に旧仁多町と旧横田町が合併して誕生した。人
口は約12,000人で、中国山地の山々が連なる中山
間地域にあり、町域の約 8 割を山林が占める。

たたら製鉄によって生産された良質な鉄を原料
として、日本刀づくりだけでなく優れた刃物製造
技術が生まれ、堅木を加工する技術が発達した。
このことにより雲州そろばんなどの木工芸が盛ん
となり、手先が器用で真面目な奥出雲町の町民性
が受け継がれている。

大原新田（重要文化的景観）

島根県奥出雲町は、江戸時代から明治の初期まで、日本でも有数のたたら製鉄の地と
して栄え、自然と共生しながら発展してきた地域である。
また、古事記や日本書紀にも記されている出雲神話発祥の地で、神話ゆかりの伝承地
が数多く残され、出雲地域において一大文化圏を構築してきた。今もなお世界で唯一の
たたら製鉄が操業されており、日本刀の原料となる玉鋼を全国の刀匠に供給している。
奥出雲町の地域おこし協力隊の任用形態には事業所型採用があり、伝統技術を継承す
るために日本刀や雲州そろばんの製作に携わる隊員が生まれている。
本稿では、奥出雲町が地域おこし協力隊と共に歩んできた経緯、取組内容、実績等を
紹介する。

人も文化も奥深い奥出雲
～つながりで築く幸せと笑顔あふれるまち～

事例紹介12

島根県 
奥出雲町

令和3年度 地域活性化ガイドブック 令和3年度 地域活性化ガイドブック86 87

令和 3 年度 地域活性化ガイドブック 地域おこし協力隊と共にあゆむ自治体



また、たたら製鉄に用いられる砂鉄の採取跡地
を再生し、栽培される仁多米がブランド米として
有名である。

2	 協力隊制度導入の経緯
奥出雲町は、他の地方部と同様に社会減と自然

減が相まって人口減少が進んでおり、集落組織が
持つ地域資源の管理機能を維持していくことが地
域課題の一つとなっている。これに対し、集落組
織を持続可能なものとし、地域資源を維持するこ
とを目的に、住民と行政が協働してコミュニティ
の力を高める事業に取り組んでいる。

平成22年度からは、住民組織による主体的な地
域課題解決のために「住民提案型きらり輝く地域
づくり事業」が進められている。公民館を単位と
した地区毎に、住民自らが生活に必要なサービス
を維持・確保し、持続可能なまちづくりを行うた
めの「小さな拠点づくり」の取組が行われており、
また、町民向けの人材育成事業として、コミュニ
ティの力を高めるべく「みんなのチャレンジスク
ール」や「地域円卓会議」が開催されている。こ
れらの活動には地域おこし協力隊（以下「協力
隊」という。）が積極的に参加し、住民とともに活
動することで新たなつながりが生まれている。

奥出雲町では平成22年度に初めて協力隊制度を
利用し、森林組合に 2 名の隊員を配置したが、制
度を生かしきれず、任期終了後は隊員の受入れを
停止した。その後、なぜ制度を活用できなかった

のか、住民とのつながりを生むにはどんなサポート
が必要なのかを改めて検討し、受入体制を整えた
上で、平成27年度から再度募集を開始している。
令和 3 年 7 月末時点での隊員数は 6 名で、平成27
年度以降の受入人数は累計で30名となっている。

隊員を再募集したのは、平成27年度に「奥出雲
町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した
ことがきっかけの一つとなっている。町の人口減
少が進む中、地域活性化のために、協力隊を積極
的に活用する方針が町長により打ち出された。誰
もがチャレンジしやすい環境を行政が用意し、都
市部の感覚を持つ隊員と地域住民が関わり合い、
地域が抱えるさまざまな課題の解決に取り組みな
がら、奥出雲での暮らしを継続してもらうことを
目的としている。

3	 取組内容
奥出雲町の協力隊の任用形態は次の 4 つである。
①課題解決雇用型（会計年度任用職員）
②課題解決委託型（町からの委嘱、個人事業主）
③起業独立型（町からの委嘱、個人事業主）
④事業所型（町からの委嘱、特定の事業所に配置）
協力隊を担当する地域づくり推進課では、さま

ざまな任用形態がある中で、隊員が 3 年間活動し
た後の暮らしや仕事の在り方に寄り添うことを重
視し、任期終了後の奥出雲町での暮らしを隊員が
想像できるよう、募集の方法や任用形態を毎年見
直している。近年は事業所型が増えているが、こ

トロッコ列車「奥出雲おろち号」 協力隊隊員
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れは協力隊の生活を 3 年間という限られた期間で
見るのではなく、地域に根を下ろしてもらうため
にはどうすれば良いのかを真剣に考え、徐々に運
用方法を変えてきた結果である。

町では、協力隊を受け入れ、地域の中で活動し
てもらうために以下の 4 つの取組を行っている。

（1） 協力隊に対する理解の深化
まず、町職員の協力隊制度への理解を深めるた

め、隊員を募集する部署の職員を対象に、募集・
採用時と受入前に研修を実施している。

募集・採用時の研修では隊員に求める人材像を
明確にした上で、ミッションの内容や周知方法を
検討、隊員希望者と採用側とのミスマッチを防ぐ
ために何が必要なのかを伝えている。

受入前研修では、隊員との関わり方について学
ぶため、モデルとなる隊員像を詳細に設定し、隊
員の活動をどのようにサポートしていくのかをイ
メージするトレーニングを実施している。

また、町民にも協力隊の活動を理解してもらう
ため、新しく任用された隊員を町の広報紙で紹介
するとともに、町内のコミュニティチャンネル

「ジョーホー奥出雲」で活動の様子を放映するこ
とにより、周知を図っている。隊員も積極的に情
報発信しており、地域づくり推進課が作成した移
住定住支援サイト「DEEP TOWN OKUIZUMO」
やSNSで、町内外に向けて日々の活動を発信する
などの取組を進めている。

（2） 関係者間の情報共有
協力隊の活動内容を行政と受入側で共有する時

間を設け、両者が一体となって協力隊の活動をサ
ポートする体制づくりを行っている。町で活動し
ていくにあたっての相談体制を整備した上で、活
動初日には隊員向けの研修を行い、地域とつなが
るためのポイントを共有する。また、隊員が関係
者とともに年間計画書を作成することで、年間の
業務量とスケジュールを共有するとともに、隊員
が関係者と意見交換をして意識のすり合わせを行
うことにより、信頼関係を構築した後に活動を開
始できるようにしている。

作成した年間計画書は、関係者全員が集まる会
議で発表することにより、隊員同士の相互理解の
ための手段として活用されている。事業所型任用
の隊員は、主な活動場所が特定の事業所となって
いるので、隊員同士で情報交換する機会が少なく
なっていることから、それぞれの活動内容を発表
する場を設けることで、他の隊員の活動を理解
し、議論や対話を通じて互学互習による成長を促
している。

年度途中には中間報告会、年度末には実践発表
会を、全隊員と各担当者の必須研修に位置付けて
開催している。そこでは、隊員の活動報告だけで
なく、活動に取り組む中での不安や悩みも共有で
きるよう配慮しており、風通しの良い関係づくり
を目指している。また、役場内では、地域づくり
推進課がハブとなり、協力隊と隊員募集を行った
受入担当課との調整役を担うことで、円滑な情報
共有に務めている。

こうした取組に加え、町内にいる隊員OB・OG
を講師とした研修も行っており、現在の活動につ
いて幅広く内容を聞き、気軽に相談できる場とす
ることで、隊員OB・OGとのつながりをつくるよ
うにしている。令和 3 年度は 7 月に実施し、現役
隊員の悩みを聞いた隊員OB・OGからは「自分も
そうだったよ」「そんなに頑張らなくてもいい」

「知識に自信がなかったら、いいチャンスだと思
って周りに頼ったらいい」との励ましの言葉があ

委託事業所
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り、安心する隊員の姿が印象的だったという。
関係者や隊員OB・OGと情報を共有すること

で、奥出雲町で安心して過ごし相談できる環境づ
くり・仲間づくりを行い、更なる活動の広がりと
隊員の暮らしをサポートする体制を築いている。

また、隊員と行政担当者は月に 1 回はミーティ
ングを開催し、定期的に活動を振り返っている。
隊員だけではなく、担当者も一緒に振り返ること
で、隊員の活動状況や年間計画書の進捗状況を共
有し、活動の中での悩みやつまずきを早期に発見
できるよう取り組んでいる。隊員と関係者が情報
と時間を共有することで、信頼関係が生まれ、業
務の話だけでなく雑談もできる雰囲気が形成され
ていく。雑談の中には、日々の暮らしの中での気
づきや悩みなど、協力隊をサポートするために大
切な情報が含まれている。知り合いがいない土地
で、隊員が安心して活動できるよう、風通しのよ
い体制づくりが行われている。

（3） 町の中でのステップアップ
町では隊員が任期終了後も地域で暮らしなが

ら、地域活性化につながる活動ができるよう支援
を行っている。起業する際には、起業支援補助金
の交付だけではなく、必要となる場所の提供な

ど、役場が一体となってサポートを行っており、
チャレンジしやすい環境が生まれている。これに
より実際に起業する人も出てきている。奥出雲町
には不動産のことを気軽に相談できる不動産業者
がないことに危機感とチャンスを感じ、任期中に
宅地建物取引士を取得して不動産業を始めた人
や、自分の特技を生かしてアートディレクター兼
デザイナーとして活動を始めた人がいる。また、
特定地域づくり事業協同組合や地元企業に就職し
定住する人もおり、奥出雲町が協力隊としてのミ
ッションを実践する場だけではなく、暮らす場所
へとステップアップしていることがわかる。

町では、（2）で述べたように、現役隊員と隊員
OB・OGの情報交換の場を行政側で準備し、交流
の時間を設け、任期終了後の暮らしを想像しても
らうことで、任期中から任期終了後に取り組める
活動を考えてもらうきっかけづくりも行っている。

（4） 隊員に寄り添う
町が行う隊員募集は事業所型が多い。事業所は

働き手確保のためだけではなく、現在の事業内容
に隊員の新たな視点や発想をプラスして、更に発
展させるためという気持ちが強い。内容も奥出雲
和牛の繁殖、そばの収穫など農業の担い手や、雲

隊員と担当者の研修会
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州そろばん職人という伝統工芸士、島根県立横田
高等学校の高校魅力化コーディネーターと多岐に
わたっている。任期終了後に定住するか否かは隊
員次第であるが、町では隊員の生活と活動を 3 年
間という限られた期間で考えるのではなく、卒業
後の定住も見据えたうえで募集を行っている。そ
うした観点から、町で行っている空き家バンクの
紹介や家賃補助、島根県で実施しているスモー
ル・ビジネス育成支援事業のアドバイザー派遣、
起業創業支援施設古民家オフィス「みらいと奥出
雲」のスペースの提供などを行っている。

町では、隊員を地域おこしに関するミッション
を実行するための人員としてだけではなく、定住
を考えている個人が行う活動として捉えているの
である。 1 人の人の人生を預かることの責任の重
さを感じるからこそ、募集内容には気を配ってい
る。協力隊としての活動をサポートする際も、任
期終了後を想定し隊員の立場で考えているため、
活動内容に寄り添った取組ができる。

4	 課題と今後の展望
（1） 課題

協力隊制度は、 3 年間の活動に対し、地方公共

団体によるサポートが提供される制度ではある
が、 3 年経過後は、生活に必要な資金を自分で稼
がなければならない。任期終了後、起業しても軌
道に乗らなければ生活もままならなくなり、それ
まで行ってきた活動が継続できなくなる。

実際、アルバイトで収入を得ながら活動を継続
している隊員OB・OGもいる。任期を 3 年から、
さらに 1 ～ 2 年延長できれば、将来的な仕事と協
力隊活動のバランスをとりながら、余裕を持って
活動することが可能となるのかもしれない。一方
で安易に期間を延ばすことが協力隊制度全体とし
て本当にいいことなのかという疑問もある。隊員
は遅かれ早かれ人生の決断をしなければならな
い。町としては残念なことだが、新たな地域での
活動を決断することも選択肢の一つである。 3 年
間は人生を決断するには十分な時間とも考えられ
る。限られた任期の中で、隊員の今後の人生を預
かるという責任感を持って、奥出雲町はこれから
も協力隊の募集を続けていく。

（2） 今後の展望
地域づくり推進課では、隊員が奥出雲町での暮

らしを想像できなければ定住につながることはな
いと考えており、任期終了後の仕事や生業のイメ

隊員（そろばん職人）
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集う場を町内各地で生み出している。この動きは
無理強いされて始まったものではなく、地域での
暮らしを楽しみたいという気持ちから生まれたも
のである。協力隊をはじめ、町外の人が町に入っ
てくることで町が変わってきており、町が一体と
なって少しずつ良い方向に動き出していることが
わかる。古いものを大切にしながらも、新しいチ
ャレンジができる奥出雲町の今後が楽しみだ。

ージを持って活動に取り組んでもらえるように心
掛けている。協力隊の活動が地域の課題解決の一
助となり、地域の一員として必要とされる存在に
なるとともに、隊員自身も地域の人と暮らしたい
と考えるようになるよう、任期終了後も町に住み
たいと思える支援とサポート体制づくりを行って
いる。

今後は、第 2 期まち・ひと・しごと創生総合戦
略の中で策定した関係人口創出事業を推進するた
めに、実際に地域に足を運び、各地区の小さな拠
点づくりをはじめとした地域づくりを進める方と
の連携をより一層深めていきたいと考えていると
のことであった。

5	 おわりに
奥出雲町は、約1,400年前からたたら製鉄とと

もに発展してきた土地であり、地域の資源を生か
しながら、自然と住民が共存してきた歴史があ
る。その中で、古くからの伝統や行事を受け継ぎ
ながらも、新しい物事を生み出す温故知新の精神
が育まれてきた。最近では、人口約600人の三沢
地区で、NPO法人が地域の買い物弱者支援とし
て閉店した空き店舗を再利用し、地域マーケット

「ともにマーケット」を開店した。また、協力隊
OBと地域の人が古民家を一緒にリノベーション
してレンタルスペースとキッチンスペースを兼ね
備えた多目的交流拠点施設を開設するなど、人が

〈執筆者〉�地域活性化センター企画グループ 
鈴木 充（山形県置賜広域行政事務組合から派遣）

人　口 12,098人（令和 3年 4月末現在）

面　積 368.01㎢

連絡先 	奥出雲町地域づくり推進課
	 TEL	 0854-54-2524

島根県奥出雲町 地域の概要

奥出雲町役場の方とは研修を通じて、相互理解が
できており、安心して活動しています。私はしごと
づくりコーディネーターとして活動していますが、
地域おこし協力隊は壮大な起業塾であると感じてい
ます。協力隊としての3年間は、活動をしながら起
業について学び、自立することができる期間として
考えることができます。地域づくりに関わりながら
の活動となるので大変ですが、ライフワーク（趣
味）をライスワーク（仕事）に変えていくきっかけ
になったと感じています。奥出雲町はチャレンジし
やすい環境が整っているので、私自身もチャレンジ
しながら、チャレンジしたい人に役場の方と一緒に
寄り添っていきたいと思います。

協力隊員の声

落合 孝行
奥出雲町地域おこし協力隊・ 
しごとづくりコーディネーター
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1	 はじめに
西条市は愛媛県東部に位置する人口107,449 人

（令和 3 年 4 月末現在）の市で、高齢化率は県平
均と同程度の32.39%（令和 3 年 3 月末現在）であ
る。南は西日本最高峰の石鎚山、北は瀬戸内海に
囲まれ気候は温暖で、全国一の生産量のはだか麦
や県下一の収穫量を誇る水稲、ほうれん草、きゅ

うり、アスパラガスなど多くの農作物を供給する
とともに、瀬戸内の豊かな海が育んだ、伝統のの
りや魚介類など水産業も盛んである。

また、市内には約2,500の製造業をはじめとす
る事業所が立地し、工業製造品等出荷額は8,450
億円（2019年度工業統計調査）に上るなど、四国
屈指の工業集積地でもある。

西条市は、中間支援団体である一般社団法人Next Commons Labや一般社団法人リ
ズカーレと連携し、これまで生かしきれていなかった地域資源の活用や地域課題の解消
に取り組む起業家を地域おこし協力隊として誘致している。その活用により、新たな視
点や発想、スキルのもと新たな産業を生み出し、地域に根差した魅力的な仕事を創るこ
とで、人口減少の克服及び地域経済の活性化を目指している。また、地域と協力隊（起
業家）をつなぐコーディネーターも地域おこし協力隊として採用するなど、起業家マイ
ンドを持つ協力隊が活動しやすい環境づくりを整備し、13名の地域おこし協力隊で 1
億円を売り上げるという目標に向かって取組を進めている。

事例紹介13

愛媛県 
西条市起業家マインドを持った地域おこし協力隊

西条市の風景
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2	 協力隊制度導入の経緯
（1）導入前の状況

西条市は、恵まれた立地と気候により豊かな産
業と自然環境を有しているが、人口減少が進み始
めており、平成30年 3 月に改訂された西条市人口
ビジョンでは平成27年から令和27年までの30年間
で約 3 万人の人口減少が予想されている。このま
ま人口減少が進むと、農業や製造業だけでなく、
棚田や里山など地域に昔からある資源が失われる
ことが懸念されている。

市では地元企業の地域からの流出を防ぐととも
に新規創業や既存企業の新事業創出を支援する産
業施策を打ち出し、平成11年には西条市産業情報
支援センターを開設した。これにより起業家の育
成や地域企業の新事業展開、農産物の生産・加
工・流通等の機能を集約した「総合 6 次産業都
市」の取組を推進するなど、地域に根差した新た
な産業創出に力を入れてきた。

（2）新たな取組
西条市は、産業創出の取組を加速させる施策と

して平成29年度に開始した地域おこし協力隊（以
下「協力隊」という。）を活用した「ローカルベ
ンチャー誘致・育成事業」を考案した。多様な分
野で活躍するクリエイターや起業家、技術と知見
を持つ企業、地域の資源や人材をつなぎ合わせる
ためのプラットフォームを担う一般社団法人 
Next Commons Lab（以下「NCL」という。）と
連携し、これまで不十分だった地域資源の有効活
用や地域課題の解決に取り組む起業家を隊員とし
て採用し、新たな視点や発想、スキルによって新
たな産業を生み出し、地域に根差した魅力的な仕
事を創ることで、人口減少の克服及び地域経済の
活性化を目指すものである。

この取組は市職員の事業提案からスタートし
た。NCLの取組を知った職員が、従前からNCL
と連携している岩手県遠野市の事業を視察し、ノ
ウハウを学びながら開始した。

3	 取組内容・成果
（1）事業内容

本事業は、NCLと行政が協力し、地域資源や
地域の課題、中心になる人物などを洗い出し、現
地調査で実際に人や資源に触れ、 7 つのプロジェ
クトを設定するところからスタートした。その
後、平成30年にコーディネーター 3 人、翌年に
起業家10人を隊員として採用した。なお、市では
後者の隊員を起業家と呼んでいる。本事業には 3
つの特徴がある。

①�協力隊としてコーディネーターを採用している
こと
地域の中でローカルベンチャーを軌道に乗せて

いくためには地元住民との関係構築が重要とな
る。しかし、新たに移住した起業家は地元住民と
の関わりがないため、ビジネスパートナーが見つ
からないなどの理由から事業を円滑にスタートさ
せることが難しい場合がある。そこでコーディネ
ーターは起業家と地元住民を結びつけ、トラブル
が発生したときには起業家と地元住民との間に入
ることで起業家のビジネスが順調に進むように支
援している。市では、起業家を誘致し本格的に事
業を開始する 1 年前の平成30年 3 月にコーディネ
ーターを採用し、地域との関係を深めながら起業
家をサポートする体制を整えた。採用にあたって
は、NCLと連携し、全国各地で説明会を開いて、

「起業型地域おこし協力隊」委嘱式
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合宿形式で採用審査を行っている。採用された起
業家は、行政のほかに気軽に相談できるコーディ
ネーターがいることで、住民との関係を築きやす
く、地域にスムーズに溶け込むことができる。

コーディネーターは起業家に寄り添い、月々の
売り上げの確認や、商談の補助、トラブルがあれ
ば間に入るなど地域とのつながりを生かしてサポ
ートしている。市担当者は、コーディネーターと
起業家、地域をつなぐための人脈の紹介、コーデ
ィネーターでも解決の難しいトラブルの解決な
ど、コーディネーターのサポートの役割を担って
おり、この役割分担によりスムーズなサポートが
可能となっている。

行政がコーディネーター機能を担う場合、協力
隊以外の業務を抱えながらコーディネートするこ
とになり、起業家とのコミュニケーションが十分
にとれない。その意味で任期中、常に起業家に伴
走し、進捗をサポートするコーディネーターの存
在は大きい。また、コーディネーターが気づいた
ことは行政へ伝達することで、行政の手の届かな
いところまでサポートが行き届く環境づくりをし
ている。

②起業に特化していること（隊員＝起業家）
起業には多額の資金が必要となることから、志

があっても起業できない場合があると考え、起業
のための資金の一部を活動経費として負担するた
め、起業家及びコーディネーターを隊員として採

用することとした。年間約400万円を最大 3 年間
負担し、事業が軌道に乗るまでを支えることで、
より広く人材を集めることができる。

採用にあたっては、市の定めるプロジェクトに
対する企画書を審査し、地域資源の活用ができる
のか、ビジネスとして成立するのか、事業内容と
人柄はどうかといった観点から有望と思われる人
材を時間をかけて選考した。

また、起業家は起業するためのビジネスプラン
に沿って、 1 年目に調査研究、 2 年目に起業、 3
年目に自立化という目標を持って活動している。そ
の際に、困ったことなどがあればコーディネーター
が間に入り個別に対応する。また、コーディネータ
ーは当初から起業を考えたわけではなかったが、
任期終了後も市に定住するためには起業が必要と
の思いから、全員が起業した。事業内容はコワー
キングスペースの運営や移動式販売などである。

なお、隊員だけでなくさまざまな起業家の創業
支援は西条市産業情報支援センターが担っている。
この創業支援にコーディネーターも関わり、支援
体制が構築されていることで、協力隊にだけ行政
のサポートが手厚いといった不満は出ていない。

③活動しやすい拠点を整備していること
起業家が採用される直前の平成31年 1 月に、市

は商店街にコワーキングスペース「紺屋町dein」
を開設した。ここは、コーディネーターや起業家
の活動拠点としてだけでなく、「仕事の場」「学び

コーディネート組織の支援体制
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の場」「交流・連携の場」など、新たなチャレン
ジを応援するプラットフォームとして、起業家の
ほか企業経営者、市民団体、移住者など多くの人
が利用しており、利用者同士の信頼関係構築の一
役を担っている。

ここでは起業家の活動を地域住民に知ってもら
うため、報告会を年 1 回程度実施している。この
施設は誰でも会員になれるため、何かしたいとい
う若者が集まり、会員数は市内外を含め53名まで
増え、新たな事業の創出にもつながっている。ほ
かにもコーディネーター OBが起業して運営する
新 た な コ ワ ー キ ン グ ス ペ ー ス「 サ カ エ マ チ
HOLIC」がオープンするなど、起業家の活動拠
点は 8 か所に達している。

また、市は定期的に隊員とコミュニケーション
の場をつくり、連絡体制を整えている。事業が定
まっていない 1 、 2 年目は起業家には地域に入る
ことをすすめるとともに、外部有識者を講師にビ
ジネスプランの検討やブラッシュアップを行う集
合研修を実施している。 3 年目では概ねビジネス
プランが固まっているため、集合研修ではなく個
別のビジネスプランに応じた専門家を招き指導し
ている。

（2）成果
①協力隊の起業実績

充実したサポートにより、令和元年度に着任し

た起業家は、ほとんどが 1 年目で起業し、 2 年目
で協力隊を退任した人もいる。起業家マインドを
持ち、行政支援を受けるより、少しでも早く独立
したいと考える人も多い。市は地域に残って事業
を発展させるのであれば早期の独立も歓迎してい
る。

（独立した起業家の事例）
・Hub Vietnam事業：西条とベトナム双方の資

源や文化、人材をつなぎ、コラボレーションで
きるビジネス環境を構築した。近隣地域も巻き
込むために発展的に独立した。

・Local Production事業：残したい伝えたい地域
の魅力を形に変える活動に取り組んでいる。す
でに商品は完成しており、販路拡大のために独
立した。

②売上、メディア実績
「ローカルベンチャー誘致・育成事業」の目標

は、隊員13人で 1 億円の売上であるのに対し、初
年度となる平成31年度は13人で1,028万円、令和
2 年度は4,275万円と徐々に売上を伸ばしている。

また、 2 年間で地元紙やテレビ、Webメディ
アなど90のメディアで取り上げられるなど、地域
の内外で事業が注目されている。さらに、地元企
業や地域のまちおこし団体など50以上の団体とつ
ながり、新しく関係が生まれている。

コワーキングスペース「紺屋町dein」コーディネーターの安形氏（左）と高田氏（右）
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③市民への波及効果
起業家の活動は市民にも影響を与えている。市

民が起業家のチャレンジに触発されることで、新
しいチャレンジが市内外に広がっており、コワー
キングスペースの会員数も増加している。このよ
うに起業家の活動を通して、市民の新しい交流の
場や学びの場、仕事の場などが生まれ、活動の幅
が広がっていることは大きな成果である。

④コーディネート事業の独立
ローカルベンチャー誘致・育成事業は令和 2 年

度以降、NCLから一般社団法人リズカーレに引
き継がれている。リズカーレは、コーディネータ
ーが立ち上げたまちづくりや起業支援を行う会社
である。この会社が立ち上がったことでより地元
に密着し、スピード感をもってコーディネート事
業を進めることが可能になった。

NCLは、リズカーレと今後も情報交換や人材
紹介などで関係を続けていく。リズカーレの事業
は以下のとおりである。

・起業家支援事業
・コワーキングスペース運営事業
・キャンプ用品貸し出しやアウトドアワーキン

グスペースを貸し出すアウトドア事業

ほかにも愛媛県や西条市の他部署など、行政から
の依頼も多く、自立に向けて事業を展開している。

4	 課題と今後の展望
西条市では 3 年計画の目標に対して 2 年目でそ

れを達成して独立した協力隊も出ており、売り上
げも着実に増加するなど、一定の成果が現れてい
る。また、「ローカルベンチャー誘致・育成事業」
の実施により、起業を目指す人の移住にも成果が
現れており、株式会社宝島社出版『田舎暮らしの
本（2021年 2 月号）』で発表された「2021年版 住
みたい田舎ベストランキング」において全部門で
全国 1 位を獲得し、若者世代が住みたい田舎部門
では 2 連覇を達成するなど反響は大きい。

一方で、今まで使われてこなかった地域資源の
有効活用や社会の変化により生じた地域課題の解
決を、ビジネスとして採算が取れる形で実現する
のは簡単なことではない。例えば、豊かな自然は
あるが、全国的に有名な川・海・山があるわけで
はないため、アウトドアスポーツの市場規模は限
られており、現在行っているサップやカヤックな
どアクティビティの種類や規模を増やしていくに
も限界がある。追い打ちをかけるように新型コロ
ナウイルス感染症の影響を大きく受けており、目
標とする事業収益達成への道のりは険しい。

今後は13人の隊員が全員独立し、起業家として
生計が維持できることを目標にサポートしていく。
大切なのはそれぞれの事業をどのように地域に残
して今後につなげていくかという視点であり、財
政面の支援ではなく、関わる人を増やしながらビ

協力隊の集合写真
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ジを誘発できれば、人口減少や担い手不足などの
解消に向けての大きな一歩となるだろう。

ジネス展開の幅をいかに広げるかといった側面か
らのサポートを通じ、全員の成功を目指す。

また、チャレンジを応援するための複合的な施
設を令和 4 年 7 月オープンに向けて整備中であ
り、これまで移住、起業、市民活動などそれぞれ
の部署が担っていた支援事業を集約し一元的に管
理する。この施設に協力隊として起業したOB・
OGが関わり、コラボレーションや経験からの助言
などを行うことで、より効果的な支援の基盤とな
る施設とし、市内にチャレンジの輪を広げていく。

そして、協力隊の成功事例を全国にPRし、潜
在的なチャレンジャーの全国ネットワークをつく
り、西条市に行けば何かできると言ってもらえる
ような「チャレンジを応援するまち」となること
が最終的な目標である。

5	 おわりに
西条市の協力隊制度を活用したローカルベンチ

ャー誘致・育成事業によって、新たな産業が創出
され、若者世代や起業を目指す者の移住が増えて
いることは、地方創生が目指す姿の一つだと考え
る。現行の協力隊制度の活用は令和 4 年度で終了
するが、その後を見据えて退任後も継続的に支援
できる組織を隊員自らが考え、立ち上げている。
このように隊員一人ひとりが地域に愛着を持ち、
強みを生かしながら活動している。この活動を一
つのきっかけとし、市民や地域外からのチャレン

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
近藤 正哉（兵庫県三田市から派遣）

人　口 107,449人（令和 3年 4月末現在）

面　積 510.04㎢

連絡先 	西条市産業経済部産業振興課企業立地・経営支援係
	 TEL	 0897-53-0010

愛媛県西条市 地域の概要

よそ者が地域と協力隊をつなぐコーディネーター
を担うということではじめは苦労したが、行政が受
け入れる人とうまくつないでくれて、関係が広がっ
た。私たちコーディネーターが西条ライフを楽しん
でいることを日常的にSNSに発信し、西条祭りな
ど地域行事に積極的に参加を続けたことで地域の一
員として認められた気がする。
また、市職員に対する地域からの信頼感に守られ
ていた部分もあった。行政とはほどよい距離感でサ
ポートしてもらい、自由にやらせてもらえた。今回
の起業型地域おこし協力隊も完成されたものでない
状態で私が加わり、現地で行政と一緒に企画からつ
くっていくことができた。
今後はコミュニティ財団の立ち上げなど、行政が
支援できないところを市民からの寄付で支援し、市
全体で地域課題を解決していくような、未来につな
がるまちを目指して取り組んでいきたい。

協力隊員の声

安形 真
（元）西条市地域おこし協力隊チーフコーディネーター／

（現）一般社団法人リズカーレ 代表理事
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1	 はじめに
香春町は福岡県の北東部、筑豊地域の北東端に

位置し、 8 世紀に編集された風土記をはじめに、
万葉集、大宰府管内誌など歴史、文学、紀行関連
の書に多く登場しており、大宰府と奈良を結ぶ大
宰府官道「田河道」の時代から現在に至るまで九
州の交通の要となっている。

古くは日本の銅の半分以上を採掘し、奈良の東
大寺の大仏の鋳造にも貢献したという。明治以降
は炭坑の町として栄え、また香春岳の石灰石をセ
メントに加工し、世界中に輸出した歴史がある。

2	 協力隊制度導入の経緯
（1）導入前の状況と課題

香春町の人口は、昭和60年の15,245 人をピー
クに、平成27年には10,861人と大幅な減少が続い
ている。町外への進学等により10代後半から30代
前半の流出が顕著である。

若者が減少することで、徐々に町の活気が失わ
れていった。耕作放棄地や荒廃竹林、空き家、空
き店舗の増加といったさまざまな課題が顕在化
し、町を誇りに思う住民が減少することで更に若

者の流出が進行する悪循環が生じていた。

（2）取組の経緯
香春町が地域おこし協力隊（以下「協力隊」と

いう。）を導入したきっかけは、平成27年11月の
「第 1 期香春町まち・ひと・しごと創生総合戦略」
の策定である。総合戦略を受けて、町はU・Iタ
ーンの移住者を増やすにはどうすれば良いのか検
討を始めた。

町が持つ強みの一つは、福岡市から車で約70
分、北九州市から約50分という良好なアクセスで
ある。「都市間イナカ」と称し、都市からのアク
セスが良い農村地帯で里山暮らしができる。この
強みを生かすため「半農半X」に着目した。

半農半Xとは、半農半X研究所代表の塩見直紀
氏が提唱するライフスタイルで、自分や家族が食
べる分の食料を自給自足でまかない、残りの時間
を、自分のやりたいこと（X）に費やすという生
き方である。

香春町では、耕作放棄地を活用して暮らしに農
を取り入れ、Xを移住者自身がやりたい仕事や町
内での起業と捉えることで、半農半Xでの移住促
進が期待できるのではと考えた。

このためには、①既存の空き家バンクの強化、

香春町は、「新たな人の流れをつくる」というビジョンのもと、移住定住を促進する
ため、地域おこし協力隊制度を導入した。香春町では、半農半Xや里山暮らしといった
香春町らしい「農のある暮らし」を実現するモデルケースとするため、隊員がスキルを
生かし自由な発想で活動することで移住につながっていくような取組を行っている。
本稿では、香春町が地域おこし協力隊制度を導入した経緯と、隊員の定住を最重点に
考えた挑戦しやすい環境づくりについて紹介する。

魅力ある農のある暮らしの実現
～地域おこし協力隊の自由な発想による新たな人の流れづくりへの挑戦～

事例紹介14

福岡県 
香春町
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②半農半Xの暮らしの発信、③移住希望者の相談
窓口の設置や交流・体験イベントの実施、などに
取り組む人材が必要と考え、平成27年度から協力
隊の募集を開始した。

3	 取組内容・成果
（1）協力隊の取組と拠点整備
①協力隊の取組

香春町では、隊員を会計年度職員として採用して
いる。採用人数や活動内容は以下の表のとおりであ
る。

採用年度によって活動内容はさまざまであるが、

各隊員が新しい人の流れをつくることを目標に自
由な発想で移住定住につながる活動をしている。

活動中に得た人脈と情報を駆使したイベントの
企画や協力隊の活動を知った方からの移住相談な
ど、各隊員の取組が移住促進につながっており、
着実に成果が出ている。

②移住・交流の拠点整備
町は移住・交流の拠点整備として、採銅所地区

の無人駅であるJR採銅所駅を改装し、平成29年
5 月に第二待合室をオープンした。この駅は半農
半Xが連想される農村地帯に位置し、その改装に
は新しい暮らしへの“乗り換え”が実現できる場

香春町の協力隊受入状況
着任年月 人数 個別ミッション 主な活動内容

第 1期生
・平成28年 4月
・平成28年 6月

3名
・移住・交流の場づくり
・空き家活用
・情報発信

・移住体験イベントの開催
・空き家バンク運営の強化
・移住情報の発信
・かわら農業塾への参加

第 2期生
・平成30年 5月
・平成31年 1月

2名 ・ものづくり
・ナリワイづくり

・地域資源を活用した商品開発
・対話・交流の場づくり

第 3期生
・平成31年 4月 2名 ・半農半X的暮らしの実現 ・かわら農業塾の運営補助

・半農半Xの実践
第 4期生

・令和 3年 4月 2名 ・移住・交流の場づくり ・第二待合室の運営
・中間支援組織立ち上げ・対話・交流の場づくり

地域おこし協力隊制度を通じて目指したい変化
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所をつくるという意味が込められている。改装に
あたっては協力隊第 1 期生がアイデアを出し合
い、移住希望者や地域住民のみならず、空き家情
報、農地情報など、さまざまな情報が“待ち合わ
せる”場所とした。

第二待合室は協力隊の活動拠点のほか、以下の
機能を担う。

・移住相談のワンストップ窓口
・協力隊、地域住民、移住希望者の交流の場
・地域資源を生かした交流、体験イベントの開催

オープン時は協力隊が交代で詰めていたが、令
和 3 年度からは住民との対話の場づくりや移住促
進を担当する隊員が常駐している。来館者は年間
延べ約2,000人で、そのうち約60人から移住相談
があった。

（2）町のサポート体制
香春町では、福岡県上毛町の元隊員で、現在は

地域のプロジェクトマネージャーとして全国の協
力隊や地域づくりの支援、企画などを行う西塔大
海氏がアドバイザーとなって、第 1 期生を募集し
た平成27年から募集の手伝いや協力隊の活動をサ
ポートしている。西塔氏の支援の下に構築したサ
ポート体制は以下のとおりである。

①募集面での工夫
協力隊募集要項は、協力隊を希望する人に情報

が届くように設計している。西塔氏と何度も意見
交換を行い、町の課題を整理し、課題解決のため
にどのような人材にどのような活動をしてほしいか
を徹底的に考える。要項には採用条件やミッショ
ンだけでなく、 3 年間の活動のイメージやこれまで
の取組、採用への思いをストーリー仕立てで記載
しており、他の地方公共団体と差別化されている。

このように、募集段階で協力隊に求めることや活
動内容を明確にすることで、意欲の高い協力隊が
集まりやすく、町への移住増加につながっている。

また、採用年度によってミッションは異なる
が、新たな人の流れをつくるという目標は一貫し
ており、地方創生の担当課であるまちづくり課が
協力隊業務すべてを担当する。窓口が一つのため
各隊員が横のつながりを作ることができ、一体と
なった活動が可能となっている。

②任期中のサポート
ア．役場職員や地域住民への情報発信

第 1 期生着任時は、協力隊の導入という新たな
取組が役場職員や住民にあまり理解されなかっ
た。そのため、担当者が住民や職員に協力隊の活
動目的を根気強く説明し、情報発信に努めるとと
もに、隊員と住民との関係づくりを丁寧にサポー
トしてきた。

情報発信については、町の広報誌「広報かわ
ら」に協力隊のページを創設したほか、平成28年
8 月創刊で毎月発行している「香春町協力隊だよ
り」において、隊員の紹介や活動内容を発信して
いる。隊員の活動をわかりやすく伝えるため、名
前と担当ミッションをセットで掲載し、町を盛り
上げるための取組を各隊員が自らの言葉で発信す
ることで、住民に思いが伝わりやすく、活動が見
える化されている。

住民との関係づくりについては、地域のキーマ
ンとの顔合わせを積極的に行っている。キーマン
が協力隊を紹介することで住民間での隊員の顔や
名前、取組が周知され、活動しやすい環境が実現
している。

第二待合室
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隊員には、地域活動や地域の会合などへの積極
的な参加を促しており、清掃活動への参加のほ
か、消防団に加入した隊員もいる。

継続したサポートによって、現役隊員と任期を
終了したOB・OGが増加する中で、隊員と住民と
のコミュニティが構築され、隊員同士が住民を紹
介し合うことも行われている。

イ．相談体制と報告会の開催
町が実施している協力隊の連絡相談体制は以下

のとおりである。

・定例会（月 1 回）
・定期面談（平成28年～令和 2 年度まで月 1

回、令和 3 年度からは数か月に 1 回）
・報告会（年 1 回）

定例会は、担当職員と協力隊の間で開かれてお
り、経費の報告だけでなく、各隊員の活動内容を
情報共有している。隊員がこれから挑戦したいこ
との提案や隊員間の意見交換の場ともなってお
り、チーム意識形成の役割も果たしている。担当
職員は、定例会以外にも生活の困りごとなどの相
談ができるよう、隊員とのコミュニケーションを
多く取ることを心掛けている。

定期面談は、隊員とアドバイザーの西塔氏の間
で行う。町の担当職員とは密接にコミュニケーシ
ョンを取っているが、町には相談できない悩みや
町が協力隊に伝えきれていない部分のフォローを
西塔氏が担っている。町が協力隊に求めること
と、それぞれの隊員がやりたいことに食い違いが
生じないように方向性の統一を図る。ここでは、
任期中の悩みだけでなく、退任後の起業に向けた
アドバイスも行っている。令和 3 年度からは、協
力隊OB・OGが増えたことや隊員間の相談体制が
構築できていることから、開催頻度を数か月に 1
回に落としている。

報告会は、協力隊の活動を町内外の関係者に報
告する場である。西塔氏の提案で第 1 期生が退任

する平成30年度に卒業式として開催したのが始ま
りで、その時は約70人が集まり、第 1 期生が 3 年
間の活動の集大成を発表し、第 2 期生が 1 年間の
活動報告を行った。令和元年度以降はオンライン
も活用し、退任する協力隊がいなくても、町外の
移住希望者に向けて活動の報告を続けている。

ウ．活動支援
協力隊の活動経費は、隊員が自らの裁量で運用

しやすいように概算払いで支給しており、月初め
に経費の報告を受け会計をチェックしている。通
常は町の会計を通すため支出に時間がかかってし
まうのに対し、概算払いによる支給は隊員の適時
適切な資金利用を可能とし、活動の自由度が広が
る。他の地方公共団体からの問い合わせも増えて
おり、徐々に広まっていく可能性もある。

町は協力隊に求める成果として、ミッションの
成果や効果よりも退任後の定住に重点を置いてお
り、まちづくりの一役を担うことを期待してい
る。定住につなげるため、各隊員のミッションと
は直接関係のない独立に向けたイベントの企画や
運営も積極的に実施しており、外部との調整を通
じ、隊員の成長も期待できる。隊員が香春町に定
住することを常に考え、隊員一人ひとりが楽し
く、やりたい事にチャレンジできるようにするこ
とで、退任後の仕事づくりにつなげることを心掛
けている。

継続した取組もあり、令和 3 年10月時点で途中
退任者は無く、任期を終えた 4 人のうち 3 人が定
住し、町外に在住する協力隊OBも町内小中学校
のALT（外国語指導助手）と広報誌の編集業務
に携わっている。

町外への情報発信は、香春町移住情報サイト
「カワラカケル」内の協力隊ブログ、Facebook、
Instagram、TwitterなどSNSを活用している。当
初はFacebookが中心で、立ち上げ時には閲覧者を
増やすための勉強会を開催し、隊員全員で発信内
容を考えた。その結果、イベント情報の発信だけ
ではなく、各隊員のリアルな活動内容を発信する
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こととし、現在では約2,300人のフォロワーを獲得
している。町外にも協力隊の活動が広まっており、
メディアから取材を受けたり県から優良事例とし
て紹介をされたりするなど、町内外で「香春町地
域おこし協力隊ブランド」が認知されている。

エ．半農半Xの支援
町では、平成29年12月から独自の農地バンク制

度を運用している。この制度の特徴は、農業未経
験者でも少ない面積から農地を利用できることであ
る。これにより、協力隊や移住者が自給的な家庭
菜園レベルから気軽に農業を始めることができる。

さらに、半農半Xがミッションの隊員は、産業
振興課が主催する「かわら農業塾」の運営補助を
通して農業の知識を習得した。かわら農業塾の参
加者は、初心者から兼業農家と幅広く、町内外か
ら多様な者が参加することから隊員にとっても良
い交流の機会となった。

また、半Xについては、町が隊員のやりたいこ
とを尊重し、キーマンとなる人を紹介して一緒に
打合せを行うなどバックアップしている。かわら
農業塾に参加し農業を学ぶ傍ら、民泊や染色、竹
細工など、地域資源を活用した仕事づくりを行う
ことができる。

③退任後のサポート
町は、協力隊が退任後も町との関わりを持てる

ように意識している。福岡県が任命し県内市町村
に配置する移住コンシェルジュへの就任や、町が
任命する香春町移住コーディネーター、空き家コ
ーディネーターへの就任、また、ふるさと納税返
礼品としての移住体験プランづくりや地域産品の
開発、現役協力隊との交流などさまざまな形で町
と継続的に関わりを持っている。

（3）成果
町は、協力隊を導入した平成28年度から令和 2

年度までの 5 年間に移住交流イベントを67回開催
し、約1,500人が参加している。空き家バンクは

町外の49人を含む119人が成約し、着実に香春町
への人の流れが生まれている。

協力隊の活動が見えにくいという話をよく耳に
するが、香春町ではSNSやHP、香春町協力隊だよ
りなどで各隊員のリアルな活動や経験を発信する
など、活動内容の可視化に努めている。そのため、
応募があった協力隊志願者からも、就任後の活動
がイメージしやすいといった声も上がっている。

4	 課題と今後の展開
これまで第 1 期生の隊員 3 人が、移住につなが

る取組にチャレンジしてきた。活動を通して地域の
理解を得て、活動しやすい土台を築いたことで、
安定的に活動を継続することができたが、隊員自身
の仕事づくりが後回しになるという課題もあった。

そのため、第 2 期生と第 3 期生は、農業や地域
資源を活用した起業を目指し、移住者のロールモ
デルとしての活動や発信に力点を置いた。

第 4 期生募集時の問題は、それまではとにかく
町に移住してもらうことが最重要事項であったた
め、隊員の人間関係が行政と町に関わる組織の範
囲で完結し、一般の住民を含む地域全体で移住者
を受け入れる体制ができていないことであった。
今後は地域住民に移住者を受け入れる意識を醸成
するため、住民との対話を重視することが必要と
考えた。

また、香春町には地域活動を行うNPO法人が
少なく、住民に近い立場でまちづくりを行う組織
が必要だった。そこで、第二待合室に移住専門窓
口としての機能を持たせ、これの運営を担うまち
づくりの専門性を持った中間支援組織の設立を考
えた。中間支援組織には、移住者だけでなくすべ
ての住民が行政には相談できない悩みを相談でき
る場になってほしいという思いもある。

これらを踏まえ、第 4 期生は移住支援の専門的
人材として採用した。これまで培ったノウハウや
地域との関係性を生かし、地域全体で移住者を受
け入れる土壌をつくり、第二待合室を拠点とした
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町の協力隊担当者は、隊員の人生を預かってい
るという責任感を持って、隊員の自立と定住を一
番に考え、向き合い、チャレンジしたいことを否
定せずに応援し、地域や外部との調整やサポート
を行っている。協力隊に寄り添い、自由な挑戦が
できる環境づくりは、協力隊の定着に悩む全国の
地方公共団体にとって参考になるはずだ。

中間支援組織の設立をミッションとしている。
退任後は、第二待合室の運営を通して、町と住

民、移住者と地域との架け橋となり、移住促進の
取組を担っていくことが期待されている。

5	 おわりに
香春町の協力隊は、「新しい人の流れをつくる」

という目標のもと、自由な発想で移住定住に向け
た活動ができている。これは、隊員が考えた「挑
戦したいこと」に町がしっかりと向き合い、その
実現可能性を常に考えてきた結果である。隊員が
挑戦したいことを尊重しすぎると移住促進のため
の仕事が二の次となり、成果が得られなくなる懸
念もあるが、自立に向けた活動は、地域とのつな
がりを構築した移住・定住のモデルケースにな
り、移住者目線での魅力あるライフスタイルの発
信につながるものである。そのため、少しずつ若
者が町に集まり、更なる「挑戦」を生むといった
好循環が出てきている。

また、個々の隊員が異なるミッションを持ちな
がらもチームとして活動する意識が形成されてい
る。第 1 期生の 3 人は、一つのチームとして香春
町の魅力的な暮らしである半農半Xを都市部の若
者に提案していった。第 1 期生が作りあげた土台
は第 2 期生以降にもしっかりと引き継がれてお
り、現役の協力隊もチーム一丸となった活動がで
きている。

人　口 10,669人（令和 3年 4月末現在）

面　積 44.50㎢

連絡先 	香春町まちづくり課地方創生係
	 TEL	 0947-32-8408

福岡県香春町 地域の概要

活動する上で、困りごとがないのが一番助かって
いる。町が悩みや思いをしっかりと聞いてくれて、
活動がしやすいと感じる。自分たちの活動に、町も
住民も後押しをしてくれるので、チャレンジがしや
すい環境ができている。半農半Xについても、町の
サポートによって住民とのつながりがつくりやすく、
気軽に畑を借りることができるため、プライベート
でも仕事でも自由に行動ができる。また、それぞれ
の隊員のミッションは異なっているがビジョンが同
じなので、全員が同じ軸のもとで活動ができている。

協力隊員の声

小野沢 春輝
ナリワイづくり担当・令和3年12月退任予定

市岡 実幸
移住交流の場づくり担当

福羽 弘之
移住交流の場づくり担当

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
近藤 猛児（北海道芽室町から派遣）
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1	 はじめに
佐賀県は九州の北西部に位置し、豊かな自然に

恵まれながら、隣接する福岡都市圏を通勤・通学
圏とする「自然と都会のいいとこどり」ができる
魅力的な県である。「人を大切に、世界に誇れる
佐賀づくり」を基本理念に掲げた総合計画を策定
し、人のつながりを大切にした県政を進めている。

地域おこし協力隊（以下「協力隊」という。）
の担当部署である、さが創生推進課では「自発の
地域づくり」を目指して、住民の「やってみた
い」という声を全力で応援し、一人ひとりが活躍
できる環境づくりに注力している。同課は、移住
者数や起業数といった定量的な指標ではなく、

「住民が地域に愛着を持てるようになること」を
ゴールにしている。この「自発の地域づくり」を
実現するためには協力隊の存在が重要であると認
識しており、全ての隊員を大切にした手厚いサポ
ート体制が構築されている。

2	 協力隊制度導入の経緯
（1）県採用協力隊の導入の経緯

佐賀県が初めて県採用の協力隊を導入したのは
平成29年度である。平成27年度に「子育てし大県

“さが”」プロジェクトとして県庁内の組織横断的
な取組をスタートし、結婚や出産、子育てがしや
すい環境整備に向けた取組を開始した。その一環
として、 5 名の隊員を採用し、「さが地域ッズサ
ポーター」として太良、みやき、小城、嬉野、基
山の 5 つのエリアに 1 名ずつ配置した。各エリア
で子どもや子育て世代と関わりながら、地域と子
育て世代をつなぎ、情報を発掘・発信して地域参
加を促すことをミッションとし、 3 年間の任期終
了後は 5 名全員が県内に定住している。

令和元年度にはローカルメディア「佐賀のお山
の100のしごと」の運営のため 3 名の隊員を採用
した。県北部山間地で暮らす人々の仕事を「地域
のたから」とし、一人ひとりにフォーカスして情
報発信をするのがミッションである。現在は令和
3 年度末の任期終了後の定住・起業に向けて活動

佐賀県では、県をあげて地域おこし協力隊に対する手厚いサポートを行っている。地
域おこし協力隊OB・OGによって設立された「一般社団法人佐賀県地域おこし協力隊ネ
ットワーク」と連携し、受入地方公共団体への導入支援、相談窓口の設置、充実した研
修制度及び自己啓発支援の制度化に加え、令和 2年度からは県職員による「地域おこ
し協力隊メンター制度」を導入し、地域おこし協力隊の活動・支援の連続性を確保して
いる。
また、令和 3年12月採用の隊員を募集するにあたっては、地方公共団体と隊員との
間のミスマッチを防ぐためにさまざまな取組を始めている。
本稿では、佐賀県の地域おこし協力隊の受入れとサポート体制について紹介する。

人を大切にした、地域をつなぐ人材の育成
～佐賀県とOB・OGネットワークの強力タッグによるサポート体制～

事例紹介15

佐賀県
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をしている。
令和 3 年 7 月には、県採用協力隊 3 期生として

12月を皮切りに 9 企画12名の隊員を採用するた
め、新たに募集・選考を開始した。

（2）�「佐賀県地域おこし協力隊ネットワーク」の
存在

県の隊員の採用には一般社団法人佐賀県地域お
こし協力隊ネットワーク（以下「SCN」という。）
が大きく関わっている。SCNは、県内の隊員をサ
ポートするために、佐賀県内で協力隊員として活
動していた佐々木元康氏、門脇恵氏、橋本高志氏
によって令和元年11月に設立された。県は以前か
ら県内隊員に向けた研修会を開催しており、令和
元年度の研修の企画と講師を協力隊OB・OGであ
る 3 名に依頼した。 3 名はこの研修会をきっかけ
に、元隊員として現役隊員のために幅広いサポー
トを行う必要性を感じ、SCNの設立を決意したと
いう。協力隊制度の開始から10年が経過して行政
側の理解は進んだが、 3 名をはじめ、初期の隊員
は自分たちのやりたい活動と行政が求める活動の
ミスマッチに苦労しながら道を切り開いてきた。
この経験から、後に続く隊員にはこのような苦労
なく、生き生きと活動してほしいという思いがあ
ったのである。

こうして設立されたSCNに、県は令和 2 年度か
ら協力隊事業に関して以下の内容を委託し、県の
協力隊の導入支援がSCNによって行われることと

なった。
・県内地方公共団体に対する協力隊の導入・企

画、体制づくりの支援
・現役隊員やOB・OGの相談窓口の設置
・隊員向け研修会の運営（年に 4 回）
・佐賀県地域おこし協力隊のPR・ブランディ

ング

3	 取組内容
（1）�令和 3年12月採用の協力隊「SML（佐賀メ

ディウムラボ）」について
令和 3 年12月採用の協力隊のミッションは、い

ずれも特定の興味・関心と地域課題をかけ合わ
せ、自分だけの仕事をつくることである。それぞ
れ採用部署や活動内容は異なるが、SML（佐賀
メディウムラボ）というチームを形成して活動し
ていく。メディウムとは、「媒介＝何かと何かを
つなぐもの」を意味し、佐賀県全体をフィールド
にローカル・メディエーター（地域におけるつな
ぎ役）として活躍することが期待されている。こ
の採用においては、以下のような募集要項の練り
上げから採用まで多くの工夫がなされた。

①募集要項の練り上げ
県は協力隊の存在を重視しており、令和 3 年度

は採用枠拡大の検討を始めた。しかし、増員する
にも県職員だけで対応できる規模ではなく、知見
も乏しいことから、SCNに導入・企画づくりの協
力を要請するとともに、元福岡県上毛町地域おこ
し協力隊員で、全国の地域づくり事業に携わる西
塔大海氏という強力な人材をプロジェクトメンバ
ーに迎え入れた。協力隊とともに解決したい地域
課題がある部署を募り、隊員の所属部署とどのよ
うな事業に取り組んでもらうかを決定した。募集
要項は、SCNと西塔氏の力を借りて徹底的に練り
上げた。ポイントは、県側の「求める人材」と応
募者の「協力隊として活動するイメージ」の明確
化だ。こうして練り上げられた企画の一部は図の

左からSCN佐々木氏、さが創生推進課平塚氏、
亀﨑氏、SCN門脇氏、西塔氏
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とおりである。

②周知方法の工夫
今回の募集にあたっては、幅広い層に情報を届

けるため、ターゲットユーザーが異なるメディア
を選定して周知した。主要なメディアは以下のと
おりである。

・ニッポン移住・交流ナビ（一般社団法人移
住・交流推進機構（JOIN））…協力隊になる
ことを希望している人

・グリーンズジョブ（特定非営利活動法人グリ
ーンズ）…地域に関わりながらキャリアを積
みたい人、地方で何かチャレンジしたい人

・SMOUT（株式会社カヤック）…移住を希望
している人

さまざまな活動を組み合わせながら自分のキャ
リアを考えられる募集内容であるため、自分の生
き方を模索している人の関心を引いたのではない
か、と県の担当者は話す。

今回の募集は、佐賀県地域おこし協力隊のブラ
ンディングやPRにつながるようなものにすると
いう目的もあり、内容やデザインに工夫を凝らし
た特設サイトSMLを開設した。これは「佐賀な

人と未来をつなぐウェブメディア」であり、単な
る募集要項を掲載するのではなく、この募集にか
ける担当者や当該分野で活躍する人々の想いを伝
える読み物として掲載している。記事の一つひと
つに読み応えがあり、募集側の熱意が伝わる内容
となっている。募集終了後も、隊員の活動報告の
場として活用していく予定だ。

また、YouTubeで動画も公開した。SML Radio
というタイトルで、各担当者が顔を出し、募集内
容や募集に至った背景、協力隊への期待などを語
っている。ふるさと回帰支援センターとグリーン
ズジョブで行ったオンラインイベントにも大きな
反響があった。このように、さまざまなメディア

佐賀メディウムラボのHP

図　令和 3年12月採用地域おこし協力隊募集企画

企画名 募集
人数 ミッション

登るを仕事に！
「低山トレッキングガイド見習い」 1 佐賀県さが創生推進課に在籍し、先輩ガイドから山のことを教わりながら

調査を行い、低山トレッキングのガイドや情報発信を行う。
山菜をおいしく学んで、
おいしく伝える「料理人見習い」 1 佐賀県さが創生推進課に在籍し、山の食材の料理方法等についての調査や、

山に人を呼び込む体験型の交流イベント等の企画・運営、情報発信を行う。
地域と一緒に考える！地域にあった移動手段
「くらしのモビリティサポーター」 1 佐賀県さが創生推進課に在籍し、地域にあった移動手段の確保に向けて、

市町、地域住民及び地元の交通事業者等とともに検討を行う。
移住者の声を佐賀県庁に届ける仕事
「アフター移住サポーター」 1 佐賀県「さが移住サポートデスク」に在籍し、サポートデスクの一員とし

て、主に移住者との交流を通じた定住促進の活動に従事する。
こどもが笑顔になれる空間を！
「子どもの居場所立ちあげサポーター」 1 佐賀県こども家庭課に在籍し、佐賀県内でこどもの居場所を新たに開設し

たい人・団体を掘り起こし、開設前後のフォローを行う。

地域と外国人を結ぶ
「多文化コミュニケーションプランナー」 2

佐賀県国際課に在籍し、地域に「生活者」として住んでいる外国人と日本
人の間にコミュニケーションを生みだし、ともに暮らしやすい地域づくり
を進める。

佐賀県の公園マップを作ろう！
「子どもとおでかけ編集室」 1

株式会社音成印刷に在籍し、ライター・編集者として子育て世代に向けた
情報発信を行う。最終的には「子どもと行きたい！　佐賀の公園MAP」の
作成をする。
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を活用して「佐賀県での協力隊としての活動」が
明確にイメージできるようにしたところ、本気度
の高い魅力的な人材から多数の応募があった。

③選考時の工夫
書類審査後、オンライン面接を経て選考する。

面接官は県の担当者だけでなく、SCNのメンバー
と西塔氏もオブザーバーとして加わり、協力隊経
験者ならではの視点からの面接を行っている。ま
た、現地を実際に訪れることが難しい状況下で、
佐賀県の魅力を感じてもらい、活動前の不安を取
り除くという点でも工夫を凝らしている。一次通
過者向けにオンラインで佐賀ぶらり旅ツアーを企
画し、観光地としてではなく、暮らしの目線での
佐賀県を紹介した。同ツアーの後半では、一次通
過者と担当職員で交流会を開催し、現時点での希
望や不安などを語り合った。

（2）協力隊制度導入当初からの手厚い支援
このように、令和 3 年12月採用の隊員につい

て、佐賀県ではSCNの協力のもと工夫を凝らした
募集・採用を行っているが、隊員に対してはそれ
以前から手厚い支援が行われていた。

①全国に先駆けた研修制度
今では全国的に隊員向けの研修が行われている

が、佐賀県では 5 年以上前から県主催で年 4 回の

協力隊研修を行ってきた。令和 3 年12月採用の直
後には新たに初任者研修を予定している。新たな
隊員は新卒や民間企業経験者がほとんどで、予算
の仕組みなど行政の事務手続きを知らないことが
多く、最初にそこでつまずくことも少なくないと
いう。着任当初に行政との付き合い方、守るべき
ルールなど、行政への理解を深めてもらうこと
で、スムーズに活動が進むように企画している。

②充実した相談体制
SCNは相談窓口を毎週金曜日に 2 コマ（13:00

〜／ 14:00〜、各50分程度）開設し、活動の進め
方などについて相談できる体制を作っている。相
談内容はすべて県と情報共有したうえで、迅速な
解決に努めている。また、これとは別に、隊員が
SNSを使ってSCNに気軽に相談できるような仕組
みもあり、ほかの人には聞かれたくない個人的な
悩みなどはこちらを利用されている。

③地域に溶け込むためのサポート
県では、協力隊の 1 年目を地域となじむための

期間と位置付け、成果をすぐには求めず無理のな
い範囲で日々地域に顔を出すなど、顔なじみの関
係を作りあげることを大切にしている。県は隊員
に地域の声を拾いあげることを求めており、それ
には人とのつながりが非常に重要となる。そのた
め、最初は県の担当者も同行してサポートするな

オンライン佐賀ぶらり旅ツアーの配信風景 研修の様子
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ど、隊員と地域が相互理解を深める期間を長めに
設けている。

④隊員に対する自己啓発支援
県では、隊員に支給される交付税措置対象の活

動費とは別に独自の予算を組み、隊員のスキルア
ップを目的とした県外への視察や研修の費用を助
成している。交付税措置対象の200万円の活動費
から家賃やガソリン代・リース料等の義務的経費
を払うと、自由に使えるのは60～80万円となって
しまい、遠方の先進地視察や自ら主催するイベン
トでの講師依頼を断念せざるを得ないケースがあ
るためだ。地域に貢献するためにスキルアップを
しようという隊員の思いを大切にした、やりがい
につながる支援である。

⑤県庁職員によるメンター制度（令和2年度新設）
公務員の頻繁な部署異動が問題視されることが

あるが、協力隊の担当においても、せっかく職員
が隊員との間で信頼関係を構築しても、 3 年の任
期を最初から最後まで担当することはまれであ
る。そこで、佐賀県では令和 2 年度に地域おこし
協力隊メンター制度を導入した。隊員が自分から
メンターを選ぶことができ、選ばれた職員はその
証としてバッジが贈呈される。部署異動後も、隊
員の相談に乗ることはもちろん、必要であれば活
動に同行することができる。要綱が作成され、担
当部署からメンターに選ばれた職員の所属部署に

依頼文を送付する
ことで、メンター
は正式な職務とし
て活動ができるの
である。

これまでの隊員
は、着任時に担当
だった職員をメン
ターに指定した。
隊員は、現担当者
だけでなく、活動

初期に苦楽を共にした職員から切れ目のないサポ
ートを受けることができ、異動した職員は担当か
ら外れても隊員に関わり続けることができるとい
う、人間関係を大切にした制度である。この制度
は、協力隊卒業後も活用できる仕組みとなってい
る。

⑥県知事の協力隊への思い
山口祥義知事は、地域おこし協力隊制度の創設

をした総務省の出身であることから、協力隊への
思いが強く、知事自らが熱心にサポートしてい
る。現場に足を運んだり、研修会後の懇親会に参
加したりするなど、佐賀県では協力隊と知事の距
離が近く、県全体で協力隊を歓迎する雰囲気が醸
成されている。

4	 課題と今後の展望
（1）地域をつなぐ存在に

県の担当者は、「SCNの 3 人に続く人材が育っ
てほしい」という思いをもって、隊員へのサポー
トを続けている。隊員が活動を通じて佐賀県に愛
着を持ち、地域のキーパーソンとなることが理想
である。県の協力隊は、市町村採用の協力隊とは
対照的に、特定のエリアを持たず広範囲で活動を
するため、異なる地域をつなぐ存在になることが
期待されている。県と市町を、市町と市町をつな
ぎ、それをステップアップして未来につなぎなが
ら、県内全域でローカル・メディエーターとして
活躍する人材を育てることが目標である。

（2）協力隊の盛り上がりへの期待
佐賀県の20市町のうち、令和 3 年度現在11市町

で協力隊を採用している。今後、県としては全市
町で協力隊制度を活用してもらえるように、各市
町職員の協力隊に対する関心を高め、活用の機運
を醸成することに注力していきたいとのことだ。
年 1 回の市町職員向けの研修の場で、制度説明だ
けでなく、「協力隊のおかげでこのように地域が

「メンター」の文字はさが創生
推進課平塚氏のお子さんが書
いたもの
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脚で協力隊のサポートをすることを心掛けてい
る。担当職員、メンター職員、OB・OGと、相談
できる支援者・協力者が多く存在することも、地
域で活躍する協力隊を多く輩出する要因となって
いる。県が協力隊の重要性を認識し、チャレンジ
する人を応援したいという強い思いがあったから
こそ、このような手厚い支援体制が構築できたと
考えられる。多くの地方公共団体が、協力隊の採
用・運用時の参考としたい「人を大切にした取組
事例」である。

変わった」といった具体的な事例を取り上げるな
ど、内容の充実に取り組んでいく。

そのなかで県が重視しているのは、導入に際し
ては地域課題をきちんと把握し、どんな人材に来
てほしいのか方向性を決定することである。起業
家に活躍してほしいのか、地域になじむ人に来て
もらいたいのか、個人で頑張ってほしいのか、チ
ームを組んで活動してほしいのかなど、方向性を
明確にせずやみくもに募集をしてもミスマッチが
起こってしまう。制度創設から10年以上が経過
し、さまざまな協力隊の活躍が見られるようにな
ったが、県ではどの手法が自分たちの地域とマッ
チするのかを見極めることが必要だと考えてい
る。多くの地方公共団体がこのようによく検討し
たうえで協力隊制度を導入し、佐賀県全体、ひい
ては全国の地域が活気づいていくことが県の理想
である。

5	 おわりに
佐賀県とSCNによる協力隊導入の制度設計から

わかるように、地方公共団体と協力隊との間のミ
スマッチを防ぐためには、導入前に求める人材像
を明確化することと、協力隊希望者が、その地域
での暮らしと自分が協力隊として活動するイメー
ジをはっきりと持てることが鍵となる。

佐賀県がSCNに協力隊の支援事業を委託するに
あたっては、委託先に任せるのではなく、二人三

〈執筆者〉�地域活性化センター 企画グループ 
飯野 直美（山梨県富士吉田市から派遣）

私は着任後すぐに、タイミングよく佐賀県内の隊
員を対象とした研修を受けることができました。研
修では活動のヒントが得られ、隊員同士の交流もあ
ったので、これから協力隊として活動していく私を
後押ししていただいたと感じています。研修以外に
も、佐賀県や協力隊OB・OGの方々のサポート、そ
して現役隊員同士の交流があり、このような環境
は、新たに協力隊として活動される方にとっても、
きっと心強いものになると思います。地域おこしは
難しい課題ですが、周りの皆さんからの応援を力に
変えて、これからも前向きに活動していきたいです。

協力隊の声

田中 あき
小城市地域おこし協力隊・棚田げんきスタッフ

人　口 808,123人（令和 3年 4月末現在）

面　積 2,440.69㎢

連絡先 	さが創生推進課
	 TEL	 0952-25-7376

佐賀県地域の概要
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人を大切にした、地域をつなぐ人材の育成 15事例紹介
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